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プロジェクト対象国：ネパール連邦民主共和国 
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写	 	 	 	 	 真 

  

水処理システムの研究開発が行われている 
給水施設 

（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 

スポンジ傾斜水処理装置（鉄、懸濁物質除去） 
（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 

  

ドロッピング硝化装置（アンモニア態窒素除去） 

（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 
アナモックス装置（嫌気性アンモニア酸化） 

（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 

  

人口湿地装置（窒素除去） 

（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 

水素酸化脱窒装置（硝酸態窒素除去） 

（撮影場所：Jwagal/撮影日：2016年11月21日） 



  

トリブワン大学医学部に供与された電子顕微鏡 
（撮影場所：IOM/撮影日：2016 年 11月 16日） 

改修工事が行われたトリブワン大学工学部の研究室 

（撮影場所：IOE/撮影日：2016 年 11月 16日） 

  

トリブワン大学工学部に供与された 
フリーザー等の機材 

（撮影場所：IOE/撮影日：2016 年 11月 16日） 

日本側、ネパール側プロジェクトマネジャー 
との協議 

（撮影場所：IOE/撮影日：2016 年 11月 27日） 

  

ネパール側評価団員との協議、署名 

（撮影場所：IOE/撮影日：2016 年 11月 29日） 

JCC での協議議事録署名（撮影場所：ホテルヒ
マラヤ、パタン/撮影日：2016 年 11 月 30 日） 
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評価調査結果要約表（和文） 
 

１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和

国 
案件名：微生物学と水文水質学を融合させたネパールカトマンズの

水安全性を確保する技術の開発プロジェクト 

分野：環境管理 援助形態：地球規模課題国際科学技術協力（Science and Technology 
Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS） 

所轄部署：地球環境部 協力金額：約 3億円 

協力期間 （R/D：2014年3
月28日）： 
2014 年 5 月 1 日
～ 
2019年 4月 30日 
 

先方関係機関：トリブワン大学  工学部（ Institute of Engineering, 
Tribhuvan University：IOE）、給水衛生省（Ministry of Water Supply and 
Sanitation：MWSS）、トリブワン大学 地質学部（Central Department of 
Geology, Tribhuvan University：CDG）、トリブワン大学 医学部（Institute 
of Medicine, Tribhuvan University：IOM）、カトマンズ盆地水供給ボー
ド（Kathmandu Valley Water Supply Management Board：KVWSMB）、
カトマンズ盆地水道会社（Kathmandu Upatyaka Khanepani Limited：
KUKL）、環境エネルギー・水研究センター（Center of Research for 
Environment Energy and Water：CREEW）、スモールアースネパール
（Small Earth Nepal：SEN）、アジア工科経営大学（Asian Institute of 
Technology and Management：AITM）、人口・環境省  水文気象局
（Department of Hydrology and Meteorology：DHM）、ネパール科学技
術アカデミー（Nepal Academy of Science and Technology：NAST） 

日本側協力機関：山梨大学、京都大学、北里大学、神戸市看護大学、

東京大学、日鉄鉱コンサルタント株式会社、明和工業株式会社 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）は、国内に豊富な水資源を有しているが、

給水サービスの普及状況はいまだに低く、安全な水の供給が十分に行われていない。全国の上水道

給水普及率は極めて低い水準にとどまっており、多くの人が改善された水源へのアクセスがない状

況にあるとされている。また、比較的整備が進んでいる主要都市においても、既存の老朽化した配

水施設からの漏水や不適切な配水管敷設により、一部の地域を除き計画断水が常態化している。 
一方、ネパールの首都カトマンズを中心に広がるカトマンズ盆地においては、近年の急速な人口

増加に伴う水需要の増加に対応するための水供給体制の整備が喫緊の課題となっている。しかしな

がら、既存の水供給システムの信頼性は依然として低く、供給可能な水量も不十分である。さらに、

都市化・工業化に伴う水質汚染も発生していることから、住民は生活水にはポンプで汲み上げた地

下水を用い、飲み水には高価なジャー・ボトル水を購入せざるを得ない状況にある。また、カトマ

ンズ盆地では地下水の汚染レベルが高いことから、安全な水を確保するためにはさまざまな規模に

おいて費用対効果の高い水処理技術の適用が求められているが、科学的根拠に基づく研究が十分に

なされておらず、効果的な対処がとられていない。 
以上の課題を踏まえて、本プロジェクトは、国際協力機構（JICA）と科学技術振興機構（Japan Science 

and Technology Agency：JST）が支援する「地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」
の下、カトマンズ盆地における複合的な水安全性評価と地域に最適な水処理技術の開発・整備を目的

に実施されている。2014年 3月 28日に政府間技術協力プロジェクト合意文書（Record of Discussion：
R/D）が署名され、2014年 5月から 5年間のプロジェクトとして開始された。 
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１－２ 協力内容 

（1）プロジェクト目標 
（関係省庁、研究機関、NGO等による）カトマンズ盆地における上水資源（浅層・深層地下水、
表流水、雨水）の管理体制が強化される。 

 
（2）成	 果 
成果 1 水需要、消費量や供給量を含む、カトマンズ盆地の上水資源の現状を調査し、将来予測が

行われる。 
成果 2 地下水汚染の状況と発生源が調査される。 
成果 3 カトマンズ盆地における地下水、表流水や雨水などの環境水中の微生物学的状況が調査さ

れる。 
成果 4 カトマンズ盆地における地下水や表流水処理のための、現地適応・小型・分散型

（Locally-fitted, compact and distributed：LCD）水処理システムが開発される。 
成果 5 カトマンズ盆地に導入された LCD水処理システムの社会的及び経済的評価がなされる。 

 
（3）投入（評価時点） 
日本側：総投入額約 3億円 
・日本人専門家：2014 年 8 月より 1 名の長期専門家が派遣されている。また、2014 年 9 月よ

り 22名の短期専門家が合計 111回（750日、25.00人/月）派遣された。専門
家の担当分野は、水処理開発研究、水資源調査研究、水質評価、水質調査研

究、微生物評価、水処理研究、社会評価等である。 
・現地活動費：608万 3,093ネパールルピー（Nepalese Rupee：NPR、約 633万 6,149円）1が、

運営費用、旅費、会議費等に支出された。 
・機材供与：約 5,381万 2,083 NPR（5,605万 666円）が資機材の調達費として支出された。調

達された資機材は、主にトリブワン大学工学部（IOE）、医学部（IOM）、パイ
ロットサイトに設置されている。 

・本邦研修：2016年 11月末時点で、20名（長期研修：3名、短期研修：17名）。 
 
相手国側： 
・カウンターパート配置：22名（プロジェクトディレクター1名、プロジェクトマネジャー1名、

カウンターパート職員 20名） 
・施設・土地手配：専門家の執務スペース、研究施設、資機材の設置保管場所、並びに水処理装

置設置用の土地（Jwagal UN Park、Chyasal、IOEキャンパス）が提供されて
いる。 

・ローカルコスト負担：KVWSMBが 100万 NPR（約 104万円）/年の予算を配賦している。 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏	 名 所	 属 

日本側 総	 括 柴田	 和直 JICA地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二チーム	 課長 

協力企画 江口	 雄磨 JICA地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二チーム 

評価分析 岡野	 鉄平 株式会社アイコンズ コンサルタント 

                                                        
1 1 NPR＝1.041600円（JICA統制レート、2016年 12月） 
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プロジェクト評価（JST） 安岡	 善文 JST研究主幹 

プロジェクト評価（JST） 太田	 三晴 JST国際科学技術部（SATREPSグループ） 
副調査役 

相手国側 Mr. Kedar Man Prajapati 給水衛生省 上下水道局（DWSS） 
プロジェクトマネジャー 

Dr. Jagat Shrestha トリブワン大学 工学部 学部長補佐 

調査期間 2016年 11月 15日～11月 30日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）活動実績 
2015年 4月に発生したゴルカ地震及び 2015年 9月に公布された新憲法への抗議活動によりイ

ンド国境付近での物流が停滞したことの影響を受け、プロジェクトの前半は計画に沿った活動の

実施が困難であった。プロジェクト関係者の尽力により、プロジェクトの進捗に致命的な遅れは

生じていないものの、いくつかの活動は延期、縮小、もしくは中止され、全体の活動計画の見直

しを余儀なくされた。各ワーキンググループ（Working Group：WG）の研究結果は他のWGの活
動と相互に連携するものであるため、個別の調査の遅れがプロジェクト全体の進捗に影響を与え

ることになった。プロジェクトの後半に向けては、プロジェクト関係者との円滑な連携を通じた

活動の推進により、進捗の遅れはある程度まで改善する見込みである。 
 

（2）成果の達成状況 
成果 1：水需要、消費量や供給量を含む、カトマンズ盆地の上水資源の現状を調査し、将来予測
が行われる。 
成果 1の指標は、水資源の空間分布と長期変動の研究、水資源の水安全性マップの開発、代替

水資源の開発及びネパール側研究者の能力開発である。成果 1の活動はおおむね順調に進んでお
り、プロジェクト終了時にはすべての指標が達成されることが見込まれる。 
水資源の分布については、過去 10 年間の地表水量分布と年間変動を把握するとともに、地下

水の潜在的な量を推定した。水資源統合マップについては、作成が進んでいるものの、ユーザー

の使いやすさや有用性の目標が明確に定義されておらず、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス（Project Design Matrix：PDM）に設定された指標を用いて達成度を評価することは困難である。
また、代替水源に関する研究は現在進行中であり、プロジェクトの後半での具体的な成果の産出

が期待される。成果 1の能力開発に関しては、本邦研修とプロジェクト活動を通じた技術移転が
進められているが、PDMの指標は能力向上の程度を測るものとして適切に設定されておらず、達
成度を判断することが難しい。 

 
成果 2：地下水汚染の状況と発生源が調査される。 
成果 2の指標は水質に関する安全性マップの作成及びネパール側研究者の能力開発である。成

果 2の活動には遅れがあり、指標は未達成である。すべての指標はプロジェクト終了時までに達
成されることが見込まれるが、PDMには質的な達成状況を測る指標が設定されていないため、水
質に関する水安全性マップの有用性と質、並びに能力開発の達成度については、PDMの指標を用
いて測定することは困難である。 
水質の水安全性マップが雨期と乾期の両方について開発される予定であり、乾期の水安全性マ

ップは既に開発されているものの、雨期の水安全性マップについては、まだ作成途中である。成

果 2の能力開発については、本邦研修とプロジェクト活動を通じた技術移転が進められている。 
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成果 3： カトマンズ盆地における地下水、表流水や雨水などの環境水中の微生物学的状況が調査
される。 
成果 3の指標は水系感染症及び微生物の分布に関する安全性マップの作成及びネパール側研究

者の能力開発である。成果 3の活動には遅れがあり、指標は未達成である。すべての指標はプロ
ジェクト終了時までに達成されることが見込まれるが、PDMには質的な達成状況を測る指標が設
定されていないため、水系感染症、微生物の分布に関する水安全性マップの有用性と質及び能力

開発の達成度については、PDMの指標を用いて測定することは困難である。 
病原性微生物と指標微生物の分布に関する調査・分析が進行中であり、水系感染症に関する水

安全性マップの作成は 2017 年 3 月末までに完了する見込みである。また、微生物の分布に関す
る水安全性マップの策定に関しては、次世代シーケンス解析による微生物遺伝子のデータ量が膨

大なため、データの整理に時間を要しているものの 2016 年度中には作業が完了し、マップが作
成される予定となっている。なお、成果 3 の能力開発に関しては、2014 年 10 月に短期本邦研修
に 3名のカウンターパート職員が参加し、うち 2名が博士課程の学生として山梨大学に入学した。 

 
成果 4：カトマンズ盆地における地下水や表流水処理のための、現地適応・小型・分散型（LCD）
水処理システムが開発される。 
成果 4 の指標は LCD 水処理システムの開発及びネパール側研究者の能力開発である。中間レ

ビュー時点では、成果 4の指標を達成するためのプロセスの詳細が明確にされていない。また、
PDM には質的な達成を測る指標が設定されていないため、LCD 水処理システムの性能と能力開
発の達成状況を PDMの指標を用いて測定することは困難である。 

LCD水処理システムの設置場所として 3地点が選定され、各種システムの性能改善について研
究を継続している。研究活動の具体的な成果は、プロジェクト期間の後半で明確になる見込みで

あるが、現地の事情に即した水処理システムの開発において、どのような性能でどのような費用

対効果のある試作品を開発するのか、その目標と達成に向けたプロセスについて関係者間の共通

認識を醸成する必要がある。成果 4の能力開発については、本邦研修に 8名が参加し、ネパール
国内で実施された IOEにおける研修に 29名が参加した。 

 
成果 5：カトマンズ盆地に導入された LCD水処理システムの社会的及び経済的評価がなされる。 
成果 5の指標は水処理システムの社会実装と普及に向けた社会経済調査の実施及びネパール側

研究者の能力開発である。成果 5の指標を達成するためのプロセスの詳細は、中間レビュー時点
で明確にされていない。また、PDM には質的な達成を測る指標が設定されていないため、LCD
水処理システムの社会経済的な有効性評価と能力開発の達成状況を PDM の指標を用いて測定す

ることは困難である。 
これまでに 1,500世帯を対象とした社会経済調査を 3回実施し、そのデータを LCD水処理施設

の設置場所の選定に利用した。WG 5 による社会経済調査はプロジェクト後半においても継続さ
れ、プロジェクト活動のさらなる改善に活用されることが見込まれる。なお、2016年 4月から 2
名の学生が長期本邦研修に参加しており、ネパール国内で日本人専門家が実施する研修と併せ

て、積極的な技術移転が進められている。 
 

（3）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：（関係省庁、研究機関、NGO 等による）カトマンズ盆地における上水資源
（浅層・深層地下水、表流水、雨水）の管理体制が強化される。 
中間レビュー時点でプロジェクト目標の指標は未達成であるが、水安全性マップの策定に関連

する指標 1と指標 4は、プロジェクト終了時までに達成される可能性が高い。一方、LCD水処理
システムに関連する指標 2と指標 3を達成するためのプロセスの詳細は現時点では明確にされて
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いない。 
指標 1として設定されている統合水安全性マップの完成は予定より約 6カ月遅れているが、マ

ップの第 1 版は 2017 年 3 月末までに作成され、政府機関及び潜在的なユーザーである、開発パ
ートナー、NGO、地方自治体により活用されることが見込まれている。指標 2については、統合
水安全性マップの作成と LCD 水処理システムの運用評価後に、関係者の間で水処理システムの
導入に関する戦略について議論する計画である。また、メラムチ給水計画の影響に関しても評価

を行う予定である。ただし、LCD水処理システムの運用に向けては、運営主体、費用負担、管理
体制を明確にする必要があるが、この検討プロセスの詳細が、現時点では明確になっていない。

5 カ所以上に LCD 水処理システムを設置するという指標 3 に関しては、2017 年の夏までに達成
される見込みである。指標 4については、統合水安全性マップの第 1版を開発したのち、水安全
性マップの再評価が実施される予定である。 

 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性（高い） 
プロジェクトは、カトマンズ盆地を対象とした統合水安全性マップの作成と省資源型の LCD

水処理システムの開発・導入による飲料水資源管理システムの強化を目的としている。ネパール

政府は「安全な飲料水と衛生サービスの提供」を国家戦略の最優先課題として掲げており、2016
年までに安全な水にアクセスできる人の割合を 96％、衛生サービスへアクセスできる人の割合を
90％にまで引き上げることを目標としている。また、MWSSは 2016年から 2030年の期間の長期
的なセクター開発計画を策定中であり、そのなかでも、基本的な給水地域のカバー率改善を優先

事項としている。カトマンズ盆地の人口増加を考慮すると、水需要量と供給量のギャップや水質

悪化がより深刻な課題となることが予想され、水質と水量の両側面からの改善はさらに重要性を

増している。2017年 8月ごろに第 1期の給水が開始される予定のメラムチ給水計画は、カトマン
ズ盆地における給水の状況を改善することが期待されているが、増加する水需要を満たすには供

給可能な給水量が不足しているという指摘もある。そのため、プロジェクトによって開発された

LCD水処理システムは、メラムチ給水計画の対象地域の水供給を補完する重要なアプローチとし
て、ネパール側関係者に高く評価されている。以上のことから、プロジェクトの内容とアプロー

チは、ネパールの国家政策と開発ニーズとの整合性が高く、また、社会基盤整備を支援するとい

う日本の支援方針とも合致しているといえる。 
 

（2）有効性（中程度） 
中間レビューの時点でプロジェクト目標の指標はすべて未達成である。PDMに設定された四つ

の指標のうち、水安全性マップの策定に関連する指標が達成される可能性は高いものの、LCD水
処理システムの設置と導入に関しては、指標を達成するためのプロセスの詳細が明らかではな

い。統合水安全性マップの開発と再評価、並びに、LCD水処理システムの導入は実施中であり、
LCD水処理システムの導入と設置に関する戦略の策定は、中間レビュー時点でその議論が始まっ
たところである。また、LCD水処理システムの普及戦略の策定については、設置及び導入に関す
る性能、性質に関する指標が設定されておらず、達成に向けたプロセスの詳細が明確にされてい

ない。プロジェクトメンバーは、政府機関を含む関係者間で LCD 水処理システムの社会実装に
向けた共通認識を醸成することの重要性を認識しており、プロジェクト目標の達成に向けた連携

体制の構築に取り組んでいる。 
 
（3）効率性（比較的高い） 

日本側とネパール側のプロジェクト投入の質と量は適切であった。地震や物流の停滞に起因す

る困難な状況においても、効率的なプロジェクト管理による活動の実施が進められてきた。しか
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しながら、いくつかの活動には遅れが生じており、実質的な活動期間の短さにより、多くの成果

は、現時点では達成されていない。資機材については、各研究課題の必要に応じて調達され、主

な供与先である IOE、IOM、CDGによって、ほとんどが適切に管理されている。ただし、IOMに
は機器の適切な使用及び保守に関する知識とスキルが十分に備わっていないため、一部の供与機

材の運用と管理に問題がみられた。また、プロジェクトの前半においては、カウンターパート職

員の参加が限定されている活動も多かったことから、プロジェクトの後半においては、各関係機

関の連携の下で、より積極的な参加が求められる。 
 
（4）インパクト（ポジティブな見通しがある） 

プロジェクトの PDM には上位目標が設定されていないため、インパクトについては評価結果

のランクづけは行わない。一方、中間レビュー時に予想されるプロジェクトのインパクトについ

ては、政府機関の意思決定プロセスへの貢献可能性と若手研究者の育成の 2点が挙げられる。 
プロジェクトは、水の安全性に関する幅広い研究活動を行っており、研究から得られた成果と

知見は、政府機関の政策決定者や、他の開発パートナーに活用される見込みである。例えば、プ

ロジェクトによって収集されたデータや統合水安全性マップは、KVWSMB による水セクターの
マスタープラン策定への活用が期待されている。また、これらの成果品は、さまざまな開発パー

トナーによる投資のための情報として使用される可能性も高いことから、ネパールの水セクター

にポジティブなインパクトを与えるものと予想される。 
若手研究者の能力開発においてもプロジェクトによる良好なインパクトが期待される。プロジ

ェクトは特に人材育成を重視しており、ネパール側研究者だけでなく、日本の学生を含む研究者

で活発な交流が行われている。若手人材の育成は、これらの研究者や学生が将来的に関与するこ

とが見込まれる水セクター全体への貢献が期待される。 
 
（5）持続性（中程度） 

政策面：プロジェクトの目的はネパール政府の国家開発計画や戦略との整合性が高い。プロジ

ェクトの成果品の一つである水安全性マップや、付随して得られる各種の研究成果、データ等は、

政府機関の意思決定プロセスにおいて重要な情報として認識されている。カトマンズ盆地の水供

給の基本的なカバー率の改善はネパールの優先課題の一つであり、プロジェクトで開発した LCD
水処理システムは補完的方法として関係者から高く評価されている。そのため、プロジェクト終

了後にも、政府機関からの支援は継続される見込みである。 
技術面：プロジェクトは、ネパール側研究者、特にトリブワン大学の若手研究者の能力開発に

重点を置いている。日本とネパールでは詳細にわたり技術移転と指導が行われ、これらの研究者

は技術と知識を適切に習得している。本邦研修に参加した学生の修士論文にはプロジェクト研究

に関する発表を含めることが義務づけられており、これらの知見はプロジェクトの成果としてト

リブワン大学に蓄積される。さらに、現在までに延べ 10 名の常勤職員が本邦研修に参加してい
るが、常勤職員の能力開発は、技術面の持続性確保に寄与するものである。 
組織面：ネパールの水セクターの中心的な機関の多くは、プロジェクトにカウンターパートと

して参加しているが、参加の程度は各機関によって異なる。特にプロジェクト前半の活動は学術

的な研究が多く、実施機関との連携には課題がみられた。組織面の持続性を確保するためには、

プロジェクト終了後にも関係機関の連携が継続されるための仕組みが必要であり、その点におい

て、現時点では改善すべき課題が残されている。 
財政面：MWSS、KVWSMB、KUKLは引き続き飲料水資源管理の研究推進のために予算を投入

する予定である。プロジェクトが開発する技術の有用性が明確になれば、意思決定者や実施機関

による継続的な成果の活用と更新のための予算確保が期待できる。一方、研究機関については、

水資源管理に関する研究を継続するための財務状況は十分とはいえず、研究予算の確保には課題
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がある。さらに、設備の維持管理予算の確保が、現時点では不確実である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）良好なコミュニケーションと業務調整 
日本人専門家とネパール側研究者は良好な関係を構築しており、このことがプロジェクトの円

滑な実施と技術移転に貢献している。特にトリブワン大学からは、多くの研究者や学生が研究活

動に参加しており、適切に知識とスキルを習得している。また、それぞれのWGメンバー内のコ
ミュニケーションに加えて、長期専門家としてプロジェクトのコーディネーターが多岐にわたる

業務の調整を行っており、効率的な活動の実施に寄与している。 
 

（2）合同調整委員会（JCC）における関係者間の情報共有 
年に 1度開催されている合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）には、ほぼすべ

てのカウンターパート職員が参加しており、各WGの研究活動の進捗状況、活動計画、調査結果
が共有されている。水安全性マップや、活動を通じて収集された情報や知見等の成果品は、ネパ

ールの水分野にかかわるすべての関係機関にとって有用なものであるという認識があることか

ら、JCCでの情報共有は、プロジェクトの成果を将来的に活用するユーザーとの共通意識の醸成
及びフィードバックを得るための重要な機会となっている。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）WG間の連携体制 
WG 内のコミュニケーション及び日本側とネパール側のコミュニケーションは適切に行われて

いるが、各WGのメンバー間の連携体制には改善の余地がある。プロジェクトメンバーとしてリ
ストアップされたカウンターパート職員の一部は、これまでのプロジェクト活動に直接関与をし

ていない。プロジェクトの前半の活動がデータ収集や分析といった、各WG内で完結する研究活
動が中心であったことがその理由として挙げられる。 

  
（2）地震や物流問題による活動の遅れ 

すべてのWGは、2015年に発生した地震と国境付近で物流が停滞したことの影響により、活動
スケジュールの変更を余儀なくされた。こうした外部条件は、プロジェクトの実施において大き

な阻害要因となっている。具体的には、地震による混乱で日本人専門家の派遣を予定どおりに実

施することができず、ネパール側研究者も大学の授業スケジュール変更等により、十分な活動時

間の確保が困難であった。さらには、インド国境付近で物流が滞ったことにより現地調査のため

の車両の燃料確保や、スケジュールに沿った資機材調達も困難であり、多くのプロジェクト活動

が制限された。 
 

３－５ 結 論 

5 項目評価の観点では、プロジェクトの妥当性は高いと評価された。プロジェクト目標はネパー
ルの国家政策、開発ニーズ及び日本の援助政策と整合していることがその理由である。また、LCD
水処理システムの設置及び導入に関して、指標を達成するための詳細なプロセスが不明確であるた

め、プロジェクトの有効性は中程度と評価された。プロジェクトの効率性は、比較的高いと評価さ

れた。成果のほとんどは未達成ではあるものの、地震や物流停滞による厳しい状況の下で、効率的

なプロジェクト管理が行われている。プロジェクトのインパクトは、上位目標の設定がないためラ

ンクづけは行わなかったが、政策決定プロセスへの貢献可能性と学生の能力開発という二つの側面

で正のインパクトが期待される。プロジェクトの持続性は中程度と評価された。政策面、技術面で

の持続性においては、良好な見通しがあるものの、財政面、組織面の持続性において課題が残され
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ている。 
 
３－６ 提 言 

（1）プロジェクト協力期間の延長 
2015年に発生した地震や、国境付近で物流が停滞したことの影響により、水安全性マップの完

成は少なくとも半年遅れる見込みであり、LCD水処理システムの導入地域の決定、機材の運用と
評価、戦略策定を実施するためには、現プロジェクト期間では、半年ほど足りないと想定される。

したがって、プロジェクト協力期間を 6カ月間延長することを提言する。 
  
（2）水安全性マップの有効性と持続性の確保 

1）メインユーザーでもある KVWSMB 及び KUKL の関与強化やフィードバックにより、マップ
のアウトプットやユーザーインターフェースを改善する必要がある。 

2）水安全性マップの運用、更新に関するマニュアルを作成する必要がある。 
3）水安全性マップの継続的な更新を可能にするための体制を確立する。 
4）MWSS、KVWSMB、KUKLの政策・計画策定、JICAを含むドナー案件への調査結果やマップ
情報が早期活用されるべきである。  

 
（3）LCD水処理システムの完成に向けた今後の道筋の明確化 

1）各水処理技術の性能評価に要する時間を確保する必要がある。 
2）WG 1、2、3及び 5の調査結果に基づき、戦略への活用を見据えた LCD水処理システムの設
置場所、組み合わせ、規模を決定する必要がある。 

3）LCD水処理システムの設置費用及び維持管理費用を評価する必要がある。 
4）技術の選定、装置の設計、費用、運用に関するマニュアルを作成する必要がある。 
  

（4）LCD水処理システム導入戦略策定方針の明確化 
MWSS、KVWSMB、KUKL等の公的機関及び日本側と協力して、導入地域の抽出、運営主体、

費用負担、運営体制の明確化等の LCD水処理システム導入戦略の策定作業を進めるべきである。
また、LCD水処理システム導入とメラムチ計画との連携、補完についても考慮する必要がある。 
 

（5）日本側、ネパール側の共通認識醸成 
プロジェクトの最終的な達成地点と到達するためのプロセスを明確化し、日本側、ネパール側

の共通認識を醸成するとともに、WG 1、2、3及び 5からのアウトプットがWG 4のシステム開
発やWG 5の戦略策定に確実に反映されるよう、タスクフォースの設置を検討すべきである。 
 

（6）機材の運用維持管理体制の持続性の確保 
プロジェクト終了後には、IOE、IOM、KVWSMB等の関係機関に一部機材が引き渡され、継続

運用されることを踏まえ、運用維持管理技術の習得及び常勤研究者の積極的関与を検討すべきで

ある。Research Fundの活用の検討等、十分な維持管理予算を確保すべきである。  
 

（7）PDMの質的な指標の追加及び PDM、POの修正 
プロジェクトの到達地点を明確化し共有するために、水安全性マップ、LCD水処理システム、

人材能力強化に関する各成果の質についての指標を追加する必要がある。PDM 及びプラン・オ

ブ・オペレーション（Plan of Operation：PO）の修正は次回の JCC（2017年 6月開催予定）まで
に承認を受けることとする。    
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評価調査結果要約表（英文） 
1. Outline of the Project 
Country: Federal Democratic 
Republic of Nepal 

Project Title: The Project for Hydro-Microbiological Approach for Water 
Security in Kathmandu Valley, Nepal 

Issue Sector: Environmental 
Management 

Cooperation Scheme: Science and Technology Research Partnership for 
Sustainable Development (SATREPS) 

Division in Charge:  
Global Environment Department 

Total Cost: Approximately 300 Million Japanese Yen  

Period of Cooperation: 
(R/D): 1 May 2014 to 30 April 
2019 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Institute of Engineering, Tribhuvan University (IOE), Ministry of Water 
Supply and Sanitation (MWSS), Central Department of Geology, 
Tribhuvan University (CDG), Institute of Medicine, Tribhuvan University 
(IOM), Kathmandu Valley Water Supply Management Board 
(KVWSMB), Kathmandu Upatyaka Khanepani Limited (KUKL), Center 
of Research for Environment Energy and Water (CREEW), Small Earth 
Nepal (SEN), Asian Institute of Technology and Management (AITM), 
Department of Hydrology and Meteorology, Ministry of Population and 
Environment (DHM), Nepal Academy of Science and Technology 
(NAST) 
Implementing Organization:  
University of Yamanashi, Kyoto University, Kitasato University, Kobe 
City College of Nursing, The University of Tokyo, Nittetsu Mining 
Consultants Co., Ltd., Meiwa Industry 
Supporting Organization: None 

1-1 Background of the Project 
The Kathmandu Valley in which the capital of Nepal is located and which provides shelter to over 2.5 

million people, has reached a stage where its long-term water supply is not assured, basically due to rapid 
population growth and agricultural irrigation. Urbanization and industrialization have caused pollution of 
the water environment. Water supply systems have become inadequate to satisfy the needs of consumers or 
meet the environmental criteria for many years. Unreliable and inadequate water supply has become a 
common phenomenon. People are compelled to buy expensive jar/bottled water for drinking and/or drill 
private tube wells in their backyards to pump groundwater for other uses. In addition, high volume water 
consumers like housing complexes, hotels and industrial facilities have been increasingly exploiting 
groundwater simultaneously. High level of contamination of groundwater requires affordable treatment 
technologies for different scales to ensure safe water. However, water security risks in the Kathmandu 
Valley are not being effectively addressed by current responses from science, the government or enterprises 
mainly because of the lack of research that is based on science-based evidence. 

With the aim to enhance the management system on potable water resources in the above context of 
Nepal, the Project for Hydro-Microbiological Approach for Water Security in Kathmandu Valley, Nepal 
(hereinafter referred to as “the Project”) has been implemented since May 2014 for 5 years, following the 
signature of Record of Discussions (R/D) on 28 March 2014. The Project is under a scheme named 
“Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development” (SATREPS) supported by 
Japan International Cooperation Agency (JICA) and Japan Science and Technology Agency (JST). 

 
1-2 Project Overview 
(1) Project Purpose:  

Management system on potable water resources - shallow and deep groundwater, and surface and rain 
water - is enhanced. 

 
(2) Outputs 

Output 1 Potable water resources situation, including water demand, consumption and supply in 
Kathmandu Valley, is studied and future forecast is conducted. 

Output 2 Situation and sources of groundwater pollution is studied.  
Output 3 Microbiological situation of environmental water, such as groundwater, surface water, and rain 
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water, in the Kathmandu Valley is studied. 
Output 4 Appropriate locally-fitted, compact and distributed (LCD) water treatment system for 

groundwater and surface water in Kathmandu Valley is developed. 
Output 5 Social and economic evaluation of the LCD water treatment system installation in Kathmandu 

Valley is studied. 
 

(3) Input (As of the mid-term review) 
Japanese Side  
- Total budget: Approximately 300 million Japanese Yen 
- Japanese experts 

1 Long-term expert has been dispatched since August 2014.  
22 Short-term experts (less than 12 months) have been dispatched since September 2014. The fields of 
expertise are Water resources management, Water quality assessment, Microbial and public health 
assessment, Water treatment system development, Economic and social assessment (Totally 750 days, 
25.00 Man/Month).  

- Operational cost: 6,083,093 NPR (Approximately 6.3 million JPY) 1 
- Provided equipment: Machinery and equipment were provided and installed mainly at IOE, IOM and 

the pilot sites. The total amount of the procurement is 56,050,666 JPY.  
- Training in Japan: The total number of the counterpart personnel having participated in training in 

Japan is 20 (Long-term training:3, Short-term training:17). 
Nepalese Side 
- Counterparts: The Project Director, the Project Manager and 20 counterpart personnel have been 

assigned to the Project. 
- Land and facilities: Office space and necessary facilities for the Japanese experts have been provided. 

Rooms and space necessary for installation and storage of equipment have been provided. Places for 
installation of water treatment system (Jwagal UN Park, Chyasal, IOE campus / 3 places in total) have 
been provided.  

- Operational cost: KVWSMB has provided 1,000,000 NPR per year to support the Project activities. 
2. Evaluation Team 
Members  Designation Name Organization 
Japanese 
Side 

Team Leader Mr. Kazunao Shibata Director, Environmental Management Team 2, 
Environmental Management Group, 
Global Environment Department, JICA 

Cooperation 
Planning 

Mr. Yuma Eguchi Environmental Management Team 2, 
Environmental Management Group, 
Global Environment Department, JICA 

JST Chief 
Researcher 

Prof. Yoshifumi 
Yasuoka 

Research Supervisor, JST 
Prof. Emeritus, The University of Tokyo 

JST Investigator Mr. Mitsuharu Ota Deputy Manager, Department of International 
Affairs, JST 

Evaluation Analysis Mr. Teppei Okano Consultant, Icons Inc. 
Nepalese 
Side 

Team Leader Mr. Kedar Man 
Prajapati 

Project Manager, Department of Water Supply and 
Sewerage (DWSS), Ministry of Water Supply and 
Sanitation (MWSS) 

Team Member Dr. Jagat Shrestha Assistant Dean, Institute of Engineering (IOE) 
Tribhuvan University (TU) 

Period of 
evaluation 

15 November 2016～30 November 2016 Type of Evaluation:  
Mid-term Review 

3. Results of Evaluation 
3-1 Verification of Achievement 
(1) Progress of Activities 

The activities have been conducted according to Plan of Operation (PO). There were the challenges in the 
first half of the Project caused by the earthquake occurred in April 2015 and blockage of logistics near the 
Indian border triggered by protests against the new constitution promulgated in September 2015. Although 

                                                        
1  1 NPR = 1.0416 JPY (JICA rate on December 2016) 



xi 
 

there was no critical delay in activities thanks to the great efforts made by the Project members, several 
field surveys were forced to be canceled, postponed or scaled down. Owing to that, the overall 
implementation plan was required to be modified. Since most of the research results by WGs under the 
Project are linked to each other, the delay of the data collection affected the whole progress of the Project. 
It is expected that the Project can cope with the difficulties on the implementation schedule by accelerating 
the activities with close coordination among the Project stakeholders. 

 
(2) Level of the achievement of Outputs 
Output 1: Potable water resources situation, including water demand, consumption and supply in 
Kathmandu Valley, is studied and future forecast is conducted. 

Indicators of Output 1 are related to the elaboration of reports on the spatio-temporal distribution of water 
resources and the long-term variation trends, a water security map, and reports on alternative techniques to 
utilize water resources. Also, other indicators are set for the capacity development. Activities of Output 1 
have been generally going well and all the indicators are expected to be achieved at the end of the Project. 

As to the study on the distribution of water resources, the distribution of surface water amount over the 
past 10 years and the inter-annual variation were grasped. Also, the potential quantity of deep groundwater 
was estimated. Regarding the elaboration of the map, the target on usability and usefulness for potential 
users has not been clearly defined and it is difficult to evaluate the achievement level of the indicator. The 
research on alternative water sources is still ongoing and concrete results are expected to be obtained in 
future. The capacity of Nepalese researchers has been strengthened through the Project activities and 
training in Japan. However, since the definition of the indicator is not appropriately set to measure the 
degree of improvement of capacity and it is difficult to judge the achievement.  

 
Output 2: Situation and sources of groundwater pollution is studied. 

Indicators of Output 2 are related to the elaboration of a water security map of water quality and the 
capacity development of Nepalese researchers. The activities of Output 2 have been delayed and all the 
indicators of Output 2 have not yet been achieved at this time. Although the indicators are expected to be 
achieved at the end of the Project, it is difficult to measure the usefulness and quality of the water security 
map of water quality, and the achievement of its capacity development with the indicators set in the Project 
Design Matrix (PDM).  

The water security map of water quality is planned to be developed for both wet and dry seasons. 
Although the water security map for the dry season was already developed, the map for the wet season has 
not yet been elaborated. The capacity of Nepalese researchers has been strengthened through the Project 
activities and training in Japan.  

 
Output 3: Microbiological situation of environmental water, such as groundwater, surface water, and 
rain water, in the Kathmandu Valley is studied. 

Indicators of Output 3 are related to the elaboration of water security maps of waterborne infections and 
microorganisms, and capacity development of Nepalese researchers. The activities of Output 3 have been 
delayed and all the indicators of Output 3 have not yet been achieved at this time. Although the indicators 
are expected to be achieved at the end of the Project, it is difficult to measure the usefulness and quality of 
water security maps of waterborne infections and microorganisms and the achievement of its capacity 
development with the indicator set in the PDM.  

The surveys and analysis on the distribution of pathogenic microorganisms and indicator microorganisms 
are still in the process, and a water security map of waterborne infections is expected to be completed by 
the end of the 1st quarter of 2017. As to the map on the distribution of the beneficial microorganism, it 
takes time to analyse the enormous number of microbial gene data by next-generation sequence analysis. 
The map is planned to be developed by the end of March 2017. Regarding the capacity development, 3 
counterpart personnel participated in the short-term training in Japan in 2014 and 2 of them entered 
University of Yamanashi as doctoral scholarship students.  

 
Output 4: Appropriate locally-fitted, compact and distributed (LCD) water treatment system for 
groundwater and surface water in Kathmandu Valley is developed. 

Indicators of Output 4 are related to the development of the LCD water treatment system and the capacity 
development of Nepalese researchers. All the indicators of Output 4 have not yet been achieved and the 
detail of the process to achieve these indicators is unclear. The performance of the LCD water treatment 
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system and the achievement of its capacity development are difficult to be measured with the indicators set 
in the PDM. 

Three sites were selected for the installation of the water treatment system. Various types of systems were 
examined at the sites. Concrete results of the research activity will be generated in the next half of the 
Project. It is necessary to foster common recognition among stakeholders concerning the target 
performance and cost-effectiveness of the LCD water treatment system, and the process to achieve the 
target. Regarding the capacity development, 8 people participated in the short-term training in Japan and 29 
people participated in training at IOE.  

 
Output 5: Appropriate locally-fitted, compact and distributed (LCD) water treatment system for 
groundwater and surface water in Kathmandu Valley is developed. 

Indicators of Output 5 are the implementation of the social and economic evaluation for the LCD water 
treatment system and the capacity development of Nepalese researchers. All the indicators of Output 5 have 
not yet been achieved and the detail of the process to achieve these indicators is unclear. The 
socioeconomic effectiveness of the LCD water treatment system and the achievement of capacity 
development are difficult to be measured with the indicators set in the PDM.  

Socioeconomic surveys for 1,500 households have been conducted 3 times and the data from the surveys 
were used for the selection of installation sites for the LCD water treatment system. However, the survey 
will be continued and the results will be utilized for further improvement of the Project activities. 
Regarding the capacity development, 2 students have participated in long-term training in Japan from April 
2016. Also, the related knowledge and skills have been acquired by Nepalese counterparts through the 
trainings which were provided by Japanese researchers in Nepal. 

 
(3) Level of the achievement of Project Purpose 
Project Purpose: Management system on potable water resources - shallow and deep groundwater, 
and surface and rain water - is enhanced. 

Although the indicators of the Project Purpose have not yet been achieved, there is a high possibility to 
achieve Indicators 1 and 4, which are related to the elaboration of the water security map. On the other 
hand, the detail of the process to achieve Indicators 2 and 3, which are related to the LCD water treatment 
system, is not clear at this time.  

The development of the integrated water security map, which is set as Indicator 1, is about 6 months 
behind schedule. The first version of the map will be developed by the end of March 2017 and expected to 
be utilized by the governmental agencies and other potential users such as the development partners, NGOs 
and local authorities. Regarding Indicator 2, the strategy on introduction and installation of the LCD water 
treatment system will be discussed among stakeholders after the development of the integrated water 
security map and evaluation of the operation of the systems. The impact of Melamchi Water Supply Project 
will be assessed as well for the formulation of the strategy. For the operation of the LCD water treatment 
system, information concerning the operator, the management structure and the burden of expense, should 
be included in the strategy, though the details of the process to clarify this information are not clearly 
identified. The installation of the LCD water treatment systems in more than 5 locations, which is Indicator 
3, will be achieved by the summer of 2017. As to the activities related to Indicator 4, reassessment of the 
water security map will be implemented after developing the first version of the integrated water security 
map.  

 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance (High) 

The Project is intended to enhance the management system on potable water resource through the 
elaboration of the integrated water security map and the introduction of improved the LCD water treatment 
system in the Kathmandu Valley, Nepal. "Safe drinking water and sanitation service" has been set as the top 
priority in the national development strategy of the government of Nepal and the target in the strategy is to 
raise the percentages of people who have access to safe water to 96% and sanitation service to 90%. Also, 
MWSS is formulating the sector development plan for 2016 to 2030 and one of the priority areas in the 
plan is the improvement of basic coverage of water supply. Given the current population growth in the 
Kathmandu Valley, water demand and supply gap and deterioration of water quality are expected to become 
more critical, and the improvement of both aspects of water quality and quantity is an urgent issue. 
Melamchi Water Supply Project, which is an ongoing project led by the government of Nepal, is expected 
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to improve the condition of water supply. At the same time, the LCD water treatment system developed by 
the Project has been recognized as an important approach as a complement method for the water supply in 
the target area. Therefore, the contents and approach of the Project are highly consistent with the national 
policy and development needs of Nepal. The Project is also consistent with Japan's cooperation policy for 
Nepal which puts priority on the supports for the socioeconomic infrastructure improvement. 

 
 

(2) Effectiveness (Moderate) 
In terms of indicators of the Project Purpose, all indicators set in the PDM have not been achieved at the 

time of the Mid-term Review. Although there is a high possibility to achieve the indicators related to the 
elaboration of the water security map, the details on the process to achieve the indicators related to the 
installation and the dissemination of the LCD water treatment system are not clear. 

The development and reassessment of the integrated water security map, and the installation of improved 
LCD water treatment system are still on the way to be completed. The formulation of strategy on the 
installation of the LCD has not yet been completed as well. There is no indicator to measure the 
performance of the LCD water treatment system and the details of the process to formulate the strategy 
have not yet been clarified. It was confirmed that Nepalese researchers and Japanese experts recognize the 
importance to reach a consensus on the future application of the LCD system among stakeholders including 
governmental agencies to achieve the Project Purpose.  

 
(3) Efficiency (Relatively High) 

The quality and quantity of the Project inputs by both Japanese and Nepalese sides were adequate. The 
Project activities have been implemented by efficient project management and addressing the challenging 
situations caused by the earthquake and blockage of logistics. However, some activities have been delayed 
and most of the outputs have not achieved yet. Regarding the input from the Japanese side, equipment has 
been procured based on the necessity of each research subject and most of them are properly managed by 
the Nepalese side. However, some equipment provided to IOM required a brief instruction for handling and 
maintenance since IOM has a problem to utilize some equipment, because of lack of skill and knowledge 
for proper use and maintenance of the equipment. As to the Nepalese side, the involvement of stakeholders 
of the Project is limited in the first half of the Project, and there is room for improvement on the 
collaboration structures. 

 
(4) Impact (Positive) 

The Mid-term Review team does not rank the impact because the Project does not set the overall goal in 
the PDM of the Project. The Project’s impact is positive in the sense of the possibility of contribution to 
policy making process and capacity development of young researchers.  

The Project has conducted a wide range of research activities regarding water security and the results and 
findings of these researches can be utilized by the decision makers and development partners. For instance, 
the data sets generated by the Project will be compiled into an integrated water security map and it would 
be utilized in the policy-making process, such as the formulation of the master plan of water sector by 
KVWSMB. Also, the integrated water security map and the related data have the potential to be used as 
information for investment by various development partners. Thus, the utilization of these deliverables can 
create a positive impact in the water sector in Nepal. 

Another positive impact of the Project was identified in the sense of the capacity development. Since the 
Project emphasizes the human resource development not only for Nepalese researchers but also Japanese 
students, the active exchanges among universities have been carried out. The situation generates a positive 
impact of the Project to the water sector in Nepal, with which these researchers and students would be 
involved in the future. 

 
(5) Sustainability (Moderate) 

Political Aspect: The objective of the Project is highly consistent with the current national development 
plan and strategy of the government of Nepal. The expected deliverables by the Project, such as the water 
security map are recognized as the important information for decision-making process of government 
agencies. The issues of improvement of basic coverage of water supply in the Kathmandu Valley is featured 
in the periodic development strategy and the improvement of water supply is one of the priority issues in 
Nepal. The LCD water treatment system developed by the Project is appreciated by stakeholders as a 
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complement method for the water supply from Melamchi. In the view of that condition, it is assumed that 
the political support will continuously be secured in the post-project period. 

Technical Aspect: The Project focuses on capacity development of Nepalese researchers, especially young 
researchers in TU. Careful technology transfer and instruction have been carried out in Japan and Nepal, 
and these researchers acquired the skill and knowledge in a proper manner. Most of the trainees in Japan 
are master students and required to write a thesis related to the Project research. These theses will be 
accumulated in TU as the knowledge from the Project. Moreover, 10 permanent staff members from 
different agencies and institutions participated in training in Japan, and they will contribute to securing the 
sustainability from the technical aspect.  

Institutional Aspect: There is room for improvement on the academic/industry partnership and 
collaboration structure in the Project. Even though a number of key agencies and institutions in the water 
sector in Nepal have been involved in the Project as counterparts, the degree of participation of each agency 
and institution differs. Since most of the activities in the first half of the Project were academic research, 
and there was difficulty in collaborating with implementing agencies. It is necessary to establish the 
collaboration structure among stakeholders for the post-project period, to secure the sustainability from the 
institutional aspect. 

Financial Aspect: MWSS, KVWSMB and KUKL will continue investing their budget for the 
enhancement of water management research. When the results of the Project are proved as useful and fit to 
their primary purpose, the budget would be secured for continuous use and update of the results by these 
decision makers and implementation agencies. On the other hand, TU and other research institutions are 
required to make efforts for seeking funds to continue the research for enhancing the water management. 
Moreover, it is necessary to secure the budget for the operation and maintenance of various equipment 
provided by the Project. 

 
3-3 Contributing Factors 
(1) Good communication between Japanese experts and Nepalese researchers  

Japanese experts and Nepalese researchers have established a good relationship and that contributes to the 
smooth implementation of the Project activities and effective technical transfers. Under the good 
relationship among lead agencies such as IOE and University of Yamanashi, a number of students, both 
from Nepal and Japan are encouraged to participate in the collaborative research. These students 
accumulated knowledge and skills throughout the process of activities. Since a large number of experts, 
researchers and students have been involved in the Project, a project coordinator is assigned as a long-term 
expert and has contributed to the smooth implementation of the Project activities. 

 
(2) Information sharing at the Joint Coordinating Committee (JCC)  

The progress, activity plan and findings from the research activities are shared among the Project 
members at the JCC. Since the products of the Project, such as water security maps and data sets from field 
surveys are valuable for all stakeholders in the water sector, their involvement in the Project secures the 
opportunity for further collaboration in the future. 

 
3-4 Constraining Factors 
(1) Collaboration among stakeholders 

It was observed that there is room for improvement on collaboration among WGs. Although good 
communication among WG leaders and Japanese experts contributes to smooth operation of the research 
activities, some of the counterpart personnel are not directly involved in the research activities. This is 
because the main activities in the first half of the Project are data collection and analysis.  

 
(2) Delay of activities due to the earthquake and logistics problem 

All WGs were forced to modify the activity schedule and the plans due to the impact of earthquake and 
logistics problem in 2015. Specifically, the Japanese expert could not be dispatched as scheduled. Also, 
Nepalese researchers could not participate fully in the Project activities due to the modification of academic 
calendar. Moreover, it was difficult to secure fuel for field surveys and procure equipment and material for 
timely implementation of the activities in 2015. These situations constrained the timely implementation of 
the Project activities. 
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3-5 Conclusion 
From the perspective of the five evaluation criteria, the relevance of the Project is evaluated as High, 

since the Project objective is highly consistent with the national policy and development needs of Nepal as 
well as Japan’s aid policy. The effectiveness of the Project is deemed as Moderate, since the detailed 
process to achieve the indicators related to installation and introduction of the LCD water treatment system 
is not clear. The efficiency of the Project is evaluated as Relatively High. Although most of the outputs 
have not yet been achieved, the activities have been implemented by efficient project management under 
the challenging situation caused by the earthquake and blockage of logistics. The Project’s impact is 
positive in the sense of the possibility of contribution to policy making process and capacity development 
of the students. The sustainability of the Project is evaluated as Moderate, because some issues remain in 
the financial and institutional aspects in the middle of Project period. 

 
3-6 Recommendations 
(1) Extension of the Project period 

Due to the impact of the earthquake and logistics problem at border areas in 2015, the elaboration of the 
water security map will be delayed by 6 months. Accordingly, it is estimated that additional 6 months are 
needed to develop the LCD water treatment system and finalize the strategy document on its introduction 
and installation. Therefore, it is recommended to extend the Project period by 6 months. 

 
(2) Improvement of usefulness and sustainability of water security map 

While maintaining the excellent collaboration/coordination among related WGs, it is recommended that 
the Project members implement the following actions: 
1) Strengthen the involvement of KVWSMB and KUKL as main users of the map and receive feedback 

from these agencies, thereby improve outputs and user interface of the map; 
2) Elaborate manuals for utilization and update of the map;  
3) Establish a structure to enable continuous update of the map; and 
4) Share/publish the survey results for the map for policy making and/or planning of MWSS, KVWSMB, 

and KUKL, and for projects of development partners including JICA. 
 

(3) Clarification of the process toward the completion of development of the LCD water treatment 
system 

It is necessary for the Project members to clarify the necessary process for the LCD system development 
such as: 
1) Secure sufficient time for evaluating performance of each water treatment system; 
2) Select target areas, types, and scale of the LCD water treatment system, based on the survey results of 

WG1-3 and 5 and with a view to elaborating the strategy document; 
3) Evaluate costs for installation and operation/maintenance; and 
4) Elaborate manuals for the LCD system introduction, regarding the selection of technologies, the design 

of the system, cost evaluation and operation. 
 

(4) Clarification of the process to elaborate the strategy document on introduction and installation of 
the LCD water treatment systems 

With the leadership of MWSS and KVWSMB, it is necessary for the Project members to clarify the 
necessary process for elaborating and formalizing the strategy document, which would stipulate target 
areas, operators, the burden of expense, and structure for operation/maintenance, while considering the 
harmonious complementation with the Melamchi Water Supply Project. 

 
(5) Establishing common understanding among the Project members and WGs 

It is essential for all Project members, both Nepalese and Japanese sides and all WGs, to establish a 
common understanding on the issues mentioned above, in order to achieve the Project Purpose and 
Outputs. It is recommended to establish a task force on important issues such as strategy elaboration, to 
clarify the interactions between WGs, necessary tasks, roles of each member, and timeline. 

 
(6) Sustainable operation and maintenance of the equipment provided 

The equipment provided by JICA has been installed in several institutions, such as IOE, IOM, etc. It is 
necessary to make sure that the permanent staff members of those institutions acquire the technique for 
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operation and maintenance. It is also necessary for those institutions to secure sufficient budget for 
operation and maintenance. Given their difficult budgetary situation, it is suggested for governmental 
agencies to consider collaboration schemes with academic institutions, such as research funds. 

 
(7) Addition of indicators and modification of PDM and PO 

In order to share the concrete image of Outputs and measure their achievements, it is recommended to add 
indicators on the quality/performance of water security maps, the LCD water treatment system, and 
capacity development. It is necessary to modify PDM and PO based on the recommendations above, by the 
next JCC meeting which is planned in June 2017. 

 

 

  



 

 

第１章	 中間レビュー調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの背景と調査団派遣の経緯 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）は、国内に豊富な水資源を有しているが、

給水サービスの普及状況はいまだに低く、安全な水の供給が十分に行われていない。全国の上水道給

水普及率は極めて低い水準にとどまっており、多くの人が改善された水源へのアクセスがない状況に

あるとされている。また、比較的整備が進んでいる主要都市においても、既存の老朽化した配水施設

からの漏水や不適切な配水管敷設により、一部の地域を除き計画断水が常態化している。 
一方、ネパールの首都カトマンズを中心に広がるカトマンズ盆地においては、近年の急速な人口増

加に伴う水需要の増加に対応するための水供給体制の整備が喫緊の課題となっている。しかしながら、

既存の水供給システムの信頼性は依然として低く、供給可能な水量も不十分である。さらに、都市化・

工業化に伴う水質汚染も発生していることから、住民は生活水にはポンプで汲み上げた地下水を用い、

飲み水には高価なジャー・ボトル水を購入せざるを得ない状況にある。また、カトマンズ盆地では地

下水の汚染レベルが高いことから、安全な水を確保するためにはさまざまな規模において費用対効果

の高い水処理技術の適用が求められているが、科学的根拠に基づく研究が十分になされておらず、効

果的な対処がとられていない。 

以上の課題を踏まえて、本プロジェクトは、国際協力機構（JICA）と日本科学技術振興機構（JST）

が支援する「地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」の下、カトマンズ盆地

における複合的な水安全性評価と地域に最適な水処理技術の開発・整備を目的に実施されている。

2014年 3月 28日に政府間技術協力プロジェクト合意文書（R/D）が署名され、2014年 5月から 5年
間のプロジェクトとして開始された。今般、プロジェクト期間の中盤にあたり、これまでの進捗及び

今後の課題等を確認し後半の活動方針について関係者間で確認を行うための中間レビュー調査を実

施した。 

  

１－２ 中間レビュー調査の目的 

（1）これまで実施した協力活動について、投入の実績、活動の進捗状況、プロジェクト・デザイ
ン・マトリックス（PDM）で設定された指標に基づいた成果及びプロジェクト目標、上位目

標の達成度合いを確認する。 

（2）プロジェクトの設計、実施プロセス等において、プロジェクトの実施に貢献した要因、並び

に阻害した要因を分析する。 

（3）評価 5項目の観点から「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の評価を行う

とともに、プロジェクト関係者への提言を行う。 
（4）合同評価調査団により合同中間レビュー調査報告書を作成し、合同調整委員会（JCC）にて

承認を得る。 

  

１－３ 中間レビュー調査の実施方法 

本中間レビュー調査は 2015年 4月 3日に開催された第 2回 JCCで承認された、PDM Version 2.0

並びにプラン・オブ・オペレーション（PO）Version 2.0に基づき実施した。また、「新 JICA事業評

－1－



 

 

価ガイドライン」に則った評価設問を設定し、必要な情報とデータ、情報の収集方法について検討し

たうえで、評価グリッド（付属資料２参照）に沿った調査を行った。 

  
１－３－１	 5項目評価 

本中間レビュー調査における評価は表－1 に示す経済協力開発機構（Organization for Economic 

Cooperation and Development：OECD）/開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）

が定めた評価 5項目を用いて実施した。 

 

表－１ 評価 5 項目 

基	 準 説	 明 
妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

か等といった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 
有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う視点。 
インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む視点。 
持続性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みがあるか）を問う視点。 
出所：新 JICA事業評価ガイドライン、2010年 

 

１－３－２	 データ収集方法 

本中間レビュー調査においては、定量的、定性的なデータを収集し分析を行った。データの収集

手法は以下のとおり。 

- 文献・既存資料調査（専門家報告書、詳細計画策定調査報告書等） 
- 質問票調査（付属資料３参照） 

- インタビュー調査（付属資料４参照） 

- 視察調査  

 

１－４ 中間レビュー調査団の構成 

本中間レビュー調査は、日本、ネパール両国の合同評価調査として実施された。日本側評価団及び

ネパール側評価団の団員構成は下表のとおり。 

 

 （日本側） 
担当分野 氏	 名 所	 属 

総	 括 柴田	 和直 JICA地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二チーム	 課長 

協力企画 江口	 雄磨 JICA地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二チーム	  

評価分析 岡野	 鉄平 株式会社アイコンズ コンサルタント 

－2－



 

 

プロジェクト評価（JST） 安岡	 善文 JST研究主幹 
プロジェクト評価（JST） 太田	 三晴 JST国際科学技術部（SATREPSグループ） 

副調査役 
  

（ネパール 側） 
担当分野 氏	 名 所	 属 
団	 長 Mr. Kedar Man Prajapati 給水衛生省（MWSS）上下水道局（DWSS）プロジェク

トマネジャー 
団	 員 Dr. Jagat Shrestha トリブワン大学 工学部（IOE）学部長補佐 

  
１－５ 調査日程 

本中間レビュー調査は、2016 年 11 月 15 日から 11 月 30 日の期間で実施された。調査日程の詳細

は付属資料５に示すとおり。 

 

１－６ 主要面談者 

１－６－１	 ネパール側 
（1）給水衛生省（MWSS） 

Mr. Rajan Raj Pandey Joint Secretary / JCC議長 

Mr. Hari Prasad Timilsina Senior Divisional Engineer /ワーキンググループ（WG）5リーダー 

 

（2）トリブワン大学工学部（IOE） 

Dr. Tri Ratna Bajracharya Dean /プロジェクトディレクター 
Dr. Narendra Man Shakya Professor /プロジェクトマネジャー/ WG 1リーダー 

Mr. Iswal Man Amatya Director of Center for Pollution Studies / WG 4リーダー 

 

（3）トリブワン大学地質学部（CDG） 

Dr. Suresh Das Shrestha Professor / WG 2リーダー 

 
（4）トリブワン大学医学部（IOM） 

Dr. Jeevan B Sherchand Professor / WG 3リーダー 

 

（5）カトマンズ盆地水供給ボード（KVWSMB） 

Mr. Sanjeev B Rana Executive Director 

  
（6）カトマンズ盆地水道会社（KUKL） 

Mr. Tilak M Bhandari  Manager, Technical Department 

 

（7）環境エネルギー・水研究センター（CREEW） 

Dr. Rabin Malla  Executive Director 
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（8）スモールアースネパール（SEN） 

Mr. Arun P Bhattarai Program Coordinator 

Mr. Niranjan Bista Senior Program Officer 
 

１－６－２	 日本側 

（1）在ネパール日本国大使館 

小川	 正史 特命全権大使 

大山	 誠 一等書記官（経済協力班） 

 
（2）JICAネパール事務所 

佐久間	 潤 所	 長 

永見	 光三 次	 長 

田中	 幸夫 所	 員 

緒方	 隆二 水道政策アドバイザー 

 
（3）プロジェクト専門家 

風間	 ふたば 水処理開発研究/プロジェクトマネジャー/山梨大学 

石平	 博 水資源調査研究/ WG 1リーダー/山梨大学 

中村	 高志 水質評価/ WG 2リーダー/山梨大学 

西田	 継 水質調査研究/山梨大学 

原本	 英司 微生物評価/ WG 3リーダー/山梨大学 
遠山	 忠 水処理研究/ WG 4リーダー/山梨大学 

新藤	 順子 社会評価/ WG 5リーダー/山梨大学 

錦織	 明 業務調整 
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第２章	 プロジェクトの概要 
 
２－１ プロジェクトの設計 

プロジェクトは、カトマンズ盆地における水の安全性の確保に向けて、水質学、微生物学的な視点

から水安全性を評価し、最適な水処理技術のプロトタイプを開発することをめざしている。「飲料水

資源管理システムの強化」というプロジェクト目標の達成に向けては、水資源量の診断（成果 1）、

水質診断（成果 2）、微生物・公衆衛生診断（成果 3）、水処理導入シナリオと社会経済評価（成果

5）の結果を活用し、地域に適合する水処理技術を開発する（成果 4）という設計になっている。表
－２に示すプロジェクトフレームワークは PDM Version 2.0（付属資料１、Annex 1参照）に基づく。 

 

表－２ プロジェクトフレームワーク 

プロジェクト期間 2014年 5月から 2019年 4月（5年間） 

ターゲットエリア ネパール カトマンズ盆地 

ターゲットグループ � トリブワン大学を含むネパールの関連機関の研究者及び学生 
� カトマンズ盆地水供給ボード（KVWSMB）を含むカトマンズ盆地の飲
料水資源管理に関する関係団体 

� カトマンズ盆地の住民（約 270万人） 

プロジェクト目標 （関係省庁、研究機関、NGO 等による）カトマンズ盆地における上水
資源（浅層・深層地下水、表流水、雨水）の管理体制が強化される。 

成	 果 成果 1 水需要、消費量や供給量を含む、カトマンズ盆地の上水資源の現状を調

査し、将来予測が行われる。 

成果 2 地下水汚染の状況と発生源が調査される。 

成果 3 カトマンズ盆地における地下水、表流水や雨水などの環境水中の微生物

学的状況が調査される。 

成果 4 カトマンズ盆地における地下水や表流水処理のための、現地適応・小

型・分散型（Locally-fitted, compact and distributed : LCD）水処理システ
ムが開発される。 

成果 5 カトマンズ盆地に導入された LCD 水処理システムの社会的及び経済的
評価がなされる。 

出所：PDM Version 2.0 英文版を中間レビュー調査団員が和文に翻訳 

 

２－２ プロジェクトの実施体制 

2014年 3月 28日に署名された R/Dにおける、プロジェクトの実施体制は以下のとおり。 

 
２－２－１	 トリブワン大学工学部（IOE） 

IOE学長がプロジェクトディレクターとして、プロジェクトの全般的な管理を行う。また、プロ

ジェクトマネジャーは IOE の水資源工学プログラムのコーディネーターが務め、プロジェクトの

管理面、技術面での責任を負う。  
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２－２－２	 JICA専門家 

日本人専門家はプロジェクトの実施において、カウンターパート機関に対する技術的な指導、助

言、提言等を行う。 
  

２－２－３	 合同調整委員会 

組織間調整を促進するために JCC が設立された。MWSS の次官補を議長として、プロジェクト

の全体的な進捗状況を監理する。JCCは、少なくとも年に 1度開催され、また、必要に応じて随時

開催される。 

 
２－２－４	 ワーキンググループ 

ワーキンググループ（WG）は、PDM の五つの成果に従って編成される。WG のリーダーは各

WGのタスク調整を担当する。各WGのリーダーと対応する成果は表－３のとおり。 

  

表－３ 各成果に対応する WG と WG リーダー 

成	 果 WG 
WGリーダー 

日本側（氏名/所属） ネパール側（氏名/所属） 

成果 1：水資源診断 WG 1  石平 博/山梨大学 Dr. Narendra Man Shakya / IOE 

成果 2：水質診断 WG 2  中村 高志/山梨大学  Dr. Suresh Das Shrestha / CDG  

成果 3：微生物・公衆
衛生診断 

WG 3 原本 英司/山梨大学 Dr. Jeevan B. Sherchand / IOM 

成果 4：水処理技術の
開発 

WG 4 遠山 忠/山梨大学 Mr. Iswal Man Amatya / IOE 

成果 5：水処理導入シ
ナリオと社会経済評価 

WG 5  新藤順子/山梨大学 Mr. Hari Prasad Timilsina / MWSS 
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第３章	 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 投 入 

３－１－１	 日本側投入 

PDM Version 2.0における計画と日本側投入実績を下表に示す。 

計	 画 実績（2016年 9月末現在） 
1）専門家派遣 
・長期専門家 
・短期専門家 

� 2014年 9月より、22名の短期専門家が合計 111回（2016年 9月末時点で合計 750日、
25.00 人/月）派遣された。専門家の担当分野は、水処理開発研究、水資源調査研究、
水質評価、水質調査研究、微生物評価、水処理研究、社会評価等である。 

� 2014年 8月より 1名の長期専門家（業務調整）が派遣されている。 
2）現地活動費 � プロジェクト活動費（研究活動費、旅費、会議費等）として合計 608 万 3,093 ネパー

ルルピー（NPR、約 633万円）1が支出された。 
2014年度 2015年度 2016年度 合	 計 

1,676,318.00 3,053,800.00 1,352,975.00 6,083,093.00 
� その他、2014年度及び 2015年度に IOE研究室の改装費用として、225万 7,467.67NPR
（約 235万円）が支出された。 

3）研修・研修員受入
れ 

� 2016年 11月末時点で、20名のネパール側研究者が本邦研修に参加した。 
研修コース 2014 2015 2016 

長期研修 0 名 0 名 3 名 
短期研修 9 名 1 名 7 名 

 

4）資機材供与 � 計画どおりに資機材の調達が行われた。調達費用の合計は約 5,381万 2,083NPR （5,605
万 666 円）である。調達された資機材（顕微鏡、緊急電源装置、遠心分離機、チャン
バー等）は、主に IOM、IOE、パイロットサイトに設置されている。 

  
３－１－２	 ネパール側投入 

PDM Version 2.0における計画とネパール側投入実績を下表に示す。 

計	 画 実績（2016年 11月末現在） 
1）カウンターパート
の人材配置 

� 2016年 11月末時点で 1名のプロジェクトディレクター、1名のプロジェクトマネジャ
ーに加え、合計 20名のカウンターパート職員が配置されている。 

WG 合計 内	 訳 
WG 1 4 名 IOE：2名、人口・環境省水文気象局（DHM）：1名、アジア工科経営

大学（AITM）：1名 
WG 2 4 名 CDG：1名、ネパール科学技術アカデミー（NAST）：1名、KUKL：1

名、AITM：1名 
WG 3 2 名 IOM：2名 
WG 4 6 名 IOE：2名、CREEW：1名、KVWSMB：1名、KUKL：2名 
WG 5 4 名 MWSS：1名、SEN：1名、NAST：1名、KVWSMB：1名 

 

2）施設・土地手配 � 専門家の執務スペース、研究施設、資機材の設置保管場所、並びに水処理装置設置用
の土地（Jwagal UN Park、Chyasal、IOEキャンパス/合計 3カ所）が提供されている。 

3）ローカルコスト 
参加研究者の研

究に係る諸費用

（研究予算、旅

費、交通費、日

当等） 

� 2014年から 2016年の期間、MWSS傘下の KVWSMBから年間 100万 NPR（約 104万
円）の研究補助金が配賦されている。この予算配賦は、プロジェクト終了時まで継続

されることが確認された。 
� カウンターパート職員の給与、日当、供与資機材の運営維持管理費はネパール側が負
担している。 

  

                                                        
1 1ネパールルピー NPR＝1.041600円（JICA統制レート、2016年 12月） 
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３－２ 活動の進捗状況 

2015年 4月に発生したゴルカ地震及び 2015年 9月に公布された新憲法への抗議活動によりインド

国境付近での物流が停滞したことの影響を受け、プロジェクトの前半は計画に沿った活動の実施が困

難であった。プロジェクト関係者の尽力により、プロジェクトの進捗に致命的な遅れは生じていない

ものの、水試料採取と社会経済評価に関する調査活動は延期、縮小、もしくは中止され、全体の活動

計画の見直しを余儀なくされた。各 WG の研究結果は他の WG の活動と相互に連携するものである

ため、個別の調査の遅れがプロジェクト全体の進捗に影響を与えることになった。プロジェクトの後

半に向けては、プロジェクト関係者との円滑な連携を通じた活動の推進により、進捗の遅れはある程

度まで改善する見込みである。 
  

３－２－１	 成果 1の活動進捗 

WG 1の活動は計画どおりに実施されている。WG 1の活動の目標は、①水資源の時空間分布と

長期変動傾向の研究、②飲料水資源の水安全性マップの作成、③水資源活用のための代替技術の開

発可能性の明確化である。同時に、データの収集、整理、分析等の一連の研究手法をカウンターパ

ートに移転し、継続的な研究実施の仕組みの構築をめざしている。プロジェクトの初期段階では、

ネパールの研究者や山梨大学によって蓄積された過去の研究データを整理するとともに、今後の研

究に必要となるデータの不足分について確認作業を行った。また、気象データや水文データ等の水

資源評価に必要な各種データを収集し、観測地点数、観測地点の情報、観測期間等の基本情報を整

理した。これらの準備段階を経たあとに、水収支解析を実施するとともに、降水量、流量等の長期

変化傾向について検討を行った。さらに、上記のデータや解析結果に基づき、①水需要、②水供給

量、③カトマンズ盆地で潜在的に利用可能な水量の分布を推定した。 
プロジェクトの後半においては、需要、供給及び利用可能な水量のバランスを考慮し、水資源に

関する水安全性マップを作成する予定である。また、都市部における給水を確保するための代替水

源の開発の可能性に関する研究も実施される予定である。 

  

３－２－２	 成果 2の活動進捗 

地震や国境付近での物流の停滞により燃料の確保が困難であったことが原因で、2015 年に計画
されていた雨期の広域調査が翌年度に延期され、活動の進捗に遅れが生じている。 

WG 2は、水質、汚染物質、リスクに関するデータを収集し、水安全性マップを作成することを

目標として実施されている。カトマンズ盆地の地下水、河川水、湧水、公共水、浅井戸、深井戸と

いった幅広い水源を対象に、水試料の採取を行い、水質分析を行うことで汚染状況を明らかにした。

こうした現地調査によって収集されたデータは、浅層地下水の量を推定するための実測情報として

WG 1 と共有され、さらに研究を通じて得られた水質や、汚染源、汚染プロセスに関する情報は
WG 4が実施する現地適応・小型・分散型（LCD）水処理システムの設計にも活用される予定であ

る。WG 2の広域調査を通じて収集された水試料の数は表－４のとおりである。 
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表－４ 収集した水試料の数（WG 2） 

 浅井戸 深井戸 湧	 水 公共水場 河	 川 
2014年 雨期 38 2 5 2 2 
2016年 乾期 122 26 12 10 1 
2016年 雨期 106 28 19 14 14 
出所：プロジェクト実施報告書、2016年 

  

また、WG 2は窒素汚染源と地下水中の窒素動態過程を把握するため、硝酸態窒素・酸素安定同

位体比とアンモニア態窒素同位体比を分析した。カトマンズ盆地の広域で採取された多くの試料を

従来の分析方法で分析することは極めて困難であったため、迅速にアンモニア態窒素同位体を分析

するための前処理方法が確立された。なお、これらの研究により把握された水質、汚染物質、リス

クに関するデータと知見は、水質に関する水安全性マップの作成に用いられる。 

  
３－２－３	 成果 3の活動進捗 

地震や国境付近での物流の停滞により燃料の確保が困難であったため、WG 3の活動進捗につい

ても遅れがみられる。具体的な影響としては、実験施設の調達が遅れ、2015 年の雨期の広域調査

が延期されたことが挙げられる。 
WG 3は、カトマンズ盆地の水環境中の微生物の汚染実態を可視化し、水系感染リスクに関する

水安全性マップの作成を目的に実施されている。この目的のために、雨期と乾期におけるカトマン

ズ盆地の地下水、湧水、公共水、河川水から試料を採取し、病原性微生物と指標微生物の測定を行

った。WG 3による広域調査で収集された試料の数は、表－５のとおりである 。 

 

表－５ 水試料数（WG 3） 

 浅堀井戸 浅井戸 深井戸 湧	 水 公共水場 河	 川 
2014年 雨期 33 1 5 5 3 2 
2015年 雨期 33 7 5 8 4 2 
2016年 乾期 93 22 26 10 12 1 
2016年 雨期 84 21 28 14 13 11 
出所：プロジェクト実施報告書、2016年 

  

そのほかに、水質浄化プラント、水タンカー、商業ボトル水から採取した水試料も微生物の測定

に用いた。さらに、下水及び動物便から水試料を採取し、糞便汚染源となる試料中の微生物の汚染

実態の分析も行われている。これらのデータを利用することで、カトマンズ盆地の微生物汚染の全

体像が把握され、その発生源を明らかにする新しい手法が確立された。病原性微生物による水系感

染の危険性に関する水安全性マップは作成中であるが、WG 1が作成する飲料水資源の水安全性マ

ップ、WG 2が作成する水質に関する水安全性マップと情報を統合し、2017年 3月末までに統合水

安全性マップの第 1版が完成される見込みである。 

 
３－２－４	 成果 4の活動進捗 

水安全性マップの作成が地震や物流停滞の影響で遅れ、LCD 水処理システムの導入が適時に行

えなかったため、WG 4の活動進捗も遅れが生じている。WG 4の目標は、他のWGの研究成果に

基づいて、対象地域の状況に適合した LCD水処理システムのプロトタイプを開発することである。
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カトマンズ盆地内のプロジェクトサイト及び日本国内に 4種類の水処理システムが設置され、試験

運用を通じて処理性能に関する諸要因が研究された。初年度は、①ドロッピング硝化・複合型脱窒

生物処理装置、②スポンジ傾斜水処理装置、③人工湿地装置の実験室規模の試験運転を日本国内で

行った。この試験結果を踏まえ、2014年、2015年にカトマンズ盆地内の 3地点（Jwagal UN Park、

Chyasal、IOE キャンパス）において、上述の三つのシステムと④砂ろ過装置を設置した。ネパー

ル国内においては、これらの各水処理装置を改良することで、システムのスケールアップに取り組

んでいる。また、水処理システムの性能及び機能を改善するために、複数の基盤水処理装置を組み

合わせ、高機能化に向けた研究が継続的に実施されている。なお、2016年 12月までに新たに 2地

点のパイロットサイトが三つの候補地から選定され、対象地域に対して適切な処置が検討、決定さ

れる。新たなパイロットサイトへの水処理設備の導入については 2017年の夏までに完了する予定

である。  

 

３－２－５	 成果 5の活動進捗 

WG 5は、LCD水処理システムの導入及び設置のための社会的及び経済的評価を実施することを

目的として活動を行っている。フィールド調査を通じて得られたデータの分析により LCD水処理
システムの設置の効果やメラムチ給水計画2の影響等の状況が把握される。プロジェクトの前半で

は、KUKLをはじめとした関係機関から提供された 2次データに基づき、既存の水処理システムの

課題の特定を行った。また、カトマンズ盆地の水利用状況を把握するために 1,500世帯（50地区、

30 世帯）を対象としたアンケート調査が実施されている。乾期調査として実施した第 1 回調査は

2015 年 2 月に開始されたが、地震の影響により 1,139 世帯が終了した時点で中止され、2015 年 8

月から予定されていた雨期調査としての第 2回調査は 2015年 12月に延期されたうえ、乾期調査と
して実施された。一方、各世帯における地震の影響を把握するために、2016 年 8 月からは雨期調

査としての第 3 回調査が追加実施された。さらには、LCD 水処理システム導入の有効性を定量的

に評価するために、プロジェクトの独自の質問票と世界保健機関（World Health Organization：WHO）

によって開発され生活の質に関する調査手法を用いた「Before-After Study」をベースにした質問票

調査も実施されている。さらには、LCD 水処理システムの導入と設置に関する戦略を策定するた

めに、地区で既存の水供給システムに関する調査を開始した。 
 

３－３ 成果の達成状況 

３－３－１	 成果 1の達成状況 

成果 1：水需要、消費量や供給量を含む、カトマンズ盆地の上水資源の現状を調査し、将来予測が
行われる。 
  
成果 1の活動はおおむね順調に進んでおり、プロジェクト終了時にはすべての指標が達成される

ことが見込まれる。ただし、PDM には質的な達成を測る指標が設定されていないため、上水資源

                                                        
2 メラムチ給水計画（Melamchi Water Supply Project）は、カトマンズ盆地外北東に位置するメラムチ川から新たに取水し、カトマン
ズ市内に送水するプロジェクトである。日本の有償資金協力（浄水場・アクセス道路の建設資金の供与）を含む、複数の開発パ

ートナーの支援により実施されている。2007 年に完了する予定であった第 1 期のトンネル工事はいまだ施工中であるが、MWSS
によれば 2017年 8月ごろまでに完了する見込みとのことである。ただし、カトマンズ盆地の水需要は人口増加に伴い拡大してお
り、第 1期の計画が完了しても、水給水量の不足が懸念されている。 
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の水安全性マップの有用性と質、能力開発の達成度を PDMの指標を用いて測定することは困難で

ある。 

指	 標 成	 	 果 
1-1.  
水資源空間分布と長期変動

傾向に関する報告書が作成

される。 

指標 1-1は達成された。 
� データ解析とモデル計算に基づき、過去 10年にわたる表流水量の分布、年々
変動が把握された。また、表流水地下水結合モデル（Groundwater and Surface 
Water Flow Model：GSFLOW）を用いたシナリオ解析に基づき、深層地下水汲
み上げ可能量の推計が行われた。 

1-2.  
上水資源に関する水安全性

マップが作成される。 

指標 1-2はまだ達成されていない。上水資源に関する水安全性マップは作成中で
あり、統合水安全性マップの第 1版は 2017年 3月末までに完成する予定である。 
� 1-1の成果を基に、水資源量の分布と給水区別水需要バランスの計算結果を、
地理情報システム（Geographic Information System：GIS）を用いてマップ化し
た。 

1-3.  
代替水資源の開発の可能性

に関する報告書が作成され

る。 

指標 1-3はまだ達成されていない。代替水源の開発に関する活動は中間レビュー
時に開始したばかりである。 
� 2018 年には水資源利用の代替方法の検討が予定されているが、屋根雨水の利
用可能性の検討や浅層地下水の涵養に関するデータ収集と議論が開始されて

いる。 
1-4.  
プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

指標 1-4の達成度を測定することは困難であるが、プロジェクトはネパール側研
究者の能力開発に注力しており、その進捗は良好である。 
� 本邦研修については短期研修に延べ 4名（2014年：1名、2015年：1名、2016
年：2 名）が参加した。このうち 2 名が、国費/私費留学にて山梨大学の博士
課程に在籍している。 

� 本邦研修（短期研修、長期研修）の参加者及びプロジェクト予算外ではある
が、プロジェクト関連の研究で山梨大学に在籍するネパール人留学生の人数

は以下のとおり。 
短期研修 長期研修 国費/私費留学 

4名 0名 2名 
� 水資源量解析に関するデータ解析・モデリングに関する基盤技術の共有と情
報交換の体制を構築した。表流水モデリングを日本側が主に行い、結合モデ

ルを含む地下水モデリングについてはネパール側が主導する形で研究を進め

ている。 
1-5.  
4 編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、8 回の学会発
表が実施される。 

指標 1-5はまだ達成されていない。指標を達成するためには、さらに 1編の査読
付き論文と 3回の学会発表を実施する必要がある。 
� 3編の査読付き論文が発表された。 
� 5回の学会発表が実施された。 

 

指標 1-1 については、過去 10 年間の地表水量分布と年間変動を把握するとともに、地下水の潜

在的な量を推定した。指標 1-2については、水資源統合マップの作成が進んでいるものの、潜在的
なユーザーの使いやすさや有用性の目標が明確に定義されておらず、PDM に設定された指標を用

いて達成度を評価することは困難である。また、指標 1-3に関連する代替水源に関する研究は現在

進行中であり、プロジェクトの後半では具体的な成果の産出が期待される。指標 1-4はネパール側

研究者の能力開発に関する指標であり、能力開発の目標は「水資源量に関する水安全性評価の基礎

を確立すること」である。本邦研修とプロジェクト活動を通じた技術移転が進められているが、指

標の定義は能力向上の程度を測るものとして適切に設定されておらず、達成度を判断することが難

しい。指標 1-5 は、日本及びネパール側研究者との共同研究により達成されることが見込まれる。

なお、地下水流動モデルを用いた流域水資源分析に関する研究では、地下水の汲み上げ可能量の分

布が明らかにされ、これらの研究結果はプロジェクトの重要な成果の一つと考えられる。  
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３－３－２	 成果 2の達成状況 

成果 2：地下水汚染の状況と発生源が調査される。 
  
成果 2の活動には遅れがあり、指標は未達成である。すべての指標はプロジェクト終了時までに

達成されることが見込まれるが、PDM には質的な達成を測る指標が設定されていないため、水質

に関する水安全性マップの有用性と質、並びに能力開発の達成度については、PDM の指標を用い

て測定することは困難である。 

指	 標 成	 	 果 
2-1.  
水質に関する水安全性マッ

プが作成される。 

指標 2-1 はまだ達成されていない。水質に関する水安全性マップは作成中であ
り、統合水安全性マップの第 1版は 2017年 3月末までに完了予定である。 
� 乾期マップについては、すべての水質と同位体の分析とマッピングが完了し
ている。 

� 雨期のマップ作成のスケジュールは、地震や物流停滞による研究車両の燃料
不足によって 1 年間延期された。現時点では、水質に関する分析とマップ化
が完了しており、同位体の分析が進行中である。  

2-2.  
プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

指標 2-2の達成度を測定することは困難であるが、プロジェクトはネパール側研
究者の能力開発に注力しており、その進捗は良好である。 
� 本邦研修については、短期研修に 2 名（2014 年：1 名、2016 年：1 名）と長
期研修に 1 名（2015 年：1 名）が参加し、水質・同位体分析やデータ解析の
技術移転が行われた。本邦研修（短期研修、長期研修）の参加者数は以下の

とおり。 
短期研修 長期研修 

2名 1名 
� ネパール国内での能力開発については、合計 74 名の学生（2014 年：24 名、

2015年：50名）が雨期の広域調査に参加し、現地調査における実践的な技術
を習得した。 

� 2016 年度の雨期の広域調査においては、カウンターパートが主導で調査井戸
の選定、調査計画と現地調査の一連の作業を実施し、広域調査を実施した。 

2-3.  
3 編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、10回の学会発
表が実施される。 

指標 2-3はまだ達成されていない。指標を達成するためには、さらに 2編の査読
付き論文と 4回の学会発表を実施する必要がある。 
� 1編の査読付き論文が発表された。 
� 6回の学会発表が実施された。 

 

指標 2-1については、水質の水安全性マップが雨期と乾期の両方について開発される予定である。

乾期の水安全性マップは既に開発されているものの、雨期の水安全性マップについては、まだ作成

が完了していない。指標 2-2はネパール側研究者の能力開発に関する指標であり、能力開発の目標

は「水質に関する水の安全性評価の基礎を確立する」ことである。本邦研修とプロジェクト活動を

通じ技術移転が進められているが、指標の定義は能力向上の程度を測るものとして適切に設定され

ておらず、達成度を判断することが難しい。指標 2-3は、日本及びネパール側研究者との共同研究

により達成されることが見込まれる。なお、WG 2の研究における特筆すべき成果としては、同位

体分析による水の汚染プロセスの把握が挙げられる。これまで、浅井戸の水に含まれるアンモニア

は下水の漏出に起因すると考えられていたが、WG 2によるアンモニア態窒素同位体の観測により、

多くの地質起源のアンモニアが含まれていることが明らかにされた。 
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３－３－３	 成果 3の達成状況 

成果 3：カトマンズ盆地における地下水、表流水や雨水などの環境水中の微生物学的状況が調査さ
れる。 
 
成果 3 の活動には遅れがあり、PDM に設定された指標は未達成であるが、すべての指標はプロ

ジェクト終了時までに達成されることが見込まれる。ただし、PDM には質的な達成を測る指標が

設定されていないため、水系感染症、微生物の分布に関する水安全性マップの有用性と質及び能力

開発の達成度を PDMの指標を用いて測定することは困難である。 

指	 標 成	 果 
3-1.  
水系感染症に関する水安全

性マップが作成される。 

指標 3-1 はまだ達成されていない。水系感染症に関する水安全性マップの第 1
版は、2017年 3月末までに完成する見込みである。 
� 水系感染症に関する水安全性マップの前段となる、指標微生物と病原微生物
の分布に関する水安全性マップの作成を進めており、指標微生物については

マップ化が完了した。 
� 病原微生物については、マップ作成のための微生物測定作業を進めており、

2017年 3月末までに完了する見込みである。 
3-2.  
浄化微生物の分布に関する

マップが作成される。 

指標 3-2はまだ達成されていない。微生物の分布に関する水安全性マップの第 1
版は、2017年 3月末までに作成される見込みである。 
� 微生物の分布に関する水安全性マップについては、次世代シーケンス解析に
よる微生物遺伝子のデータ量が膨大なために分析に時間を要している。ただ

し、データ整理は順調に進んでおり、2017 年 3 月末までに完了する見込みで
ある。 

3-3.  
プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

指標 3-3の達成度を測定することは困難であるが、プロジェクトはネパール側研
究者の能力開発に注力しており、順調に進捗している。 
� 本邦研修については、2014年 10月に 3名が参加し、このうち 2名が 2015年

10 月と 2016 年 10 月に国費留学生として山梨大学に入学し、最新の測定技術
や知識を学んでいる。 

� 本邦研修（短期研修、長期研修）の参加者及びプロジェクト予算外ではある
が、プロジェクト関連の研究で山梨大学に在籍するネパール人留学生の人数

は以下のとおり。 
短期研修 長期研修 国費/私費留学 

3名 0名 2名 
� 現地調査時に IOMのカウンターパートに微生物測定方法の指導を行い、徐々
にネパール側研究者が主体的に活動するようになっている。 

3-4.  
3 編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、5 回の学会発
表が実施される。 

指標 3-4はまだ達成されていない。指標を達成するためには、さらに 1編の査読
付き論文と 1回の学会発表を実施する必要がある。 
� 2編の査読付き論文が発表された。 
� 4回の学会発表が実施された。 

 

指標 3-1については、病原性微生物と指標微生物の分布に関する調査・分析が進行中であり、水
系感染症に関する水安全性マップの作成は 2017年 3月末までに完了する見込みである。また、微

生物の分布に関する水安全性マップの策定に関する指標 3-2については、次世代シーケンス解析に

よる微生物遺伝子のデータ量が膨大なため、データの整理に時間を要しているものの、2016 年度

中には作業が完了し、マップが作成される予定となっている。指標 3-3はネパール側研究者の能力

開発に関する指標であり、能力開発の目標は「病原微生物による水感染に対する水安全性評価の基

礎を確立する」ことである。この目標を達成するために、2014年 10月に本邦短期研修に 3名の職
員が参加し、うち 2名が、2015年 10月と 2016年 10月に博士課程の学生として山梨大学に入学し

た。指標 3-4は、日本及びネパール側研究者との共同研究により達成されることが見込まれる。な
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お、カトマンズ盆地の地下水が動物の糞便による汚染を受けていることや、多種類の病原細菌遺伝

子が水試料中に存在していることは、プロジェクトの研究によって初めて明らかにされた事象であ

り、WG 3の特筆すべき成果と考えられる。 
 

３－３－４	 成果 4の達成状況 

成果 4：カトマンズ盆地における地下水や表流水処理のための、現地適応・小型・分散型（LCD）
水処理システムが開発される。 

 

中間レビュー時点では、成果 4の指標を達成するためのプロセスの詳細が明確にされていない。
また、PDMには質的な達成を測る指標が設定されていないため、LCD水処理システムの性能と能

力開発の達成状況を PDMの指標を用いて測定することは困難である。 

指	 標 成	 	 果 
4-1.  
現地の事情に即した省資源

型上水処理システムの試作

品が開発される。 

指標 4-1はまだ達成されていない。LCD水処理システムは 3カ所に設置され、
性能改善のための研究を継続している。なお、2016年中に新たに 2カ所の設置
場所が選定される見込みである。 
� 水処理システムの設置のために三つの場所が選択された。プロトタイプの水
処理システムが導入されている。 

（1）Jwagal UN park：①小型曝気装置（鉄除去）、②スポンジ傾斜水処理装置（鉄、
懸濁物質除去）、③ドロッピング硝化装置（アンモニア態窒素除去）、④水

素酸化脱窒装置（硝酸態窒素除去）、⑤人工湿地装置（窒素除去）、⑥アナ

モックス装置 
（2）Chyasal：①ドロッピング硝化装置（アンモニア態窒素除去） 
（3）IOE キャンパス：①小型曝気装置（鉄除去）、②砂ろ過装置（懸濁物質除
去） 

4-2.  
プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

指標 4-2 の達成度を測定することは困難であるが、プロジェクトはネパール側
研究者の能力開発に注力しており、その進捗は良好である。 
� 本邦研修については、延べ 8名（2015年：4名、2016年：4名）が参加した。 

短期研修 長期研修 
8名 0名 

� ネパール国内での能力開発については、IOEで短期研修を実施し、29名（2015
年 8月：18名、2015年 11月：11名）が参加した。研修に際しては、水質分
析テキストを作成して参加者に配布した。 

4-3.  
5 編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、20回の学会発
表が実施される。 

指標 4-3 はまだ達成されていない。指標を達成するためには、さらに 1 編の査
読付き論文を発表する必要がある。 
� 4編の査読付き論文が発表された。 
� 23回の学会発表が実施された。 

 

指標 4-1 については、LCD 水処理システムの設置場所として 3 地点を選定し、各種システムの

性能改善について研究を継続している。研究活動の具体的な成果は、プロジェクト期間の後半で明

確になる見込みであるが、現地の事情に即した水処理システムの開発において、どのような性能で

どのような費用対効果のある試作品を開発するのか、その目標と達成に向けたプロセスについて関

係者間の共通認識を醸成する必要がある。指標 4-2はネパール側研究者の能力開発に関する指標で

あり、能力開発の目標は「LCD 水処理システムの設計、評価、改善能力の基礎を確立する」こと

である。本邦研修には 8名が参加し、ネパール国内で実施された IOEにおける研修には 29名が参

加した。なお、ネパール国内の研修には、プロジェクトが作成した水質分析テキストが配布された。

指標 4-3は、日本人専門家とネパール側研究者との共同研究によって達成されることが見込まれる。  
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３－３－５	 成果 5の達成状況 

成果 5：カトマンズ盆地に導入された LCD水処理システムの社会的及び経済的評価がなされる。 
 
成果 5の指標を達成するためのプロセスの詳細は、中間レビュー時点で明確にされていない。ま

た、PDMには質的な達成を測る指標が設定されていないため、LCD水処理システムの社会経済的

な有効性評価と能力開発の達成状況を PDMの指標を用いて測定することは困難である。 

指	 標 成	 	 果 
5-1.  
水処理システムの社会実装

と普及に向けた、経済的及び

社会的評価が行われる。 

指標 5-1はまだ達成されていない。社会的・経済的評価はプロジェクト後半に
おいても継続的に実施される。 
� 社会実装のための基礎となる、家庭における水利用の実態、住民が現状をど
のように認識し、どのような改善を望んでいるか等について 1,500世帯を対象
にアンケート調査を実施した（地震前と地震後計 3回）。 

� 水処理システムの導入地域の IOE及び対照として IOMで、導入の効果を検証
するための導入前アンケート調査を実施した（導入地域が確定ししだい順次

実施予定）。 
� 水処理システム導入後の継続的利用実現のため、地域で運営されている給水
施設における給水方法、人的配置、費用、住民からの利用料の徴収等につい

て調査を開始した。 
� プロジェクトでは、カトマンズ都市域の水安全性に対する水処理システム導
入による効果評価のための指標の作成を進めている。 

5-2.  
プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

指標 5-2 の達成度を測定することは困難であるが、プロジェクトはネパール側
研究者の能力開発に注力しており、その進捗は良好である。 
� 2016年 4月から 2名が長期本邦研修に参加しており、データ分析及び経済評
価方法を学んでいる。 

� 本邦研修（短期研修、長期研修）の参加者及びプロジェクト予算外ではある
が、プロジェクト関連の研究で山梨大学に在籍するネパール人留学生の人数

は以下のとおり。 
短期研修 長期研修 国費/私費留学 

0名 2名 1名 
� 質問票調査の実施においては、調査の計画、調査法の設計等を日本の主導の
下にネパール側と共同で行い、調査はネパールの学生をインタビュアーとし

て適宜指導しながら実施している。また、日本側メンバーのネパール訪問時

に調査員に対する研修を実施し、手法の移転と習得が進められている。 
5-3.  
5 編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、10回の学会発
表が実施される。 

指標 5-3 はまだ達成されていない。指標を達成するためには、さらに 2 編の査
読付き論文と 3回の学会発表を実施する必要がある。 
� 3編の査読付き論文が発表された。 
� 7回の学会発表が実施された。 

  

指標 5-1 については、1,500 世帯を対象とした社会経済調査をこれまでに 3 回実施し、そのデー

タを LCD 水処理施設の設置場所の選定に利用した。WG 5 による社会経済調査はプロジェクト後

半においても継続され、プロジェクト活動のさらなる改善に活用されることが見込まれる。指標

5-2はネパール側研究者の能力開発に関する指標であり、能力開発の目標は「水の安全性に関する

社会経済的評価の基礎を確立する」ことである。2016 年 4 月から 2 名の学生が長期本邦研修に参

加しており、ネパール国内で日本人専門家が実施する研修と併せて、積極的な技術移転が進められ

ている。指標 5-3は、日本とネパール側研究者との共同研究を通じて達成されることが見込まれる。

なお、WG 5による一連の調査を通じて、カトマンズ盆地の水供給と利用の実際の状況が明らかに

され、LCD 水処理システムの導入戦略策定に向けた予備調査も実施されている。カトマンズ盆地
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の水利用に関する大規模な調査に基づくデータは限られているため、プロジェクトによる調査で得

られたデータは、関係機関にとって貴重な情報として認識されている。 

 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：（関係省庁、研究機関、NGO 等による）カトマンズ盆地における上水資源（浅
層・深層地下水、表流水、雨水）の管理体制が強化される。 
  

中間レビュー時点でプロジェクト目標の指標は未達成であるが、水安全性マップの策定に関連する

指標 1 と指標 4 は、プロジェクト終了時までに達成される可能性が高い。一方、LCD 水処理システ

ムに関連する指標 2と指標 3を達成するためのプロセスの詳細は現時点では明確にされていない。 

指	 標 成	 	 果 
1.  
成果1～3で得られる上水資源に関
する情報が、統合水安全性マップ

としてまとめられる。 

指標 1 はまだ達成されていない。統合水安全性マップの作成の進展は、元の
計画より 6 カ月遅れている。ただし、プロジェクト終了時までには達成され
ることが見込まれる。 
� WG 1による水資源量マップは浅層地下水と雨水涵養を除いて完成、WG 2、

3による水質マップは同位体と病原性微生物を除いて完成。WG 4、5のニ
ーズを踏まえて、統合水安全性マップの第 1 版を作成中であり、2017 年 3
月末までに完成する見込みである。 

2.  
統合水安全性マップに基づいた、

浅層地下水及び表流水の処理シス

テムの普及戦略が策定され、公式

化される。 

指標 2 はまだ達成されていない。水処理システムの普及戦略は、プロジェク
ト後半で、LCD水処理システム運用における包括的な評価を実施したのちに
策定される見込みである。 
� LCD水処理システムの本格的な稼働を通して、処理された水の質と量、利
用した地域住民の満足度等を総合的に評価し、LCD水処理システムの普及
戦略と公式化に向けた技術的知見とガイドラインを整備していく計画とな

っている。 
3.  
プロジェクトで開発された水処理

システムが5カ所以上に設置され
る。 

指標 3は部分的に達成されている。LCD水処理システムは、既に 3カ所（Jwagal 
UN Park、Chyasal、IOEキャンパス）に設置されている。他の 2カ所は、2017
年の夏までに設置が完了する見込みである。 
� プロジェクトで計画されている 5 地点での実証実験については、既に WG 

1、2、3の調査及びWG 5の地域住民へのアンケート調査の結果を基に、3
地点の水処理システム設置場所で実施されており、各地点の水質とニーズ

に応じた水処理技術の選定と、システムの設置・稼働が実施されている。 
4.  
統合水安全性マップが、水処理シ

ステムの導入結果を基に再評価さ

れる。 

指標 4はまだ達成されていない。水安全性マップの第 1版が開発されたのち
に、再評価が行われる予定である。 
� 指標 1 に関する記載のとおり、統合水安全性マップの再評価は、第 1 版を
作成したのちに実施する計画であり、その評価結果を基に、メラムチ給水

計画と LCD導入を経験した地域住民の水安全性や生活質を反映させた、統
合水安全性マップの第 2版が作成される予定である。 

  

指標 1として設定されている統合された水安全性マップの完成は予定より約 6カ月遅れているが、

マップの第 1版は 2017年 3月末までに作成され、政府機関（MWSS、KVWSMB、KUKL）及び潜在

的なユーザーである、開発パートナー、NGO、地方自治体により活用されることが見込まれている。

指標 2については、統合された水安全性マップの作成と LCD水処理システムの運用評価後に、関係
者の間でシステム導入に関する戦略について議論する計画である。また、メラムチ給水計画の影響に

関しても評価を行う予定である。ただし、LCD 水処理システムの運用に向けては、運営主体、費用

負担、管理体制を明確にする必要があるが、この検討プロセスの詳細が、現時点では明確になってい

ない。指標 3に関しては、2017年の夏までに達成される予定である。現在、3カ所で LCD水処理シ
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ステムが稼働しており、2016 年中に新たな 2 カ所の設置場所が、三つの候補サイトから選定される

見込みである。指標 4については、統合された水安全性マップの第 1版を開発したのち、水安全性マ

ップの再評価が実施される。再評価の結果に基づいて、水の安全性、地域住民の生活の質、LCD 水
処理システムの有効性及びメラムチ給水計画の影響を反映した統合水安全性マップの第 2 版が作成

される予定である。 

 

３－５ 実施プロセス 

プロジェクトメンバーは、日本人専門家がネパール国内に滞在している期間には対面での綿密なコ

ミュニケーションをとり、日本人専門家がネパール国外にいる期間には電子メールを用いた意思の疎

通を行ってきた。また、プロジェクト活動において、何らかの課題に直面した際には、各研究グルー

プのメンバーの間で議論し、解決策を導いてきた。このようなメンバー間のコミュニケーションに加

えて、それぞれの WG の調査方法や調査内容、調査結果を共有し、プロジェクトの方向性について

議論するために、WGリーダー会議が年に数回開催されている。さらに、プロジェクト活動全体の監

督機能を有する JCC を設立し、活動の進捗状況の確認、活動計画の承認、プロジェクト実施に関連

する問題の議論をする機会として役立てている。これまでに、JCCは 3回開催されており、プロジェ
クトの実施プロセスを監視しフォローアップするうえで適切に機能している。 

一方、WGリーダー及びプロジェクトメンバーからの聞き取り調査において、研究活動の成果を共

有する頻度が十分ではなかったという指摘があった。すべてのプロジェクト関係者に対して適宜、適

切な情報共有をする機会が増えれば、プロジェクトに対する認識も高くなるため、より積極的な参加

が期待できる。特に、MWSS、KVWSMB、KUKL 等の政府機関の関与は実施プロセスにとって非常

に重要であることから、プロジェクトの後半においては、これらの機関の巻き込みが円滑なプロジェ

クト活動の実施を促進するものと考えられる。  

 

３－６ 貢献・阻害要因 

プロジェクト実施における貢献・阻害要因として、以下の項目が挙げられる。 

 

３－６－１	 貢献要因 
（1）良好なコミュニケーションと業務調整 

日本人専門家とネパール側研究者は良好な関係を構築しており、このことがプロジェクトの

円滑な実施と技術移転に貢献している。特にトリブワン大学からは、多くの研究者や学生が研

究活動に参加しており、適切に知識とスキルを習得している。また、それぞれの WG メンバ

ー内のコミュニケーションに加えて、長期専門家としてプロジェクトのコーディネーターが派

遣され、多岐にわたる業務の調整を行っている。プロジェクトには数多くの専門家、研究者、

学生がプロジェクトに関与しているため、プロジェクトコーディネーターによる調整が効率的

な活動の実施に大きく寄与している。 

  

（2）JCCにおける関係者間の情報共有 

年に 1 度開催されている JCC には、ほぼすべてのカウンターパート職員が参加しており、

各 WG の研究活動の進捗状況、活動計画、調査結果が共有されている。水安全性マップや、
活動を通じて収集された情報や知見等の成果品は、ネパールの水分野にかかわるすべての関係
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機関にとって有用なものであるという認識があることから、JCCでの情報共有は、プロジェク

トの成果を将来的に活用するユーザーとの共通意識の醸成及びフィードバックを得るための

重要な機会となっている。 
 

３－６－２	 阻害要因 

（1）WG間の連携体制 

WG 内のコミュニケーション及び日本側とネパール側のコミュニケーションは適切に行わ

れているが、各 WG のメンバー間の連携体制には改善の余地がある。プロジェクトメンバー

としてリストアップされたカウンターパート職員の一部は、これまでのプロジェクト活動に直

接関与をしていない。プロジェクトの前半の活動がデータ収集や分析といった各 WG 内で完

結する研究活動が中心であったことがその理由として挙げられる。 

  

（2）地震や物流問題による活動の遅れ 

すべての WG は、2015 年に発生した地震と国境付近で物流が停滞したことの影響により、

活動スケジュールの変更を余儀なくされた。こうした外部条件は、プロジェクトの実施におい

て大きな阻害要因となっている。具体的には、地震による混乱で日本人専門家の派遣を予定ど

おりに行えず、ネパール側研究者も大学の授業スケジュール変更等により、十分な活動時間の

確保が困難であった。さらには、インド国境付近で物流が滞ったことにより現地調査のための

車両の燃料確保や、スケジュールに沿った資機材調達も困難であり、多くのプロジェクト活動

が制限された。ネパールにおいては、雨期と乾期では水をとりまく環境が大きく異なるため、

2015 年の雨期に活動が制限されたことにより、いくつかの調査は翌年の雨期を待たざるを得
ない状況であり、プロジェクト活動全体にも多大な影響を及ぼした。  
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第４章	 5項目評価 

 
４－１ 妥当性：高い 

プロジェクトは、ネパールのカトマンズ盆地を対象とした統合水安全性マップの作成と省資源型の

LCD 水処理システムの開発・導入による、飲料水資源管理システムの強化を目的としている。プロ

ジェクトの内容とアプローチは、ネパールの国家政策と開発ニーズとの整合性が高く、日本の支援政

策とも合致している。 

  
（1）国家政策における優先事項 

国家開発戦略の最上位に位置する「第 13 次アプローチ・ペーパー（2013/2014〜2015/2016）」

において、ネパール政府は「安全な飲料水と衛生サービスの提供」を最優先課題として掲げてい

る。同アプローチ・ペーパーの目標は 2016年までに安全な水にアクセスできる人の割合を 96％、

衛生サービスへアクセスできる人の割合を 90％にまで引き上げることである。一方、MWSS は

2016年から 2030年の期間の長期的なセクター開発計画を策定中であり、そのなかでも、基本的
な給水地域のカバー率改善を優先事項としている。ネパール政府は、2017年度の国家予算を 27％

増やし、水分野、保健分野を含むいくつかの分野を強化している。さらに、持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）の目標 6「すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続

可能な管理を確保する」の達成に向けて「2030 年までにすべての人々にとって安全で手頃な飲

料水への普遍的かつ公平なアクセスを達成すること」に取り組んでいる。以上のことから、プロ

ジェクトは、これらの国家戦略及び開発計画、並びに持続可能な開発目標を達成するための取り

組みに整合したものである。 

  

（2）対象地域のニーズ 

カトマンズ盆地の人口増加を考慮すると、水需要量と供給量のギャップや水質悪化がより深刻

な課題となることが予想され、水質と水量の両側面からの改善はさらに重要性を増している。

2014 年に実施されたユニセフの調査によれば、ネパール全国における改善された水源へのアク
セスは 93％（都市部 96％、農村部 93％）3となっているものの、上水道普及率（パイプ給水）

は全国で 18％（都市部 53％、農村部 10％）であり、依然として低い普及率にとどまっている。

2017 年 8 月ごろに第 1 期の給水が開始される予定のメラムチ給水計画は、カトマンズ盆地にお

ける給水の状況を改善することが期待されているが、増加する水需要を満たすには供給可能な給

水量が不足しているという指摘もある。そのため、プロジェクトによって開発された LCD水処

理システムは、メラムチ給水計画の対象地域の水供給を補完する重要なアプローチとして、ネパ

ール側関係者に高く評価されている。 

 

（3）日本政府の支援政策との整合性 

日本政府は国別援助方針において、ネパールに対する援助の三つの重点分野の一つとして、「持

続可能で均衡のとれた経済成長のための社会基盤・制度整備」を掲げている。水の不足等の劣悪

                                                        
3 Nepal Multiple Indicator Cluster Survey 2014 Key Findings (p8, Government of Nepal National Planning Commission Secretariat Central 

Bureau of Statistics, United Nations Children's Fund, 2015)   

－19－



 

 

な都市環境を改善するために社会基盤整備を支援する方針を示しており、プロジェクトの目的は

この方針と合致するものである。また、JICAネパール国別分析ペーパー（2013年 4月）の「都

市環境改善計画」では、都市部の上下水道改善が重要な要素となっている。したがって、プロジ

ェクトは日本の援助政策及び JICAの対ネパール援助政策とも整合している。 

  

４－２ 有効性：中程度 

中間レビューの時点で、PDMに設定されたプロジェクト目標の四つの指標は未達成である。PDM

に設定された四つの指標のうち、水安全性マップの策定に関連する指標が達成される可能性は高いも

のの、LCD 水処理システムの設置と導入に関しては、指標を達成するためのプロセスの詳細が明ら
かではない。プロジェクトの五つの成果は、プロジェクト目標の達成に貢献しており、因果関係に問

題はみられない。 

  

（1）プロジェクト目標の達成 

「３－４	 プロジェクト目標の達成状況」で述べたとおり、統合水安全性マップの開発と再評

価、並びに、LCD水処理システムの導入は引き続き実施中であり、LCD水処理システムの導入
と設置に関する戦略の策定は、中間レビュー時点でその議論が始まったところである。ただし、

LCD 水処理システムの普及戦略の策定については、設置及び導入に関する性能、性質に関する

指標が設定されておらず、達成に向けたプロセスの詳細が明確にされていない。プロジェクトメ

ンバーは、政府機関を含む関係者間で LCD水処理システムの社会実装に向けた共通認識を醸成

することの重要性を認識しており、プロジェクト目標の達成に向けた連携体制の構築に取り組ん

でいる。 
  

（2）プロジェクト目標と成果の因果関係 

プロジェクト目標と各成果の論理的関係は適切である。プロジェクトは水質学、微生物学的な

視点から水の安全性を評価し、最適な水処理技術のプロトタイプを開発することを目的として実

施されている。WG 1、2、3 は、それぞれ水資源量の診断（成果 1）、水質診断（成果 2）、微生

物・公衆衛生診断（成果 3）を実施しており、これらの活動から得られたデータや知見は、カト
マンズ盆地の統合水安全性マップに集約される。同時に、WG 5が実施する水処理システムの経

済的評価により、対象地域に最適な水処理システムの種類と規模が把握され（成果 5）、地域条

件に適した高効率水処理システムの開発と導入がWG 4により実施される（成果 4）。これらの

成果の達成により、政府機関、研究機関、NGO 等による上水資源の管理体制の強化（プロジェ

クト目標）の実現が見込まれることから、すべての成果がプロジェクト目標の達成に寄与する。 

  
４－３ 効率性：比較的高い 

日本側とネパール側のプロジェクト投入の質と量は適切であった。地震や物流の停滞に起因する困

難な状況においても、効率的なプロジェクト管理による活動の実施が進められてきた。しかしながら、

いくつかの活動には遅れが生じており、実質的な活動期間の短さにより、ほとんどの成果は、現時点

では達成されていない。また、供与機材の維持管理体制やプロジェクト関係者の活動への関与につい

ては若干の改善すべき課題が残されている。 
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（1）日本側投入 

地震や物流停滞の影響により専門家の派遣や機材の調達が当初計画よりも遅れることとなっ

た。このような困難な状況において、日本人専門家は高い専門性と熱意をもってプロジェクト活

動を実施してきた。日本人専門家の派遣は年に数回、数日程度の限られたものであったが、派遣

前にプロジェクトメンバーと電子メール等を用いた十分な情報共有を行ったうえで、短期間の滞

在を効率的に活用する努力を行っている。 

供与機材については、各研究課題の必要に応じて調達された。これらの供与機材は主に、IOE、

IOM、CDG に設置され、ほとんどの機器がネパール側で適切に管理されている。ただし、IOM

には機器の適切な使用及び保守に関する知識とスキルが十分に備わっておらず、IOM に提供さ

れた電子顕微鏡等の一部の機材については、維持管理のための簡易的な指導、研修が必要である。 

長期及び短期の本邦研修は、戦略的に設計され実施されている。参加者の選定については候補

者選定パネル（Candidate Selection Panel：CSP）が設立され、研修プログラムの適切な候補者の

選定と推薦が行われている。また、本邦研修参加者は、プロジェクトを主導する中心メンバーと

しての役割を果たし、本邦研修で習得した技術を日常的に活用している。 

  
（2）ネパール側投入 

中間レビュー時点で、予算配分、人材派遣、施設整備等、ネパール側の投入に大きな問題はみ

られない。日本人専門家のための執務スペース、供与機材、設備等の設置・保管のためのスペー

ス、関連するデータと情報、水処理システムの設置用の土地が提供されている。さらに、プロジ

ェクト開始以降、KVWSMBはプロジェクト活動予算として、年間 100万 NPR（約 104万円）を

配賦しており、その他のカウンターパート組織は、給与、日当及びネパール側研究者の調査費用

等の運営費及び設備の維持管理費を負担している。 

一方、プロジェクトの前半においては、カウンターパート職員の参加が限定されている活動も

多かったことから、プロジェクトの後半においては、各関係機関の連携の下で、より積極的な参

加が求められる。 

  

４－４ インパクト：ポジティブな見通しがある 

プロジェクトの PDMには上位目標が設定されていないため、インパクトについては評価結果のラ

ンクづけは行わない。ただし、中間レビュー時点で予想されるプロジェクトのインパクトについては、

以下が挙げられる。 

 

（1）意思決定プロセスへの貢献 

プロジェクトは、水の安全性に関する幅広い研究活動を行っている。これらの研究から得られ

た成果と知見は、政府機関の政策決定者や、他の開発パートナーに活用される見込みである。例

えば、プロジェクトによって収集されたデータや統合水安全性マップは、KVWSMBによる水セ

クターのマスタープラン策定への活用が期待されている。また、これらの成果品は、他の開発パ

ートナーによる投資のための情報として活用される可能性も高く、ネパールの水セクターにポジ

ティブなインパクトを与えるものと予想される。 
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（2）若手研究者の育成 

若手研究者の能力開発においてもプロジェクトによる良好なインパクトが期待される。プロジ

ェクトは特に人材育成を重視しており、ネパール側研究者だけでなく、日本の学生を含む研究機

関の間で活発な交流が行われている。両国の研究者は、積極的にプロジェクト活動に参加してお

り、他国の学生との交流に加えて、最新の技術に触れる機会を得ることで、知識と経験を蓄積し

ている。プロジェクトの範囲外であるものの、5名のネパール人学生が国費留学もしくは私費留

学にて山梨大学の博士課程に在籍しており、1名の日本人学生がネパールにて関連する研究を計

画している。こうした状況はプロジェクトへプラスの影響をもたらすだけでなく、これらの研究

者や学生が将来的に関与することが期待される水セクター全体へのインパクトが期待できる。ま

た、これらの研究者や学生に課される論文等はプロジェクトの目的と関連したものが指定されて

おり、論文における重要な発見はプロジェクトの成果の一部となる。 

  

４－５ 持続性：中程度 

プロジェクトは既存の国家開発計画や戦略と整合しているため、政策面の持続性は確保される可能

性が高い。また、技術面の持続性については、ネパール側研究者に対する慎重な技術移転が行われて

おり継続的な技術の活用が見込まれる。一方で、財政面及び組織面の持続性を確保するためには、適

切な予算配分と関連機関の積極的関与が求められる。 

  

（1）政策面 

プロジェクトの目的はネパール政府の国家開発計画や戦略との整合性が高い。プロジェクトの

成果品の一つである水安全性マップや、付随して得られる各種の研究成果、データ等は、政府機

関の意思決定プロセスにおいて重要な情報として認識されている。カトマンズ盆地の水供給の基

本的なカバー率の改善はネパールの優先課題の一つであり、現在、進行中のメラムチ給水計画は

2017 年 8 月までに第 1 期の給水が開始される予定である。メラムチからの給水はカトマンズ盆

地の住民の水需要をある程度満たすことが期待されているが、プロジェクトで開発した LCD水

処理システムは補完的方法として関係者から高く評価されている。そのため、プロジェクト終了

後にも、政府機関からの支援は継続される見込みである。 
  

（2）技術面 

プロジェクトは、ネパール側研究者、特にトリブワン大学の若手研究者の能力開発に重点を置

いている。日本とネパールでは詳細にわたり技術移転と指導が行われ、これらの研究者は技術と

知識を適切に習得している。本邦研修参加者の半数は修士課程に在籍している学生であり、プロ

ジェクト終了後は大学から離れてしまう可能性が高い。しかし参加者の修士論文にはプロジェク

ト研究に関する発表を含めることが義務づけられており、これらの知見はプロジェクトの成果と

してトリブワン大学に蓄積される。また、これらの学生は将来的には水分野を担う専門家となる

可能性が高く、プロジェクト終了後にも習得した技術の活用が期待される。さらに、各機関の正

規職員の能力開発は、LCD 水処理システムの継続的な運用や、水安全性マップの定期的な更新

において重要であることから、これらの分野の能力開発として、現在までに延べ 10名の常勤職

員が本邦研修に参加している。こうした正規職員の能力開発は、技術面の持続性確保に寄与する

ものであると考えられる。  

－22－



 

 

（3）組織面 

ネパールの水セクターの中心的な機関の多くは、プロジェクトにカウンターパートとして参加

しているが、参加の程度は各機関によって異なる。特にプロジェクト前半の活動は学術的な研究

が多く、実施機関との連携には課題がみられた。プロジェクト後半においては、プロジェクトの

これまでの成果を活用した実践的な活動が増えていくことから、KVWSMBや KUKL等の政府機

関が重要な役割を果たすことになると考えられる。特に、KVWSMBはプロジェクトに対するオ

ーナーシップ意識が高いことから、関係者間の協力体制の構築において、主導的な役割を果たす

ことが期待される。組織面の持続性を確保するためには、プロジェクト終了後にも関係機関の連

携が継続されるための仕組みが必要であり、その点において、現時点では改善すべき課題が残さ

れている。 

  

（4）財政面 

MWSS、KVWSMB、KUKL は引き続き飲料水資源管理の研究推進のために予算を投入する予

定である。LCD 水処理システム及び統合水安全性マップといったプロジェクトの成果が、政府

機関の目的に対して適切であり、有用な技術であることが明確になれば、意思決定者や実施機関

による継続的な成果の活用と更新のための予算確保が期待できる。ただし、中間レビューの時点

では、具体的な成果はまだ発現しておらず、プロジェクトの財政面での持続性を判断することは

困難である。また、トリブワン大学をはじめとした研究機関において、水資源管理に関する研究

を継続するための財務状況は十分とはいえず、研究予算の確保には課題がある。さらに、ネパー

ル側研究者がプロジェクト活動を通じて習得した知識や技術を継続的に活用するための設備の

維持管理予算の確保についても、現時点では不確実である。 
  
４－６ 結 論 

地震や国境付近での物流停滞により、プロジェクト全体として予定されていた活動に約 6カ月の遅

れが生じている。しかし関連するデータは各 WG によって収集、分析され、困難な条件下にありつ

つも、着実な成果がみられた。これまでの研究の成果は、査読付き論文として発表されるとともに、

国際会議での口頭発表によって公開されている。また、プロジェクトの前半は研究段階であり、LCD
水処理システムの導入に向けたデータ収集と分析に重点が置かれていた。これらの活動を通じて得ら

れたすべての知見は、プロジェクトの後半で統合され、プロジェクトの目的を達成するため活用され

る見込みである。 

5項目評価の観点では、プロジェクトの妥当性は高いと評価された。プロジェクト目標はネパール

の国家政策、開発ニーズ及び日本の援助政策と整合していることがその理由である。また、LCD 水

処理システムの設置及び導入に関して、指標を達成するための詳細なプロセスが不明確であるため、

プロジェクトの有効性は中程度と評価された。プロジェクトの効率性は、比較的高いと評価された。

成果のほとんどは未達成ではあるものの、地震や物流停滞による厳しい状況の下で、効率的なプロジ

ェクト管理が行われている。プロジェクトのインパクトは、上位目標の設定がないためランクづけは

行わなかったが、政策決定プロセスへの貢献可能性と学生の能力開発という正のインパクトが期待さ

れる。プロジェクトの持続性は中程度と評価された。政策面、技術面での持続性においては、良好な

見通しがあるものの、財政面、組織面の持続性において、いくつかの課題が残されている。 
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以上の結果を踏まえ、プロジェクトの残余期間、並びにプロジェクト終了後のさらなる改善のため

に、合同中間レビュー調査団は「第５章	 提言」に示すとおり、提言をまとめた。 
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第５章	 提	 言 

 
プロジェクト期間終了までにプロジェクト目標を達成し、プロジェクト期間終了後の持続性を確保

するために、以下を提言する。 

  
（1）プロジェクト協力期間の延長 

2015 年に発生した地震や、国境付近で物流が停滞したことの影響により、水安全性マップの

完成は少なくとも半年遅れる見込みであり、LCD 水処理システムの導入地域の決定、機材の運
用と評価、戦略策定を実施するためには、現プロジェクト期間では、半年ほど足りないと想定さ

れる。したがって、プロジェクト協力期間を 6カ月間延長することを提言する。 

  

（2）水安全性マップの有効性と持続性の確保 

1）メインユーザーでもある KVWSMB及び KUKLの関与強化やフィードバックにより、マップ

のアウトプットやユーザーインターフェースを改善する必要がある。 
2）水安全性マップの運用、更新に関するマニュアルを作成する必要がある。 

3）水安全性マップの継続的な更新を可能にするための体制を確立する。 

4）MWSS、KVWSMB、KUKL の政策・計画策定、JICA を含むドナー案件への調査結果やマッ

プ情報が早期活用されるべきである。  

 
（3）LCD水処理システムの完成に向けた今後の道筋の明確化 

1）各水処理技術の性能評価に要する時間を確保する必要がある。 

2）WG 1、2、3及び 5の調査結果に基づき、戦略への活用を見据えた LCD水処理システムの設

置場所、組み合わせ、規模を決定する必要がある。 

3）LCD水処理システムの設置費用及び維持管理費用を評価する必要がある。 

4）技術の選定、装置の設計、費用、運用に関するマニュアルを作成する必要がある。 

  
（4）LCD水処理システム導入戦略策定方針の明確化 

MWSS、KVWSMB、KUKL等の公的機関及び日本側と協力して、導入地域の抽出、運営主体、

費用負担、運営体制の明確化等の LCD水処理システム導入戦略の策定作業を進めるべきである。

また、LCD水処理システム導入とメラムチ計画との連携、補完についても考慮する必要がある。 

 

（5）日本側、ネパール側の共通認識醸成 
プロジェクトの最終的な達成地点と到達するためのプロセスを明確化し、日本側、ネパール側

の共通認識を醸成するとともに、WG 1、2、3及び 5からのアウトプットがWG 4のシステム開

発やWG5の戦略策定に確実に反映されるよう、タスクフォースの設置を検討すべきである。 

 

（6）機材の運用維持管理体制の持続性の確保 

プロジェクト終了後には、IOE、IOM、KVWSMB 等の関係機関に一部機材が引き渡され、継
続運用されることを踏まえ、運用維持管理技術の習得及び常勤研究者の積極的関与を検討すべき
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である。Research Fundの活用の検討等、十分な維持管理予算を確保すべきである。  

 

（7）PDMの質的な指標の追加及び PDM、POの修正 
プロジェクトの到達地点を明確化し共有するために、水安全性マップ、LCD水処理システム、

人材能力強化に関する各成果の質についての指標を追加する必要がある。PDM 及び PO の修正

は次回の JCC（2017年 6月開催予定）までに承認を受けることとする。  
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1．プロジェクト目標の達成状況 
調査項目

調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 
小項目

実
績
の
検
証

投入の実施

状況

日本側投入（専門家派

遣、機材供与、カウン

ターパート研修、予

算）は計画どおり実施

されているか？

1）専門家派遣 
・長期専門家、短期専門家

• 2016年 9月末時点で、22名の短期専門家が派遣されている。合計人月は 25.00MM。
• 業務調整員として 1名の長期専門家が派遣されている。

2）研	 修 
・研修員受入れ

• 2016年 11月末時点で、20名のネパール側カウンターパートが本邦研修に参加している。 
研修コース 2014 2015 2016 

長期研修 0名 0名 3名 
短期研修 9名 1名 7名 

3）資機材供与 • 蒸留器、恒温恒湿器、分光光度計、オートクレーブ、ディープフリーザ等が供与され、
トリブワン大学（TU）内で管理されている。

• 機材は計画どおりに資機材の調達が行われた。調達費用の合計は 5,605 万 666.42 円が
費やされている。調達された資機材（顕微鏡、緊急電源装置、遠心分離機、チャンバ

ーなど）は、主にトリブワン大学工学部（IOE）、トリブワン大学医学部（IOM）に設
置されている。

4）現地活動費 • プロジェクト活動費（研究活動費、旅費、会議費など）として合計 608 万 3,093.00 ネ
パールルピー（NPR、約 633万円）が支出されている。

2014年度 2015年度 2016年度 合	 計

1,676,318.00 3,053,800.00 1,352,975.00 6,083,093.00 
• その他、2014年度及び 2015年度に IOE研究室の改装費用として、225万 7,467.67NPR
（約 235万円）が支出されている。

ネパール側投入（人

員、建物・施設、予算）

は計画どおり実施さ

れているか？

1）カウンターパートの人材配置 • 合計 20名（2016年 11月末時点）
WG 1 4名（IOE：2、DHM：1、AITM：1） 
WG 2 4名（CDG：1、NAST：1、KUKL：1、AITM：1） 
WG 3 2名（TU / IOM：2） 
WG 4 6名（IOE：2、CREEW：1、KVWSMB：1、KUKL：2） 
WG 5 4名（MWSS：1、SEN：1、NAST：1、KVWSMB：1） 
組織名称の略語は以下のとおり。

DHM：水文気象局、SEN：スモールアースネパール、AITM：アジア工科経営大学、
CDG：トリブワン大学地質学部、CREEW：環境エネルギー・水研究センター、NAST：
ネパール科学技術アカデミー、KUKL：カトマンズ盆地水道会社、KVWSMB：カトマ
ンズ盆地水供給ボード、MWSS：給水衛生省 

2）施設・土地手配 • 専門家の執務スペース、研究施設、資機材の設置保管場所が提供されている。
• 水処理施設（Jwagal UN Park、Chyasal、IOEキャンパス/合計 3カ所）の設置用の土地
が提供されている。

２
．
評
価
グ
リ
ッ
ド
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
3）ローカルコスト 
参加研究者の研究に係る諸費用

（研究予算、旅費、交通費、日当

等） 

• 2014年から 2016年の期間、MWSS傘下の KVWSMBから年間 100万 NPRの研究補助
金が配賦されている。この予算配賦は、プロジェクトが終了するまで継続されること

が確認されている。  
• カウンターパート職員の給与、日当、供与資機材の運営維持管理費はネパール側が負
担している。 

成果の達成

状況 

成果1： 
水需要、消費量や供給

量を含む、カトマンズ

盆地の上水資源の現

状を調査し、将来予測

が行われる。 

1-1. 水資源空間分布と長期変動
傾向に関する報告書が作成

される。 

• PRMS（Precipitation-runoff Modeling System：降雨－流出モデルシステム）、MODFLOW 
（Three-detention finite difference ground water model：3次元有限差分地下水モデル）を
統合した GSFLOW（Groundwater and Surface Water Flow Model：表流水地下水結合モデ
ル）により、空間的、水文学的、気象学的な分析が進められている。 

• データ解析とモデル計算に基づき、過去 10年にわたる表流水量の分布、年々変動が把
握された。また、GSFLOWを用いたシナリオ解析に基づき、深層地下水汲み上げ可能
量の推計が行われている。 

1-2. 上水資源に関する水安全性
マップが作成される。 

• 1-1の成果を基に、水資源量の分布と給水区別水需要バランスの計算結果を、GISを用
いて地図化した。 

1-3. 代替水資源の開発の可能性
に関する報告書が作成され

る。 

• 代替水源の資源量評価、開発可能性の検討は最終年度の活動として計画されていたが、
2016年度より着手され、屋根雨水利用のポテンシャルの推計や浅層地下水への人口涵
養に関する検討やデータ収集が行われている。 

1-4. プロジェクトの活動を通じ
て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

• 能力開発の目標は「水量に関する水安全性評価の基礎となる水資源量の時空間分布の
把握・推定を行う能力の開発」である。 

• これまで合計 4名の短期研修生（2014年：1名、2015年：1名、2016年：2名）を受
け入れている。 

• 水資源量解析に関するデータ解析・モデリングに関する基盤技術の共有と情報交換の
体制を構築した。表流水モデリングを日本側が主に行い、結合モデルを含む地下水モ

デリングについてはネパール側が主導する形で研究を進めている。 
1-5. 4編の査読付き論文が学術雑

誌に掲載され、8回の学会発
表が実施される。 

• 査読付き論文 3編（国内誌 2、国際誌 1） 
• 学会口頭発表 5回 

 

成果 2： 
地下水汚染の状況と

発生源が調査される。 

2-1. 水質に関する水安全性マッ
プが作成される。 

• 水質に関する水安全性マップは、乾期と雨期の分が作成された。乾期のマップについ
てはすべての水質及び同位体の分析、マップ化が完了。 

• 一方、地震と経済制裁による調査車両の燃料不足により雨期のマップ作成については
計画を 1 年延期した。現時点で、水質の分析、マップ化も完了しており、各種同位体
の分析が実施中。数カ月以内にすべてのマップ化が完了する予定。 

• 正確なマップ化には、3年間程度データを蓄積し、分析して精度を高めるべきという、
カウンターパートからの意見もある。 
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
2-2. プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能力

が開発される。 

• 能力強化の目標は、「水質に関する水安全性評価の基礎となる、現地調査及び水質・同
位体測定用試料の管理並びに水質や同位体データの解析を行う能力の開発」である。 

• 短期研修生（2014 年：1 名、2016 年：1 名）及び長期研修生（2015 年〜：1 名）の受
入れとトレーニングを実施し、水質・同位体分析やデータ解析技術の供与を行った。 

• 2014 年雨期の調査には 24 名、2015 年雨期の調査には 50 名の学生が参加した（合計
74名）。 

• 2016年度の雨期の広域調査においては、カウンターパートが主導で調査井戸の選定、
調査計画と現地調査の一連の作業を実施し、広域調査を完了することができた。 

2-3. 3編の査読付き論文が学術雑
誌に掲載され、10 回の学会
発表が実施される。 

• 査読付き論文 1編（国内誌 1） 
• 学会口頭発表 6回 

 

成果3： 
カトマンズ盆地にお

ける地下水、表流水や

雨水などの環境水中

の微生物学的状況が

調査される。 

3-1. 水系感染症に関する水安全
性マップが作成される。 

• 水系感染症に関する水安全性マップの前段となる、指標微生物と病原微生物の分布に
関する水安全性マップの作成を進めており、指標微生物についてはマップ化が完了。 

3-2. 浄化微生物の分布に関する
マップが作成される。 

• 病原微生物については、マップ作成のための微生物測定作業を進めており、2016年度
内の完成をめざしている。微生物の分布に関するマップについては、次世代シーケン

ス解析による微生物遺伝子のデータ量が膨大なために時間がかかっている。ただし、

データ整理は順調に進んでおり、2016年度中のマップの完成を予定。 
3-3. プロジェクトの活動を通じ

て、ネパール側研究者の能

力が開発される。 

• 能力開発の目標は「病原微生物による水系感染症に関する水安全性評価の基礎となる、
現地調査の計画・実施能力、多種類の病原微生物と指標微生物の分析能力、さらには

得られたデータを適切に解析する能力の開発」である。 
• 現地調査時に IOE のカウンターパートメンバーに微生物測定方法の指導を行い、徐々
にネパール側研究者が主体的に活動するようになった。 

• 2014年 10月にネパール側研究者 3名に対して短期研修を実施し、うち 2名は 2015年
10月と 2016年 10月に博士課程国費留学生として山梨大学に入学しており、最新の測
定技術や知識を習得した人材の育成が行われている。 

3-4. 3 編の査読付き論文が学術
雑誌に掲載され、5 回の学
会発表が実施される。 

• 査読付き論文 2編（国際誌 2） 
• 学会口頭発表 4回 

 成果4： 
カトマンズ盆地にお

ける地下水や表流水

処理のための、現地適

応 ・ 小 型 ・ 分 散 型

（LCD）水処理システ
ムが開発される。 

4-1. 現地の事情に即した省資源
型上水処理システムの試作

品が開発される。 

• 水処理システムの設置場所 3地点を選定し、以下の試作装置を設置した。 
1. Jwagal UN park：①小型曝気装置（鉄除去）、②スポンジ傾斜水処理装置（鉄、懸濁
物質除去）、③ドロッピング硝化装置（アンモニア態窒素除去）、④水素酸化脱窒装置

（硝酸態窒素除去）、⑤人工湿地装置（窒素除去）。アナモックス装置については、実

験室レベルの小型装置が立ち上がったばかりで、これから試作装置の設置を予定。 
2．Chyasal地区：①ドロッピング硝化装置（アンモニア態窒素除去） 
3．IOEキャンパス：①小型曝気装置（鉄除去）、②砂ろ過装置（懸濁物質除去） 
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調査項目
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

小項目

4-2. プロジェクトの活動を通じ
て、ネパール側研究者の能

力が開発される。

• 能力開発の目標は「①水処理に関する科学的・技術的知見に基づいて水処理装置を設
計・作製できること、②正確な水質分析や微生物分析技術によって水処理装置の性能

を評価できること、③処理水質や設置場所のニーズをフィードバックして処理装置を

改良できること」である。

• 山梨大学での短期研修（2015.10.7-18：3 名、2015.10.7-11.8：1 名、2016.9.6-11.25：4
名）と IOEでの短期研修（2015. 8. 20-22：18名、2015.12.27-31：11名/NGO職員、TU
学生）を実施し、人材育成と能力開発に取り組んだ。これらのトレーニング用に水質

分析テキストを作成して参加者に配布した。

4-3. 5 編の査読付き論文が学術
雑誌に掲載され、20回の学
会発表が実施される。

• 査読付き論文 4編
• 学会口頭発表・ポスター発表 23回

成果5： 
カトマンズ盆地に導

入されたLCD水処理
システムの社会的及

び経済的評価がなさ

れる。

5-1. 水処理システムの社会実装
と普及に向けた、経済的及

び社会的評価が行われる。

• 社会実装のための基礎となる、家庭における水利用の実態、住民が現状をどのように
認識しどのような改善を望んでいるかなどについて 1,500 世帯を対象にアンケート調
査を実施した（地震前 1回と地震後 2回の計 3回）。

• 水処理システムの導入予定地域の IOE（及び対照として IOM）で、導入の効果を検証
するための導入前アンケート調査を実施した（導入地域が確定ししだい順次実施予

定）。

• 水処理システム導入後継続的利用実現のため、地域で運営されている給水施設におけ
る給水方法、人的配置、費用、住民からの利用料の徴収などについて調査を開始した。 

• カトマンズ都市域の水安全性に対する水処理システム導入による効果評価のための指
標の作成を進めている。

5-2. プロジェクトの活動を通じ
て、ネパール側研究者の能

力が開発される。

• 能力開発の目標は「水安全性に関する社会経済評価の基礎となるアンケート調査の計
画・実施、結果の解析、指標の作成ができる能力の開発」である。

• これまでのアンケート調査において、調査の計画、調査法の設計等を日本の主導の下
にネパール側と共同で行い、調査はネパールの学生をインタビュアーとして適宜指導

しながら実施した。

• 長期本邦研修生（2016 年 4 月～）2 名を受け入れ、データの解析・評価方法及び経済
評価手法を習得した人材の育成が行われている。

• 日本側メンバーのネパール訪問時に調査員に対する研修を実施し、手法の移転と習得
が進められている。

5-3. 5 編の査読付き論文が学術
雑誌に掲載され、10 回の学
会発表が実施される。

• 査読付き論文 3編（国際誌 3）
• 学会口頭発表 3回・ポスター発表 4回
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調査項目
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

小項目

プロジェク

ト目標の達

成状況

（関係省庁、研究機

関、NGO等による）カ
トマンズ盆地におけ

る上水資源（浅層・深

層地下水、表流水、雨

水）の管理体制が強化

される。

1. 成果1～3で得られる上水資
源に関する情報が、統合水安

全性マップとしてまとめら

れる。

• ワーキンググループ（WG 1）による水資源量マップは浅層地下水と雨水涵養を除いて
完成、WG 2、3による水質マップは同位体と病原性微生物を除いて完成。WG 4、5の
ニーズを踏まえて、統合水安全性マップの第 1版を作成中。

2. 統合水安全性マップに基づ

いた、浅層地下水及び表流水

の処理システムの普及戦略

が策定され、公式化される。 

• 今後、水処理システムの本格的な稼働を通して、処理された水の質と量、そしてそれ
を利用した地域住民の満足度などを総合的に評価し、水処理システムの普及戦略と公

式化に向けた技術的知見とガイドライン整備を進めていく計画。

• WG 5では、第 2ステップで計画した社会経済的問題点の抽出と解決策の提案における
「解決策の提案」の部分を、水処理システム導入の効果を評価したあとに行うように

変更する。

3. プロジェクトで開発された

水処理システムが5カ所以上
に設置される。

• プロジェクトで計画されている 5地点での実証実験については、既にWG 1、3の調査
及びWG 5の地域住民へのアンケート調査の結果を基に、3地点の水処理システム設置
場所（TU 構内、Chyasal、Jawagal）で実施済み。各地点の水質とニーズに応じた水処
理技術の選定と、システムの設置・稼働に取りかかっている。

4. 統合水安全性マップが、水処

理システムの導入結果を基

に再評価される。

• 指標 1 に関する記載のとおり、統合水安全性マップの再評価は、第 1 版のマップを作
成したあとに実施する計画。

• メラムチ給水計画と LCD導入を経験した地域住民の水安全性や生活質を反映させた、
統合水安全性マップの第 2版を作成する。

2．実施プロセスの検証 
調査項目

調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 
小項目

実
施
プ
ロ
セ
ス

活動計画の進捗

状況

成果 1に係る活動 1-1. 人口、産業分布、土地利用な
どの統計データを収集し、潜

在的な水需要を予測する。

• 解析の準備段階として、これまで山梨大学及びネパール側研究者が過去の研究等
を通じて個別に収集してきたカトマンズに関する各種データの整理と、今後の研

究に必要な不足データの確認作業を行った。

• 気象・水文情報など流域水資源評価に必要となる各種データを収集し、観測地点
数・観測位置・観測期間などの基本的な情報を整理するとともに、欠測状況に関

する調査を実施した。

• 水文気象観測データを用いて水収支解析を実施するとともに、降水量・流量など
の長期的な変化傾向について検討を行った。さらに、上記のデータを基に、カト

マンズ盆地内における、①水需要、②水供給量及び③潜在的利用可能水量の分布

の推定を行った。

• 表流水－地下水結合モデルを用いた流域水資源解析は、過去に検討例が非常に少
なく、本研究課題の特筆すべき成果の一つ。

1-2. 気象、地形、地質などの自然
環境データを収集・整理する。 

1-3. 1-1.及び1-2.の情報を基に水資
源空間分布と長期変動傾向を

推定する。

1-4. 水資源（3項目：水需要量、水
利用量、水供給量）に関する

緊急度マップを作成する。
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
1-5. 代替水資源の開発の可能性を

検討する（地下ダム、雨水涵

養、雨水利用）。 

• 1990年代に水資源に関するマップが JICAにより作成されている。このマップの
水量に関する情報はプロジェクトで活用し、水質に関しては新たなデータを基に

マップを作成する計画である。 
• カトマンズ盆地においては水の窒素と鉄の汚染が報告されているため、水の安全
性の評価のために汚染のメカニズム、危険性について研究を行っている。 

成果2に係る活動 2-1. 環境水（水道水、井戸水、タ
ンカー水、ボトル水、地下水

や河川水）の汚染源、汚染物

質と汚染強度を調査する。 

• カトマンズ盆地の浅井戸及び深井戸の地下水、河川水、湧水、公共水場（ストー
ンスパウト）において現地調査及び採水、水質分析を実施して汚染状況を把握し

た。 
• 窒素汚染源並びに地下水中での窒素動態プロセスを把握するために硝酸態窒
素・酸素安定同位体比並びにアンモニア態窒素同位体比の分析を行った。 

• アンモニア態窒素同位体を測定するにあたっては、従来の分析方法ではその前処
理において、カトマンズ盆地の広域調査で採取された多数の環境試料の分析への

対応が困難であったため、迅速なアンモニア態窒素同位体分析用前処理方法の確

立を検討し、成功した。 
地域住民が常用している浅井戸の水に含まれるアンモニアについては、これまで

下水が漏洩したものと予想されていたが、アンモニア態窒素同位体の観測によ

り、地質起源のものも多く含まれていることが、この研究によって初めて明らか

にされた。 

2-2. 環境水の水質的特徴と水文学
的特徴を調査する。 

2-3. 水質項目〔5項目：窒素成分、
鉄、生物化学的酸素要求量

（BOD）または化学的酸素要
求量（COD）、有機化学物質、
溶存酸素〕に関する緊急度マ

ップを作成する。 
2-4. 微生物反応に影響する水質要

素を調査する。 
成果3に係る活動 3-1. 環境水（水道水、井戸水、タ

ンカー水、ボトル水、地下水

や河川水）の大腸菌等の指標

微生物や病原性微生物を網羅

的に調査する。 

• 雨期及び乾期にカトマンズ盆地の全域を対象とし、地下水、河川水、湧水及び公
共水場から試料を採取し、病原微生物及び指標微生物の測定作業を実施した。 

• 浄水場の処理前後の水やタンカー水、市販飲用ボトル水を採取し、同様に微生物
の測定作業に提供した。 

• 下水や動物糞便（ブタ、反芻動物、イヌ等）を採取し、糞便汚染源となる試料に
おける微生物の存在実態を解析した。これらのデータを用いて、カトマンズ盆地

における水の微生物汚染の全体像を明らかにした。 
• 微生物汚染の発生源を明らかにするための新たな手法を確立した。 
• 2015 年雨期、2016 年乾期にはカトマンズ盆地の広範囲を対象に、浄水場、タン
カーからの採水を含む、採水調査を実施した。これらの調査で得た試料に加え、

WG 2が採取した試料について、病原微生物やその他の微生物の解析を行った。
その結果として、タンカー水には大腸菌が多く含まれていることが明らかとな

り、何らかの対策を講じる必要性を確認した。 
• カトマンズ盆地の地下水がヒト以外にも動物由来の糞便汚染を受けていること

3-2. 病原性微生物の発生源と動態
を推定する。 

3-3. 微生物項目（項目：一般細菌、
大腸菌群数、水系感染性原虫、

水系感染性細菌、水系感染性

ウイルス）に関する緊急度マ

ップを作成する。 
3-4. 微生物を網羅的に調査し、そ

れらの分布を把握する。 
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
3-5. 水系感染症の現状把握を行

い、水質並びに水利用状況と

の関係を抽出し、水系感染症

緊急度マップを作成する。 

や、多種類の病原細菌遺伝子が水試料中に存在していること等はこの研究によっ

て初めて明らかにされた。 
2016年度の乾期・雨期調査では、大部分の作業をネパール側研究者のみで実施し
た。2016年 3月の調査ではカウンターパートが主体となって 200試料以上の指標
微生物濃度の測定、細菌 DNAの抽出作業等を行った。 

成果4に係る活動 4-1. ドロッピング硝化－複合型脱
窒生物膜処理〔独立栄養細菌

群による水素酸化脱窒と

ANAMMOX（嫌気性アンモニ
ア酸化）〕装置を試作・運転し、

その処理性能とコストに及ぼ

す各種要因を特定する。 

• WG 4は他のすべてのWGと連携して活動を実施している。WG 1からは需給バ
ランスのデータ等、WG 2からは水質の汚染レベルのデータ、WG 3からは微生物
の解析データ、WG 5からは地域のニーズと要望に関する情報を得ている。 

• ①ドロッピング硝化－複合型脱窒生物処理装置、②スポンジ傾斜水処理装置、③
砂ろ過装置と④人工湿地装置の 4種類を基盤水処理装置として、ラボスケールあ
るいはパイロットスケール装置をカトマンズ盆地及び日本国内に設置した。その

試験運転を通して個々の処理性能と処理性能に及ぼす各種因子を調査した。 
• さらに、各基盤水処理装置を改良することによって、スケールアップと性能アッ
プに取り組んだ。また、複数の基盤水処理装置を組み合わせることによって、水

処理の高機能化と高性能化に取り組んだ。 
• 導入済みの技術は①ドロッピング脱窒（Dropping Nitrogen：DN）、②スポンジ傾
斜水処理（SLF）。 

• 研究中の技術は① Hydrogenotrophic Denitrification、② Anaerobic Ammonium 
Oxidation（Anammox）、③上記①、②の複合処理、④人口湿地造成、⑤砂ろ過技
術。 

• LCD水処理システムで対応する目標水量は、生活用水については 3,000L/D、飲用
水 1,000L/Dとする。 

• 実験室レベルでのアナモックス菌と水素酸化脱窒菌による複合脱窒反応、カトマ
ンズにおけるアナモックス菌の集積・取得はこのプロジェクト期間中の研究によ

って初めて得られた成果である。 
• スポンジ傾斜水処理装置やドロッピング硝化装置が実際に現地に設置され、除鉄
能や硝化率を示していることは、現地に大きなインパクトを与えている。 

4-2. 促進型人工湿地装置を試作・
運転し、その処理性能とコス

トに及ぼす各種要因を特定す

る。 
4-3. 促進型傾斜土槽・砂ろ過装置

を試作・運転し、その処理性

能とコストに及ぼす各種要因

を特定する。 
4-4. カトマンズでの実証実験を5

地点以上で実施し、その性能

と問題点を把握する。 
4-5. 処理システム導入後の結果・

変化（水資源、水質及び微生

物項目）を反映したフィード

バック制御により、処理シス

テムを最適化する。 
成果5に係る活動 5-1. ネパールにおける水処理施設

設置状況を把握する。 
• 「水処理施設設置状況の把握」「水処理施設・装置導入による水安全性の向上の
定量化」「水処理システムの社会実装と普及に向けた経済的・社会的問題点の抽

出と解決策の提案」に関する調査が実施された。成果はWG 4と共有されている。 
• 第 2回ベースライン調査実施のために、第 1回調査結果に基づいて、質問項目や
調査方法の改良、及び調査の継続性確保の手法に関してカウンターパートとの詳

5-2. 水処理施設（装置）導入によ
る水安全性の向上について定

量化を行う。 
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調査項目
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

小項目

5-3. カトマンズにおける水処理シ
ステムの社会実装と普及に向

けた、経済的及び社会的問題

点を抽出し、その解決策を提

案する。

細な打合せを行った。

• 行政機関や KUKL などの水供給機関による既存のデータや統計データなどの 2
次データに基づいて、既存の水処理システムに関する水供給サイドの問題点を抽

出した。

• 世帯を対象としたアンケート調査（世帯調査）を実施し、消費者サイドからカト
マンズ盆地における水利用に関する現状把握及び問題点の抽出を行った。

• LCD 水処理システムの導入による効果の定量的推定のために、BAC 研究
（Before-after study with concurrent control）に則ったアンケート調査を実施した。 

• 以上の結果及びWG 1～3によって作成される水安全性マップ、WG 4によって開
発される LCD 水処理システムの性能と処理コストなどの情報に基づいて、LCD
水処理システム導入戦略を策定する計画である。

カトマンズにおける水安全性指標を開発し、LCD水処理システムが必要な場所に
設置された場合やメラムチからの導水が行われた場合などについて、開発された

指標による評価を行う。

5-4. 活動5-3の提案を踏まえて、浅
層地下水及び表流水の処理シ

ステムの普及戦略を策定し、

公式化する。

5-5. カトマンズに水処理システム
を導入した際の水安全性の向

上とその波及効果について定

量的に評価する。

技術移転の方

法・内容

技術移転の方法 技術移転がカウンターパートに対

して的確に行われたかどうか。

• 初年度はカウンターパート（CDG）の学生 18 名を対象に現地調査のための技術
トレーニングを実施した。当該年度は、初年度に現地トレーニングを実施した学

生が、新たに参加した 50 名の学生にトレーニングを行う方式で現地での継続的
な技術移転を実施し、採水地点の設定、試料の採取、現地水質分析、地下水位の

測定、水利用状況の聞き取り調査等の現地調査方法を共有した。

• 現地調査方法や採取した試料やデータの管理の詳細をマニュアル化し、複数のチ
ームが同時に調査を行える体制を整えた。乾期の広域調査においては、カウンタ

ーパートが主導で調査井戸の選定、調査計画と現地調査の一連の作業を実施し、

広域調査を完了することができた。一方、日本側メンバーはこれらの作業過程の

確認及び問題点の指摘を行い、適宜改善の依頼を行った。

• 2015年 8月 20～22日に 18名、2015年 12月 27～31日 11名の IOE学生や NGO
職員を IOE実験室に受け入れ、水質分析に関する研修・トレーニングを実施する
ことにより技術移転を行った。また、このトレーニング用に水質分析テキストを

作成して参加者に配布した。

• 第 2回ベースライン調査実施のために、第 1回調査結果に基づいて、質問項目や
調査方法の改良、及び調査の継続性確保の手法に関してカウンターパートとの詳

細な打合せを行い、また日本側メンバーのネパール訪問時に調査員に対する研修

を実施し、手法の移転と習得を図った。

活動の変更 変更、追加、削除され

た活動の有無

変更もしくは、追加、削除された

活動はあるか。

• 地震と燃料不足の影響で現地調査の中止や規模縮小を余儀なくされ、全体的に当
初計画よりは進展が遅れているものの、削除された活動はない。
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
ステークホルダ

ーの関係 
プロジェクトチーム

内、プロジェクトチー

ムと他のステークホ

ルダーとの関係 

定期会議、運営調整委員会が開催

され、課題解決のために機能して

いるか。 
日本人専門家とカウンターパート

間で相互コミュニケーションは十

分に行われているか。 

• プロジェクトに関係する複数組織の連携は困難な部分もあるが、これまでに 3回
開催された合同調整委員会（JCC）において、計画策定や進捗報告を行い連携の
強化に努めてきた。 

• 不定期ではあるが、年 4回程度、ネパール側のWGリーダーミーティングが自主
的に行われている。 

• 両国専門家及び研修員、学生の派遣・招へいを通じて、全 5グループ間で活発な
コミュニケーションがとられている。  

オーナーシップ カウンターパートの
オーナーシップの有

無 

ネパール国関係者、カウンターパ

ートはプロジェクト活動に十分参

加しているか。 
先方予算は計画どおり確保、支出

されているか。 

• 2014 年から 2016 年の期間、MWSS 傘下の KVWSMB から年間 100 万 NPR の研
究補助金が配賦されている。カウンターパート職員の来日費用を除く、現地活動

に係る費用（ネパール側職員の給与、日当、旅費、資機材のメンテナンス費）は

各カウンターパートの予算及び KVWSMBの追加予算により賄われている。 

モニタリング・

評価  
モニタリング・評価の

結果及びプロジェク

トの達成状況 

モニタリング・評価・フィードバ

ックの実施体制は構築されている

か。 

• これまでに 3回の JCCが開催されている。（第 1回：2014年 6月 22日、第 2回：
2015年 4月 3日、第 3回：2016年 6月 20日）。また、地震発生後の 2015年 7月
26日にプロジェクトの全体にかかわる情報交換と結束強化について議論し、方向
性を決定し、共有した。 

他ドナーとの関

係 
他ドナーとの協力関

係、支援内容の重複 
他ドナーとの協力、連携の事例は

あるか。 
• 現時点で他ドナーとの協力、連携の事例はない。 
• 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）企画提案・国際シン
ポジウム（持続可能な水管理に向けたスマート水システムの世界展開）の実施

（2015.12.5-6） 
関連する他ドナーの活動： 
• アジア開発銀行（ADB）はカトマンズ盆地内の給水施設整備、セクター改革支援、
地方都市部の施設整備・能力強化を実施している。 

• 世界銀行（WB）は地方の小規模村落を対象とした給水施設整備の支援を行って
いる。 

• ユニセフ（UNICEF）は、「水と衛生（WASH）プログラム」などを通して、安全
な水の供給を目的とした支援を、地方を中心に実施している。 

阻害、貢献要因 活動進捗、成果達成、
目標達成に阻害、貢献

する要因の有無 

人事異動等がプロジェクトの実施

プロセスに影響を与えたか。 
• 五つのWGすべてにおいて、2015年 4月の地震と、9月に議会で可決された新憲
法に対する抗議行動に端を発するインド国境付近での物流停滞の影響を受け、全

体的に実施計画の修正を余儀なくされた。 
• 監督省庁が MOUD（Ministry of Urban Development）からMWSSへ再編されたこ
とによる直接的な影響はない。 

• 監督省庁の再編による次官補の交代は、両国代表が JCC議長でもある次官補に対
してプロジェクトの趣旨と概要を説明し、その後も協議を重ねることで、当初と

同等かそれ以上の協力を得ることができている。 
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 

 社会実装 社会実装に向けた取

り組み 
研究成果の社会還元のために、ど

のような取り組みが実施された

か。もしくは実施される計画か。 

• SATREPS 企画提案によるカトマンズでの国際シンポジウム「持続可能な水管理
に向けたスマート水システムの世界展開－アジア及びアフリカでの自立分散型

水処理技術・水管理技術を点から面へ－」を開催し、「熱帯地域に適した水再利

用技術の研究開発」（2008 年度採択、代表：山本和夫）、「アフリカサヘル地域の
持続可能な水・衛生システム開発」（2009 年度採択、代表：船水尚行）と当該プ
ロジェクトを紹介し、100名を超える参加者及び現地メディアを通して、SATREPS
で得た知見を社会還元した。 

 

3. 評価 5項目 
調査項目 

調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 
 小項目 

妥
当
性 

1．国家政策にみる
優先課題 

ネパールの気候・生態系変

動に関する開発政策、政策

との整合性 

ネパール国政策との整合性 • ネパール政府の国家開発戦略の最上位に位置づけられる「第 13 次アプ
ローチ・ペーパー」において、「安全な飲料水と衛生サービス」を最優

先課題として掲げており、基礎的給水サービス 96％、衛生サービス 90％
の達成を目標としている。 

• 「国家水計画」では 2017 年までにすべての人に対して信頼できる給水
及び衛生サービスを提供することを目標としている。 

その他の政策との整合性 • 飲料水確保のためにメラムチ給水計画の第 1期の給水では需要量に追い
つかないことが予想され、プロジェクトで進めている LCDの重要性は、
政府関係者にも認識されている。 

2．必要性 受益者のニーズとの整合性 カウンターパートのニーズ 
受益者のニーズ 

• 給水サービスは不十分であり、上水道普及率は全国で 18％（都市 53％、
農村部 10％）。 

3．計画の妥当性 計画設定の妥当性 計画の設定は適切か。 • 本事業は、日本及びネパールの研究者が、カトマンズ盆地の水資源セク
ターに関連する行政機関も巻き込み共同で調査と研究を実施し、ネパー

ル国のカトマンズ盆地全域での総合的水資源管理を実現するための「水

の安全性の診断技術」の向上を図り、低コストでかつ優良な技術を用い

た水処理システムの開発を通じ、カトマンズ盆地における水資源の管理

体制の強化を目的としている。 
• 研究成果の社会実装を考慮し、行政機関の巻き込みを計画に取り込んで
いる。 

妥当性に欠いた要因 妥当性に欠いた要因はあるか。 • 妥当性に欠いた要因は特にない。 
4．プロジェクトア
プローチの適切

性 

研究テーマの妥当性 研究テーマの選定は適切か。 
 

• カトマンズ盆地の現在の人口増加を考えると、水需給ギャップや水質悪
化はさらに深刻化することが予想され、水供給の質と量の両面からの改

善は喫緊の課題となっている。WG 1～5は、これらの課題に対応してお
り、研究テーマの選定は適切であると考えられる。 
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調査項目
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

小項目

カウンターパート選定の妥

当性

カウンターパートの人数、選定方

法は適切か。

カウンターパートに十分な能力が

備わっているか。

• 直接的な受益者は、実施機関となる IOE、MWSS、KVWSMB の上下水
部門の行政担当者、KUKL の上下水分野の技術者及び関連する NGO 等
のその他機関の上下水分野の担当者である。

受益者の選定の妥当性 プロジェクトサイトの選定等、受

益者の選定方法は適切か。

• 最終的な受益者は、実施対象地域となるカトマンズ盆地に居住する住
民、約 270万人である。

日本の技術の優位性 日本の技術の優位性を生かした事

例

• 本分野における支援実績として、「地方都市における水道事業強化プロ
ジェクト」（技術協力プロジェクト）（2010年～2013年）や、「水道政策
アドバイザー」派遣（2003年～）が行われている。また、無償資金協力
及び円借款「メラムチ上水計画」を通じて、カトマンズ盆地及び地方都

市における上水施設・浄水場建設の支援を行い、上水道分野に係る人材

育成・組織・施設強化に取り組んでいる。

5．日本政府援助方
針との整合

日本の ODA における優先
課題との整合性

わが国の政策・計画との整合性

対ネパール国	 国別援助方針

• わが国の対ネパール国別援助方針（2012 年 4 月）において、「社会・経
済インフラ整備」を重点分野として掲げ、対ネパール JICA 国別分析ペ
ーパー（2013年 4月）においても「都市環境改善プログラム」にて都市
部の上下水道整備が重要と分析している。プロジェクトはこれらの方針

及び分析と合致している。

有
効
性

1．プロジェクト目
標の達成見込み

プロジェクト目標達成の状

況

プロジェクト目標達成の状況・可

能性

• 「1．プロジェクト目標の達成状況」を参照

プロジェクト目標達成にかかわる

促進、阻害要因

• 「1．プロジェクト目標の達成状況」を参照

2．成果とプロジェ
クト目標の間の

因果関係

各成果の達成度及びプロジ

ェクト目標達成への寄与

各成果の確認項目に基づいた達成

度及びプロジェクト目標達成への

貢献度

• 水資源診断（WG 1）、水質診断（WG 2）、微生物・公衆衛生診断（WG 3）、
水処理導入シナリオ・評価（WG 5）の各成果を活用し、水処理技術を開
発（WG 4）することにより、プロジェクト目標である、カトマンズ盆地
における上水資源の管理体制の強化をめざすというプロジェクト設計

になっている。

• 上水資源の管理体制の強化に向けては、関連する各アクターの巻き込み
が重要であり、政府間技術協力プロジェクト合意文書（R/D）で計画さ
れた各活動には、研究機関のみならず実施機関、政策決定者も含まれて

いる。
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
プロジェクト目標達成に影

響する外部の状況 
 

プロジェクト目標達成に影響する

外部条件の有無 
• プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）にはプロジェクト目標
達成の外部条件は設定されていない。しかしながら、2015年 4月に発生
した地震、憲法改正による政治的な混乱、省庁の再編と、それに伴う人

員交代がプロジェクト目標の達成に影響をしていた。 

効
率
性 

1．投入の進捗 投入進捗の状況 日本側：専門家派遣、機材供与、

本邦研修、ローカルコスト 
• 「1．投入の実施状況」を参照 

ネパール側：カウンターパート人

員の配置、プロジェクト運営経費 
• 「1．投入の実施状況」を参照 

投入の適切性 専門家の分野の適切性、研修受講

生の満足度 
日本、ネパール側の投入の時期、

品質及び量の満足度 

• 地震の影響により、専門家派遣の時期や資機材の調達に計画からの遅れ
が生じている。プロジェクト関係者の努力により、致命的な遅延はない

が、プロジェクトの進捗状況を十分に確認し、プロジェクト期間延長の

検討について検討が必要である。 
2．成果の達成状況 成果 1から成果 5の達成状

況 
指標にみる成果達成の状況 • プロジェクト目標の各指標は、中間レビュー調査時点で順調に達成され

た。指標で設定されている「ネパール側関係者の能力強化」の目標値が

明確ではないものの、プロジェクト活動を通じた人材育成や、本邦研修、

現地研修を通じた能力強化により、プロジェクト開始前に比べてネパー

ル側関係者の能力は向上している。 
3．投入、活動及び
成果の間の因果

関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果達成のための投入の妥

当性 
人員等のプロジェクト・リソース

投入における過不足の有無 
ネパール側活動費の支出状況 

• プロジェクト・リソースの投入に大きな問題はない。 
• MWSS 傘下の KVWSMB から年間 100 万 NPR の研究補助金が配賦され
ている。カウンターパート職員の来日費用を除く、現地活動に係る費用

（ネパール側職員の給与、日当、旅費、資機材のメンテナンス費）は各

カウンターパートの予算及び KVWSMB の追加予算により賄われてい
る。 

成果達成の外部状況の影響 成果達成のためのその他の外部条

件： 
①地元の行政機関や地域住民が、

プロジェクト実施に協力する。 
②政府が、上水資源管理を改善す

る政策を変更しない。 

• WG 5では、1,500家庭を対象とした調査を実施し、フォーカスグループ
ディスカッションでも住民の参加を得ている。また、WG 4では、各種
水処理装置を市内に配置し実証実験を行っている。このことから、地元

の行政機関、地域住民からプロジェクト活動に対する協力は得られてい

るものと考えられる。 
• 現時点では、政府の上水資源管理の改善に関する政策について、大きな
変更はみられない。 
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調査項目 
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

 小項目 
4．類似プロジェク
トとの連携 

 

JICAの類似プロジェクト及
び他ドナーのプロジェクト

との連携・相乗効果 
 

他のJICAプロジェクトとの連携・
相乗効果 

• 三つの SATREPSプロジェクト、「熱帯地域に適した水再利用技術の研究
開発」「アフリカサヘル地域の持続可能な水・衛生システム開発」及び

「微生物学と水文水質学を融合させたネパール・カトマンズの水安全性

を確保する技術の開発」の経験やプロジェクト推進戦略・モデルをプロ

ジェクト間で共有し、自律分散型水処理技術・水管理技術の世界展開と

カトマンズへの社会実装を加速するために国際シンポジウムを実施し

た。 
他ドナーのプロジェクトとの連

携・相乗効果 
• これまで具体的な連携はとられていなかったが、プロジェクトの将来的
な活用のために、水安全性マップやそれに付随するデータと知見の共有

が進められる見込みである。 

イ
ン
パ
ク
ト 

1．上位目標達成の
見込み 

上位目標達成の見込み プロジェクト目標の達成状況に基

づく上位目標達成の見込み 
• プロジェクトは SATREPSのため、PDMに上位目標の設定はない。 
• 水安全性診断を導入した水処理システムとその導入ガイドライン・効果
検証のパッケージ（カトマンズモデル）が複数地域で検証され、本技術

の実用ノウハウを蓄積することをめざしており、カトマンズモデルが新

たな日本ブランドとして、世界の水ビジネスへ展開することを最終的な

目標としている。 
2．因果関係 上位目標とプロジェクト目

標の因果関係 
上位目標とプロジェクト目標が乖

離していないか。プロジェクト目

標の達成が、上位目標の達成に寄

与するか。 

• プロジェクト終了後、3 から 5 年以内に、最終的な目標（カトマンズモ
デルの展開）を実現させるためには、水処理システム導入ガイドライン

と効果検証のパッケージの研究を継続的に実施する必要がある。 

3．正のインパクト 
 
 

プロジェクトによる正のイ

ンパクト 
プロジェクトに起因する正のイン

パクトの有無 
• KUKL、KVWSMB、上下水道局（DWSS）、MWSS などの政策決定者に
対して、他地域における水安全性確保のためのモデルを提供した。プロ

ジェクトを通じて、水安全性確保のための大学、研究機関等の意識の向

上がみられる。 
• 政策決定プロセス、及び他ドナーによる投資計画の策定、活動の実施等
において、水安全性マップやそれに付随するデータといったプロジェク

トの成果品が活用される見込みである。 
• ネパールの水セクターを担う、若手人材の育成が進められている。また
ネパール、日本両国の学生による積極的な参加による、幅広い能力開発

が進められている。 
プロジェクトによる負のイ

ンパクト 
プロジェクトに起因する負のイン

パクトの有無 
• 負のインパクトは特にみられない。 

持
続
性 

1．政策面 政策支援が協力終了後も継

続される可能性 
関連政策の継続可能性は高いか。 • プロジェクトとネパール側の政策の整合性は高く、給水カバー率向上は

ネパールの優先課題であることから、政策的な持続性は高い。 
• メラムチ給水計画の補完的なアプローチとして、プロジェクトには高い
関心と期待が寄せられている。 

• 政策決定者への情報共有と政府機関の継続的な巻き込みが必要。 
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調査項目
調査の視点/調査事項 指標・評価項目 関連する情報/評価結果 

小項目

2．組織面 カウンターパート機関の活

動実施体制

プロジェクト終了後に研究並び

に、研究成果の活用を継続するた

めの体制

• プロジェクトの出口戦略を、関係者間で検討、共有する必要がある。
• WG 2は、プロジェクト終了後に研究活動を継続するための機材が不足
しているという意見がカウンターパートから挙げられている。

• プロジェクト終了後にも、ネパール側の関係機関同士の連携体制を維持
する必要がある。現時点で十分な連携がとられておらず、改善の余地が

ある。

3．財政面 活動の継続に必要な財源確

保の可能性

プロジェクト終了後の必要予算確

保の見込み

• 中間レビュー時点で、ネパール側の予算配賦は、研究機関について将来
の予算確保の見通しが良いとはいえない。政府との連携が必要。

• 持続性確保のために、KVWSMB、KUKLの継続的な予算の配賦、TUの
研究予算の確保が必要である。特に、供与された資機材の維持管理費の

確保が必要である。

4．技術面 活動の継続に必要なカウン

ターパートの能力開発の状

況

カウンターパートへの技術移転の

状況

• プロジェクトでは、カウンターパートへの技術移転、能力強化に特に注
力している。ネパール側、日本側双方の若い研究者の人材育成は着実に

進められている。

• 本邦研修参加者は候補者選定パネル（CSP）で選定しており、そのプロ
セスは適切である。本邦研修参加者にはカウンターパートの正規職員も

含んでおり、技術的な継続性は確保できている。

－
105－



 
 

 

ネパール国	 微生物学と水文水質学を融合させたネパールカトマンズの水安全性を確保する技術の開発プロジェクト 

質問票 

JICA地球環境部では、本案件の中間レビュー調査を2016年11月14日（月）から11月30日（水）の日程で実施予定です。本質問票は、中間レビュー調査団が評価報告書

を作成するにあたり、事業関係機関からプロジェクトに関する情報を提供頂くとともに、プロジェクトに関する事実関係を確認するためのものです。ご多忙中誠に恐縮な

がら、下記質問事項にご回答頂けますと幸いです。本事業のみならずJICA事業の改善のために貴重な資料となりますので、忌憚のないご意見を頂きたくよろしくお願い

申し上げます。なお、本質問表は、11月1日（火）を目途に、評価分析担当コンサルタント岡野（t-okano@icons.co.jp）までメールにて送付頂けますようお願いいたします。 

1．プロジェクトの実施プロセス 

質	 問 ご回答 

1.   プロジェクト活動における関係者の役割分担は明確ですか？  

2.   各研究グループには複数の組織が参加していますが、ネパール側組織間の連携は円

滑に行われていますか？ 

 

3.   日本側専門家とネパール側プロジェクト関係者との間で十分な意思疎通が行われ

ていますか？ 

 

4.   省庁再編や人事異動などが起きた場合、活動への影響はどのようなものでしょう
か？	 また、それらに対してどのような対処がなされていますか？ 

 

5.   プロジェクト開始以降、変更もしくは、追加、削除された活動はありましたか？  

 

2．5項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性） 

質	 問 ご回答 

1. プロジェクトのアプローチは、安全な飲料水と衛生サービスに関する、現行のネパ

ール国政府の政策や戦略と現時点でも整合していますか？【妥当性】 

 

2. プロジェクトの目標、投入（活動、専門家派遣、予算、資機材など）は、現時点で

もカウンターパートのニーズに合致していますか？【妥当性】 

 

３
．
質
問
票
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質	 問 ご回答 

3. プロジェクト目標及び成果の指標の設定水準は適切ですか？	 過去の PDMの改訂
による指標の設定は適切なものでしたか？【有効性】 

 

4. 他の組織（ネパールの研究機関、WB、ADB、UNICEF等の他ドナー、他 JICAプ
ロジェクトなど）との協力活動は行われましたか？【効率性】 

 

5. 日本側の投入（専門家派遣、予算、資機材など）について、タイミング、量、質は

適切でしたか？【効率性】 

 

6. カウンターパートの人数、能力、プロジェクトへの参加度合いは適切でしたか？【効

率性】 

 

7. R/Dではプロジェクトの実施に必要な費用のうち、ネパール側の職員の給与、日当、
旅費、機材の管理運営費等をネパール側の負担事項としています。ネパール側のこ

れらの予算は適切に確保、支出されていますか？【効率性】 

 

8. 本邦研修参加者の選定プロセスは適切でしたか？【効率性】  

9. 本邦研修参加者は研修で学んだ内容をプロジェクト活動においてどのように活用

していますか？【効率性】 

 

10. 本事業を実施したことにより、想定しなかった正・負の波及効果はありましたか？
【インパクト】 

 

11. これまでに、プロジェクト実施による、ネパールの水分野における政策的、制度的、
及び社会的なインパクトはみられますか？【インパクト】 

 

12. プロジェクト終了後のネパール側の政策的、組織的、財政的、技術的な持続性は高
いと思いますか？【持続性】 

 

13. プロジェクト成果の社会実装に向けて、どのような取り組みが実施、もしくは検討
されていますか？ 
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3．プロジェクト目標、成果の達成状況 

質	 問 ご回答 

プロジェクト目標の

達成状況 
1. 統合水安全性マップの作成は計画どおりに実施されてい

ますか？	 進捗状況をご記入ください。（指標 1） 

 

2. 統合水安全性マップに基づいた、表層地下水及び表流水の

処理システムの普及戦略の策定、公式化への取り組みにつ

いて、進捗状況もしくは計画をご記入ください。（指標 2） 

 

3. プロジェクトで開発した水処理システムの設置状況、及び

設置計画についてご記入ください。（指標 3） 

 

4. 統合水安全性マップの再評価について、進捗状況もしくは

計画をご記入ください。（指標 4） 

 

成果 1の達成状況 1. 成果 1の達成状況について、「水資源空間分布と長期変動
傾向に関する報告書」（指標 1-1）、「上水資源に関する水安
全性マップ」（指標 1-2）及び「代替水資源の開発の可能性
に関する報告書」（指標 1-3）の作成状況、もしくは計画に
ついてご記入ください。 

 

2. 研究活動を通じたネパール側研究者の能力開発について、

プロジェクトがめざす能力開発の目標はどのようなもの

でしょうか？	 また、その目標に対して、どの程度、能力

開発が進んでいますか？（指標 1-4） 

 

成果 2の達成状況 1. 成果 2 の達成状況について、「水質に関する水安全性マッ
プ」（指標 2-1）の作成状況についてご記入ください。 

 

2. 研究活動を通じたネパール側研究者の能力開発について、

プロジェクトがめざす能力開発の目標はどのようなもの

でしょうか？	 また、その目標に対して、どの程度、能力

開発が進んでいますか？（指標 2-2） 

 

成果 3の達成状況 1. 成果 3 の達成状況について、「水系感染症に関する水安全
性マップ」（指標 3-1）及び「浄化微生物の分布に関するマ
ップ」（指標 3-2）の作成状況についてご記入ください。 
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質	 問 ご回答 

2. 研究活動を通じたネパール側研究者の能力開発について、

プロジェクトがめざす能力開発の目標はどのようなもの

でしょうか？	 また、その目標に対して、どの程度、能力

開発が進んでいますか？（指標 3-3） 

 

成果 4の達成状況 1. 成果 4 の達成状況について、「現地の事情に即した省資源
型上水処理システムの試作品」の開発状況についてご記入

ください。（指標 4-1） 

 

2. 研究活動を通じたネパール側研究者の能力開発について、

プロジェクトがめざす能力開発の目標はどのようなもの

でしょうか？	 また、その目標に対して、どの程度、能力

開発が進んでいますか？（指標 4-2） 

 

成果 5の達成状況 1. 成果 5 の達成状況について、「水処理システムの社会実装
と普及に向けた経済的及び社会的評価」の実施状況につい

てご記入ください。（指標 5-1） 

 

2. 研究活動を通じたネパール側研究者の能力開発について、

プロジェクトがめざす能力開発の目標はどのようなもの

でしょうか？	 また、その目標に対して、どの程度、能力

開発が進んでいますか？（指標 5-2） 

 

成果 1～5の達成状
況 

1. 各研究グループの査読付き論文の掲載数、及び学会での口

頭発表件数をご記入ください。（指標 1-5、2-3、3-4、4-3、
5-3） 
 

研究グループ 1： 

研究グループ 2： 

研究グループ 3： 

研究グループ 4： 

研究グループ 5： 

その他にコメント等

がございましたら、

ご記入ください。 

 
 
 

ご協力ありがとうございました。 
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※サンプルとしてWG 1向け質問票を添付 

Mid Term Review Survey for 

Hydro-Microbiological Approach for Water Security in Kathmandu Valley, Nepal 

Questionnaire to the Working Group 1  

JICA will conduct the Mid-Term Review of the “Hydro-Microbiological Approach for Water Security in Kathmandu Valley, Nepal” （hereinafter: the 

Project） from 14th November to 2nd December 2016. In order to review and evaluate the inputs, activities and achievements of the Project, we kindly request 

you to answer the following questions and send soft copy to Evaluation Team （Okano email: t-okano@icons.co.jp） by 4th November. Your contributions will 

remain anonymous and confidential.  

Your Name:	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

Position / Organization：	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

1. Implementation Process 

Question Answer 
1 Please describe your role, responsibility and activities in this Project  

 
 

2 How is the work progress on research activities of WG 1 with reference to 
the original plan?  

 
 
 

3 Are there any challenges on the implementation of the research activities? 
How have the factors affected the progress of the Project? 

 
 
 

4 Are there any promoting factors on the implementation of the perfect? How 
have the factor affected to the progress of the Project? 

 
 
 

5 Is there good communication between Nepalese scientists and Japanese 
scientist? How often do you hold meeting regarding the Project activities? 
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Question Answer 
6 Have personnel transfer affected to the implementation of the Project?  

 
 

 

2. Achievement of the Project  

Question Answer 
1 Looking at the present situation, how much do you think the Project 

purpose is being achieved by the end of the Project period? 

Project Purpose: Management system on potable water resources - 
shallow and deep groundwater, and surface and rain water - is 
enhanced. 

 

2 How do you recognize the achievement of the Working Group 1 so far?  

Output 1: Potable water resources situation, including water demand, 
consumption and supply in Kathmandu Valley, is studied and future 
forecast is conducted. 

 
 

3 How do you recognize the progress of elaboration of a report on 
spatio-temporal distribution of water resources and the long-term variation 
trends?  

 

4 How do you recognize the progress of elaboration of an integrated water 
security map of potable water resources? 

 

5 How do you recognize the progress of elaboration of a report on 
possibilities of developing alternative techniques to utilize water resources? 

 

6 How do you recognize the achievement of capacity development of the 
Nepalese researchers through the project activities? Please provide 
examples supporting your opinion. 
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3. Five Evaluation Criteria （Relevance, Effectiveness, Efficiency, Impact and Sustainability）

Question Answer 
1 Does the Project still satisfy the need of Nepalese scientists and local 

communities? 

2 Does the Project still consistent with national policies and strategies of 
Nepal? 

3 Was the dispatch of Japanese scientists appropriate in terms of number, 
expertise, length and timing of their assignment? 

4 Was the provision of equipment from Japanese side appropriate in terms of 
types, quantity and timing of procurement? 

5 Are there any problems in the inputs from Nepalese side including human 
resources, facilities and budget? 

6 How effective were the trainings in Japan? Are the training participants 
applying the knowledge and skills to Project activities? 

7 What do you think is the major impact of the Project so far or/and in future? 

8 What is the challenge to secure the sustainability of the Project? What is the 
solution for the issue? 

9 If you have any comments: 
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インタビュー調査 面談記録

日時：11月 16日 10:00～11:00 

場所：IOE（トリブワン大学工学部） 

面談相手：Dr. Narendra Man Shakya（IOE /Project Manager / WG 1リーダー） 

活動の進捗

・	 地震、国境での物流の停滞により活動の進捗に遅れがある。それが原因となりワーキンググ

ループ（WG）2 の調査が遅れ、WG 1 の活動にも影響をしている。地図の検証のためには

WG 2の情報が重要であるが、必要なデータが適時に入手できなかった。 

・	 人員が不足していることも問題。現在はインターンの学生を調査に使っているが、インセン

ティブがないため、関係者のモチベーションを維持することが困難な側面もある。

成果指標

・	 指標 1-1 は十分に達成されており、論文発表が可能な状態。指標 1-2 は実施中であり、指標

1-3は活動が開始されたばかり。

人材育成

・	 プロジェクトを通じた人材育成の成果は、現時点で 90点と考える。非常に満足している。本

邦研修に参加した学生の学位論文は、プロジェクトに関連したテーマとしている。

・	 人材育成の対象として、パーマネントの職員を派遣できない理由は、各職員の専門性からみ

た妥当性がないためであり、主に学生の派遣となっている。

・	 学生の卒業後の進路はさまざまではあるが、基本的にはネパールの水分野における専門家に

なる。

プロジェクトの投入

・	 日本人専門家の派遣は非常に短い。限られた滞在期間を可能な限り有効に使う努力をしてい

る。コミュニケーションに難しさはない。ネパール側の投入も十分。

・	 IOEのラボの改修、機材の提供は適切に行われた。 

社会実装・持続性

・	 WG 1～3で作成する水安全性マップの利用者はカトマンズ盆地水供給ボード（KVWSMB）、

カトマンズ盆地水道会社（KUKL）を想定している。メラムチ給水計画が進んでおり、2017

年の 9 月には第 1 次の給水が始まる予定であるが、カトマンズ盆地内の必要量の 1/3 しか満

たすことができない。将来的にカバーできる地域は増える見込みであるが、それまでの 10年

程度の期間に、政策決定者に利用してもらう。また、ローカル NGOや他の支援プロジェクト、

地方自治体も使えるように、Friendlyな地図にコンバートすることも検討したい。 

・	 WG 1で実施している分析は継続していく。そのためには、調査のモデルを確立する必要があ

る。KVWSMB は約 300 地点の深井戸のデータを保持しているが、浅層地下水のデータにつ

いては KVWSMB、KUKLは保持していない。モデルが確立すれば、KVWSMB、KUKLがデ

ータ収集を継続的に実施することができるようになる。

・	 水安全性マップの更新は、ユーザーである KVWSMBや KUKLが実施していくものであるが、

担当者が異動をすることや、若手の人材不足が課題。IOE は、水安全性マップを更新するた

めのサポートをすることはできるが、その主体ではない。

4．面談記録
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プロジェクト実施体制

・	 インセンティブが少ないことから、職員の動機づけに難しさがある。本邦研修への参加の可

能性もあり、学生はモチベーションが高い。

・	 官学連携のために、KUKL や KVWSMB とのコラボレーションができるように、組織間の調

整をしていく必要がある。

プロジェクトの後半に向けて

・	 プロジェクトの後半では出口戦略を確立する必要がある。これについては、WG リーダー間

でも共通の認識がある。例えば、WG 1については、1年前にマニュアルを作成したが、すべ

ての活動に対してマニュアルを作成するのがよいのではないか。

・	 また、プロジェクトで確立したマニュアルをアップデートする仕組み、別の地域へ普及させ

るためのフレームワークをつくることが望ましい。

日時：11月 16日 13:10～14:00 

場所：IOM（トリブワン大学医学部） 

面談相手：Dr. Jeevan B Sherchand（IOM / WG 3リーダー） 

活動の進捗

・	 WG 4のメンバーは現在 4名。新しく 1名が活動に参加した（Mr.Takadhi / PhD学生）。 

・	 計画された活動の約 70％は達成されていると考えるが、実施中の活動も多い（日本人専門家

の認識では 30％の達成状況）。地震の影響により活動ができなかった期間があり、それによ

り遅れが生じている。

プロジェクトの投入・実施体制

・	 供与機材の管理に問題がある。プロジェクトを通じてラボにさまざまな機材が設置されたが、

取り扱い方法が不確かで、プロジェクト活動終了後のメンテナンスにも不安がある。そのた

め、1日でもよいので使用方法を指導する研修の機会を設けてほしい。 

・	 また、プロジェクト終了後の機材の管理費用、消耗品の調達にも不安が残る。IOM からの予

算は、水関係の研究への優先度が低いため、予算の確保に問題がある。

・	 スタッフの日当等についても支出できないため、職員のモチベーションの維持に課題がある。 

・	 現在は、世界保健機関（WHO）、環境エネルギー・水研究センター（CREEW）から研究予算

を獲得しているが、小規模なものである。

・	 日本人専門家とは主にメールでやり取りをしている。日本人専門家の派遣期間は非常に限ら

れており、十分ではない。また、滞在中に研究に注力していることもあり、十分な議論がで

きていない。

・	 研究の成果の共有ができておらず、研究成果の発表の機会で初めてその成果を知ることもあ

る。日本人専門家とネパール側研究者で随時情報をシェアする機会が必要。ネパール側は随

時、研究成果やデータを日本人専門家に提供している。

成果指標の達成

・	 指標 3-1、3-2は現時点ではまだ達成されていない。活動を継続中。 

人材育成
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・	 人材育成について、長期本邦研修に参加した学生は、研修終了後に他の職業機会を見つけて

いなくなるおそれがあるため、あまり長期の研修には出したくない（実際にそのようなケー

スが複数回あったとのこと）。最大でも 3カ月程度の研修が適切であると考える。 

・	 人材育成への満足度は現時点で 50％ほど。ただし、プロジェクトを通じた能力強化は、学生

へのインセンティブとなり、動機づけができる。新たに活動に参加したメンバーは能力強化

が主な動機づけとなっている。

WG間の連携 

・	 WG間のミーティングは活発に行われている。特に Map作成のために、WG 1～3の情報共有

や、WG 4、5との調整は円滑に行われており、問題はない。 

社会実装

・	 水質検査の結果に基づき作成したマップの利用者は KUKL、KVWSMBを想定している。 

日時：11月 16日 15:25～16:15 

場所：CREEW（NGO） 

面談相手：Dr. Rabin Malla（Creew / WG 4） 

CREEWの役割 

・	 CREEW は山梨大学との委託契約に基づき、現地適応・小型・分散型（LCD）の開発に係る

調査を実施。職員数は 10名。 

人材育成

・	 本邦研修（2014年）に参加した、Ms. Meera Prajapatiは現在産休中。研修から戻ったあとには、

研修で学んだ知識を活用した業務を行った。

・	 プロジェクトで提供されたフィールド機器を用いた調査は、能力強化の面で大いに役立って

いる。

活動進捗

・	 地震の影響で LCDの導入が遅れ、それによる進捗の遅れがある。 

・	 スピードアップすれば、プロジェクト期間中に活動を完了し、成果目標の達成は可能である

が、1 年、ないしは半年の期間の延長があれば、より多くのデータをとることができ、より

良い成果が出せると考えている。

社会実装・持続性・メラムチ給水計画との連携

・	 メラムチ給水計画でカバーできない場所に対して、LCDは有効。 

・	 社会実装、持続性の確保に向けては、KVWSMB、KUKLの巻き込みが重要。 

・	 給水衛生省（MWSS）がイニシアティブをとり、プロジェクトを実施する必要がある。 

・	 これまでに、他ドナーの活動で多くの LCDが開発されたが、費用面が問題となり、あまり活

用されていない。プロジェクトの LCDは効率性とコスト面での強みがあるため、KUKLは期

待している。良い LCDが開発されれば、KUKL及びコミュニティで継続的に利用される。管

理も可能。

実施体制

・	 基本的には調査結果を日本側にのみ提供しているが、ネパール側の関係者に情報を提供する
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こともある。LCDは継続的に研究中。 

日時：11月 17日 9:30～10:30 

場所：CDG（トリブワン大学地質学部） 

面談相手：Dr. Suresh Das Shrestha （CDG / WG 2リーダー） 

活動の進捗

・	 WG 2の収集したデータは、他のWGの活動にも活用される。2014年のデータ収集は、カウ

ンターパート職員、学生への指導・研修の役割が大きく、地震の影響で 2015年度の広域調査

ができなかったこともあり、1 年のうち、雨期と乾期の適切なデータがそろっているのは 1

年分だけである。降雨は水質にも大きく影響する。そのため、水安全性マップの作成におい

て、その精度に問題がある。

・	 ただし、データ収集の作業は水安全性マップの第 1 版が作成されたあとも継続できるので、

継続的に実施をすることで、問題を改善できる。

・	 仮にあと 1 年の期間延長が可能であれば、さらに 1 年分のデータセットをそろえることがで

きるため、水安全性マップの精度の向上が期待できる。半年の延長であったとしても、デー

タ収集の機会が増えれば、その分、質は向上させることが可能。

実施体制

・	 現在 WG 2のメンバーは 4名だが、全員多忙で、あまり連絡をとる機会がない。うち 2名は

海外にいて、ほとんど連絡もとれない〔アジア工科経営大学（AITM）、ネパール科学技術ア

カデミー（NAST）〕。KUKLのカウンターパートとは連絡をとり合っているが、直接会って議

論をする機会は少ない

・	 日本人専門家とのコミュニケーションは主にメールを用いている。滞在期間が非常に限られ

ているが、現地での活動の開始前には対面で調査に関する情報の共有をしている。

成果指標の達成

・	 指標 2-1 に関する活動は現在も継続中。プロジェクト期間中には間違いなく達成されるが、

前述のとおり、乾期・雨期の 1 年間のデータがそろっているものが 1 年分しかないことで、

水安全性マップの検証に十分なデータを使えないことが課題。

人材育成

・	 CDG では、プロジェクトへの学生の積極的な参加があり、約 50～60 名がかかわっている。

山梨大学の学生との交流も CDG学生たちにとって良い刺激となっており、新しい視点から課

題をとらえる機会となっている。

・	 人材育成については、現時点の満足度は 80 点。CDG の修士学生が長期研修、講師が短期研

修に参加している。長期研修生の修士論文はプロジェクトと関連するテーマを選択させてお

り、修士課程の終了後もプロジェクトの成果として活用可能。研修の成果は、これから明ら

かになる。

プロジェクトの投入

・	 一方で、機材の不足が課題でもある。IOM、IOEにはラボが作られたが、CDGには十分な研

究設備がない。そのため試料を日本に持ち帰り分析を行っているが、プロジェクト終了後に、
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小規模ながらも、継続的に同様の研究をするためには設備が必要。 

・	 提供されたフィールドの機材は、十分に活用されており、技術の習得にも役立っている。取

り扱いが複雑なものについては、マニュアルを作成している。 

メラムチ給水計画との連携 

・	 メラムチ給水計画については、多くの人々は、本当に水が来るのか懐疑的。そのため、プロ

ジェクトの LCDは並行して進めていくべき取り組みであるという、KVWSMBを含めた関係

者間の共通の認識がある。 

持続性 

・	 水安全性マップ利用者は KUKL、KVWSMB、保健省を想定している。 

・	 プロジェクト終了後の継続的なマップの更新は、KVWSMB、KUKLが主体となる。どちらも、

研究ラボをもっており、予算の確保ができれば継続が可能。CDGは学生の参加などを通じて、

協力をすることができる。 

・	 また、水が来ても 50％程度しか需要を満たせないため、依然として LCDは有効。 

プロジェクトの後半に向けて 

・	 プロジェクトの後半では、プロジェクトの出口戦略について議論を行う必要がある。出口戦

略の必要性については、WG リーダーの間でも共通の認識ができており、詳細については今

後の議論を通して決めていく。 

・	 技術面と人材面の持続性については大きな問題がないが、財政面が課題となる。小規模であ

っても、モニタリングを続けていくことが重要。 

 

日時：11月 17日 14:45～15:00 

場所：MWSS（給水衛生省） 

面談相手：Mr. Rajan Raj Pandey （Joint Secretary, MWSS / JCC chair） 

プロジェクトの全体に関するコメント 

・	 9月に山梨大学で開催されたワークショップに参加したが、五つのWGの成果発表について、

理解が難しい部分があった。自分も専門家であるが、専門家が理解できる説明が必要。 

・	 プロジェクトの中間にあたり、結果をみて活動の取捨選択をするステージに来ている。 

・	 プロジェクトの妥当性について、カトマンズ盆地内の給水の量的な側面では、メラムチ給水

計画が進行中であり、あと 7～9 カ月程度で第 1 次の給水が行われる。現在 LCD が設置され

ている Jwagalは給水計画の対象地域であり、これらの場所に LCDを設置する妥当性は低い。

メラムチ給水計画の対象地域外（リングロードの外）に LCDを設置するべきである。また、

質的な部分についても、大腸菌などの汚染がある地域で実施するべき。 

・	 プロジェクト前半は、データ収集や研究のステージであったため、具体的な成果が出てくる

のはこれからになる。そのため、インパクトや持続性については、プロジェクトの後半で明

らかになっていく要素である。 

 

日時：11月 17日 15:00～16:00 

場所：MWSS（給水衛生省） 
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面談相手：Mr. Hari Prasad Timilsina （MWSS / WG 5リーダー） 

活動の進捗 

・	 WG 5 の活動は、地震と国境封鎖の問題で、約 2～3 カ月程度の遅れがある。ただし、WG 2

をはじめ、他のWGの活動進捗も影響を受けるため、他の活動が遅れればWG 5の活動にも

遅れが生じてしまう。 

・	 そのほかに、WGの進捗に影響を及ぼした要因は、LCD設置の遅れである。また、LCDの運

用に、KVWSMB、KUKLが直接関与していないことも課題として挙げられる。 

メラムチ給水計画との連携 

・	 プロジェクトで開発する LCDはメラムチ給水計画の給水地域外において、非常に有用である

と考える。一方、メラムチ給水計画の給水地域内における LCDの運用については、必要性に

ついて議論の余地があるかもしれない。 

・	 一方、WG 5の活動としては、メラムチからの給水が始まる前後での比較が可能であるため、

その点において、有意義な成果が出せるものと期待している。 

・	 プロジェクトで設置する LCDはメラムチ給水地域外でも有効であり、好ましい成果が得られ

た場合には、カトマンズ盆地外にも普及させることができるのではないか。 

実施体制 

・	 日本人専門家とはメールや対面でのコミュニケーションを行っており、意思疎通において問

題はみられない。ただし、WG のメンバー内でのコミュニケーションは、それぞれが多忙で

あるため、時間的な制約によって十分な連携がとれていない部分もある。 

成果指標の達成 

・	 現時点では達成していないが、プロジェクトで開発する LCDは、国の飲料水基準を満たし、

コミュニティ、もしくは KUKLが容易に運用可能なシステム、かつ費用面でメリットのある

ものでなければならない。利用者にとって、最適なオプションであることを明確にし、受け

入れられるものである必要がある。そのために、十分な社会・経済調査を実施しなければな

らない。 

人材育成 

・	 これまでのところ、プロジェクトは計画どおりの成果を出していると考えている。特に人材

育成の面では、候補者選定パネル（CSP）を通じて、適切に本邦研修生の選抜を行っており、

人選に関する問題はない。MWSS から長期研修に参加している職員がおり、将来的なプロジ

ェクトへの貢献が期待される。 

・	 また、このプロジェクトの活動を通じて、多くの学生が調査に参加しており、プロジェクト

と直接関連する長期研修もしくは短期研修の機会を求めている。 

社会実装 

・	 現在、KVWSMBの予算は MWSSを通じて配賦されている。将来的には、KVWSMBと KUKL

は独自の予算を確保するために、組織改革される必要がある。 

・	 MWSS は水衛生セクターの開発計画（2016～2030）を作成中。安全な水の供給率を上げるこ

とは、ネパール政府の優先課題であり、プロジェクトの妥当性は高い。 

・	 2017年までに基本的なカバレージを 100％に上げることを目標としている。2017年度の政府
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予算全体が増額されているが、水・衛生セクターについても、予算を 30％増やしている。（※

補足：2016年 5月 28日付 Republica紙によれば、ネパール政府の予算は例年 15％増であった

が、2017年度には教育、保健・飲料水、インフラ整備、震災復興、選挙プログラムの予算を

増強するために、全体として前年度比 27％増となった。） 

・	 代替水源の開発は重要 

プロジェクトの後半に向けて 

・	 プロジェクトの出口戦略が必要という認識は WG リーダー間で共有している。プロジェクト

の後半では、だれが、どのように、何を行うのかを明確にすべきである。 

 

日時：11月 18日 10:00～11:00 

場所：KVWSMB（カトマンズ盆地水供給ボード） 

面談相手：Mr. Sanjeev B Rana（KWVSMB / Executive Director） 

活動の進捗 

・	 現在プロジェクトは研究を実施しているステージであり、具体的な成果が出てくるのは、プ

ロジェクトの後半になる。 

・	 地震、インド国境での物流停滞によって、1 年間活動が停滞したので、実質的には 1 年半し

か活動ができていない。 

実施体制 

・	 プロジェクトでも効率的な連携をする努力をしているものの、関係者間の調整は時間もかか

るし、簡単ではない。 

・	 KVWSMB のプロジェクトへの協力は、予算面でのサポートに加え、専門性の提供。若い人

材がプロジェクトに参加をしているが、基本的には要請に応じて、協力をする体制となって

いる。 

・	 プロジェクトの持続性を確保するための体制については、研究の成果が明確になってから、

目的に応じた体制を構築する必要がある。 

メラムチ給水計画との連携 

・	 メラムチからの給水が実現したあとにも、依然として需要を満たすことはできないため、LCD

は必要とされる。リングロードの内部においても、既存の給水、メラムチからの給水、LCD

を組み合わせたシステムの運用が必要となる。 

持続性 

・	 水安全性マップの継続的な更新や、LCDの普及については、具体的なモデル、有効なメカニ

ズムができれば、KVWSMB が主体となって継続発展させることが可能。その場合でも、そ

の体制のトップにいるのは常に MWSSであることに変わりはない。 

・	 プロジェクト終了以降は、現在の連携体制がそのまま継続されるわけではないが、それぞれ

の目的に応じた協力関係は継続される。 

社会実装 

・	 カトマンズ盆地内の深層地下水には高い割合でアンモニアが含まれているが、これまで、カ

トマンズ盆地内でアンモニア除去をするための、小規模水処理設備の開発は行われておらず、
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プロジェクトの成果への期待は大きい。 

・	 政府の方針としても、2017 年までに基本的な給水カバー率を 100％とすることを目的として

いる。プロジェクトはその目的と整合したものである。 

・	 ネパール全国には多くの小規模な水処理・供給の設備があるが、正常に動いているものは少

なく、改善が必要なものが多い。 

・	 プロジェクトが開発した LCDを将来的に普及させるために特に重要なポイントは、費用であ

る。費用的にメリットが大きければ、おのずと普及されていくものと考える。処理システム

をカトマンズ盆地内のプロジェクトサイト以外の場所に設置する際の初期費用については、

KVWSMB がサポートできるが、オペレーションについては KUKL もしくは、コミュニティ

が独自に行うことになる。 

社会的弱者への配慮 

・	 プロジェクトにおいては、社会低弱者にフォーカスした活動は行われていないが、KUKL に

は LICSU（Low Income Customer Sub Unit）が設置されており、貧困層に対する補助金制度な

どでサポートをしている。 

雨水利用の可能性 

・	 現時点では、プロジェクト下で雨水利用に関する活動はないが、雨水利用については、

KVWSMB が水利用のライセンス契約をしている病院や建設業者などには、屋根からの雨水

の集水設備を設置することを義務づけている。 

課題 

・	 プロジェクトの研究手法について、若干の問題がみられる。例えば、WG 4 で設置している

LCDは、すべてラリトプールにあり、3カ所とも比較的近い場所である。本来であれば北部、

中心部、南部など、特徴の異なる地点で研究を行うべきである。これは一例であるが、今後、

類似の研究をする場合には、これらの経験を生かし、基本的なクライテリアに基づいた研究

手法を検討するべきである。 

・	 日本人専門家がネパールに来た際には、KVWSMBの Mr. Sanjeev B Ranaと協議し、必要に応

じた助言やサポートを行っている（Mr. Sanjeev B Ranaはカトマンズ盆地の水分野におけるキ

ーパーソンとのこと/錦織専門家）。 

※メラムチ給水計画については、工事の進捗を随時確認することができるスマートフォンアプリが

公開されている。アンドロイド版は Google プレイストアからダウンロード可能。IOS について

は未確認。 

 

日時：11月 18日 11:30～12:30 

場所：KUKL（カトマンズ盆地水道会社） 

面談相手：Mr. Tilak M Bhandari（KUKL / Manager） 

活動の進捗 

・	 プロジェクトの進捗は、地震の影響で遅れが生じた。具体的には WG 4の活動に必要な他の

WG からの情報が滞ったことである。また、WG の水処理設備の導入にも遅れが生じた。約

半年ほどの遅れがあると考えている。 
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・	 プロジェクトに対しては、パイロットサイトの土地（Jwagal）の提供や必要に応じたサポー

トを行っている。 

実施体制・人材育成 

・	 WG 内の情報共有については、適切に行われている。プロジェクトを通じて得た各種の情報

は有用なものが多いことから、将来的には多くの関連組織に共有されるべき。 

・	 水安全性マップはプロジェクト終了後も継続的に更新されるべきものである。プロジェクト

活動を通じた能力強化で、ネパールの学生は調査実施、データ収集、分析、そしてそれらを

地理情報システム（GIS）にまとめるための基礎的な能力を身に着けている。将来的にも、

KUKLが主体となり、大学との連携を通じて更新していくことができる。 

社会実装 

・	 カトマンズ盆地の水の需要量は年々増加しているが、一方で地下水量は減少している。地下

水量が減っているのに、無計画に揚水することは、将来的に問題となり得る。プロジェクト

が作成する水安全性マップには、地下水量の情報も含まれており、KUKL にとって非常に重

要な情報である。将来的に KUKLが活用していくことは間違いない。 

・	 LCD も現在もいくつかの処理方法を組み合わせるなど実験段階にあるが、有効な LCD が開

発されれば、他地域への展開が可能である。特にコスト面で優れた処理設備が必要。KUKL

はその普及において、コミュニティに設置された LCDの技術的サポートをする役割と考えて

いる。 

メラムチ給水計画との連携 

・	 メラムチからの給水が実現しても、カトマンズ盆地内の水の需要の 1/3 しか満たすことがで

きない。また、給水ネットワークも全体の 50％しか普及していない。給水の需要をできるだ

け満たすためには、あらゆる手段の組み合わせが必要になる。安全な水を提供するために、

プロジェクトの開発する LCDはとても重要なものである。 

・	 メラムチ給水計画の給水対象地域内にある、政府官庁のあるシンバハルダールに給水タンク

を建設中である。これは、同地域で水が不足していることと、余剰の水を周辺地域で利用す

るため。 

持続性 

・	 KUKL の予算は主に、徴収した水の利用料金により賄われている。現時点では予算は十分と

はいえない。プロジェクトの持続性を考慮した際の、財政面で貢献できるのは、KVWSMB

である。 

社会的弱者への配慮 

・	 KUKL には経済的な弱者をサポートする部署（LICSU）があるが、現在は専任の職員がいる

わけではなく、他部署の職員が兼任している状態。 

プロジェクトの後半に向けて 

・	 プロジェクトの後半では、雨水利用、水源涵養についても考慮できるとよい。 

 

日時：11月 20日 10:00～11:00 

場所：IOE 
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面談相手：Mr. Iswal Man Amatya（IOE / WG 4リーダー） 

活動の進捗 

・	 現在の活動進捗は 35％。日本人専門家と頻繁に情報共有をしており、この回答についても遠

山先生との共通の認識。 

・	 他の WG からのデータが遅れたことにより、WG 4 の活動も計画よりも遅れている。また、

LCD の設置が計画より遅れている。約半年分の遅れ。残り 2 カ所の LCD の設置場所の選定

をしており、このままいけば期間内で目的を達成することは可能。特に WG 3のバクテリア

の分析結果が出れば、活動が加速されるものと考える。 

人材育成 

・	 現在も IOE学生が、日本での短期研修に参加している。研修生からは毎週 1回報告を受けて

いる。また、頻繁にメールでやり取りしており、研修の成果を確認している。 

・	 学生の能力強化には大変満足している。学生は 1、2年でいなくなるが、その点はやむを得な

い。ただし、プロジェクトの研究活動を通じて、学生が発表した論文はプロジェクトの成果

であるとともに、例えば水処理システムの運用のためのマニュアルともなり得るものである。 

指標 

・	 指標 4-1については、現在も LCD開発に向けた研究を実施中（現時点では未達成）。 

連携体制 

・	 日本人専門家とのコミュニケーションについては、いっさい問題はない。十分な意思疎通と

情報共有が行われている。KUKL や KVWSMB といった、WG 内の情報共有は必ずしも十分

ではない。これまでにも KUKLとの情報共有は行われているが、最後に KUKLのWGメンバ

ーと対面で協議を行ったのは 9カ月ほど前。 

・	 WG リーダー会議は、これまでに 4 回ほど実施。また、ワーキングルグループリーダーミー

ティングという名目ではないが、リーダー間の協議の機会は十分にとられている。 

・	 ただし、WGのうち、WG 5は MWSSがリーダーであり、その他のWGとは毛色が違う。MWSS

をはじめ、政府組織との連携については、プロジェクト後半では改善の余地がある。 

プロジェクトの投入 

・	 日本から調達された機材は、研究活動に大いに活用されている。ただし、PHメーター、Dual

メーターなど日本製の機材については、アンプルなどを毎年調達しなければならず、（IOEに

とって）高額であるため、将来的な調達に不安がある。 

社会実装 

・	 プロジェクトの成果を社会に還元する際の主体は政府やコミュニティ。LCD については、

KUKL やコミュニティが運用していく。KUKL がコミュニティをサポートし、IOE は技術面

で KUKLを支援する役割。 

・	 LCDのうち、ナノバブル水素発生機を用いた水処理は、技術的に難しくはないが、管理面で

課題がある。維持コストがかかるし、機材、消耗品の調達についても容易ではない。 

・	 現在は研究目的の LCD開発が中心であるため、小規模に展開している。まずは、この規模で

確実な成果を確認し、次のステップに進む。 

・	 （プロジェクト報告書に記載のある社会実装に向けた連携の可能性があるという民間の水管
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理マネジメント企業 Smart Panniとは？）Smart Panniは民間企業であり、個人的に知り合いも

いるが、プロジェクトの成果を活用してもらう先は、政府の方が適しているのではないか。

営利企業との共同実施は情報の開示において問題があるし、将来的な研究の継続にふさわし

くないように思う。 

プロジェクトの後半に向けて 

・	 コミュニティに対する啓発活動や、研修を実施することで、LCD設置後の管理体制の持続性

向上に取り組むべき。 

・	 多くのプロジェクトは、期間終了後にすべてが終わってしまうことが多い。少なくとも、5

年程度はモニタリング、フォローアップをしていく仕組みが必要。 

・	 モニタリング、フォローアップは、政府による実施のほか、学生に課題として与え、研究を

継続させる方法も考えられる。 

 

日時：11月 20日 12:00～13:00 

場所：SEN（スモールアースネパール） 

面談相手：Mr. Arun P Bhattarai（SEN）、Mr.Nironjan Bntacsens（SEN） 

SENについて 

・	 SENは現在正職員 10名、プロジェクト契約のコンサルタント 5名。 

・	 プロジェクトへは山梨大との委託契約によりWG 5に参加している。 

活動の進捗状況 

・	 WG 5ではこれまでに 3回の広域調査を実施した。対象地域のなかから 50の地域をランダム

に選出し、30世帯に対して、質問票調査を行った。しかしながら、第 2回目の調査（2015年

雨期）は、地震の影響で完了することができなかった。 

・	 残り 2カ所の LCD設置場所は、WG 5の結果に基づき決める予定であるが、今月風間先生が

ネパールに派遣された際に、決定の見込み。現在の候補地は、バクタプール、キルティプー

ル、ココナの 3カ所。全てリングロードの外。 

成果指標の達成 

・	 指標 5-1 については、一部達成。社会経済的評価は完了し、水処理システムの社会実装、普

及は今後達成される見込み。 

人材育成 

・	 質問票調査にあたっては、IOEの学生 4名に対してトレーニングをした。この調査を通じて、

学生の能力強化が進められた。具体的には、ソーシャルワーカーとしてのコミュニティとの

コミュニケーションのとり方や、エクセルなどを用いたデータの集計方法等。 

実施体制 

・	 日本人専門家とのコミュニケーションには、全く問題はない。メールやソーシャルメディア

を活用して十分な意思の疎通、情報の共有が行われている。 

・	 WG 5 内での連携については、MWSS の人事異動などで、十分な意思疎通が図れているとは

いい難い。政府組織との連携については改善の余地がある。その他の WG との情報の共有は

適切に行われていると思う。 
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社会実装 

・	 LCDの普及に向けては、コミュニティ、政府のオーナーシップ意識の醸成が必要。プロジェ

クトの LCDの成果がまだ出ていないが、セミナー等を通じて、意識の向上をする必要がある。 

・	 プロジェクト関係者間のコーディネーションに改善の余地がある。情報共有という面におい

ては、日常的に連絡をする体制（定期連絡等）があれば、おのずと参加意識が向上するので

はないか。 

・	 プロジェクトの成果品の一つである水安全性マップは、政府機関が強いイニシアティブをも

って活用していくことに期待。ただし、政府機関は人事異動や組織改編があるため、難しさ

もある。また、担当者のキャラクターや関心によって、大きく状況が変わる。 

メラムチ給水計画との連携 

・	 メラムチの水が本当に計画どおりに来るかについては、疑わしいところもあるが、給水が実

現しても（給水対象地域においても）LCDは依然として高い必要性がある。 

・	 チェイサルでは、コミュニティが管理する水処理システムがうまく機能しているため、ここ

から学ぶことは多い。その分析もしている。 

・	 プロジェクトの後半で、各 WG の成果を統合していくことになるため、WG 間の連携をより

強めていく必要がある。 

 

日時：11月 23日 15:45～16:45 

場所：MWSS（給水衛生省） 

面談相手：Mr. Rajan Raj Pandey（Joint Secretary, MWSS / JCC chair） 

・	 水質改善についてはメラムチの外でやるべきであり、既に設置された水処理設備はメラムチ

外に再設置してもいいのではないか。ローカルで管理するにはコストが重要になる。また、

プロジェクトで実施している研究活動は良い。 

・	 （社会実装に向けては）設備の受け取り先に関する調査がまだ十分ではない。LCD水処理装

置は、まだ価格が出ていないが、メラムチから給水される水よりも料金が高ければ使う人は

いない。Social Preparation（啓発活動など）が必要。 

・	 研究の成果が分からない。例えば、ソフトウェアを使って、（GISの）レイヤーで地域ごとの

危険度を表すマップを作ったが、その結果はソフトウェアを理解している専門家であれば理

解できるのかもしれないが、自分には理解が難しかった。 

・	 研究の成果は社会に還元されなければならない。政策決定者が社会実装するために結果を理

解しなければならない。最先端のソフトウェアを使うのは、効果的で、精度も高いのでよい

が、その結果を伝えなければならない。 

・	 MWSSからの留学生は、帰国後に貢献してくれればよい。渡航前に MWSSが指定した研究ト

ピックスから変更があるようだが、それはしかたがない。 

 

日時：11月 24日 11:00～12:00 

場所：MWSS（給水衛生省） 

面談相手：Mr. Hari Prasad Timilsina（MWSS / WG 5リーダー） 
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・	 メラムチは 9カ月ほどで給水が開始する。3カ所の LCDの効果は、メラムチ前後で比較が可

能である。 

・	 将来的な LCDの運用については KUKLが実施するが、オペレーションの人材育成が必要。 

・	 プロジェクト完了後のオペレーターは、KVWSMB と KUKL。普及については、MWSS がサ

ポート可能。 

・	 普及に向けては、コストが重要。プロジェクトではコミュニティの管理も想定しているが、

実際には KUKLがオペレーションをするべき。 

・	 LCDの設置場所が KUKLの給水地域内であれば、設備は KUKLに引き渡され、KVWSMBが

KUKL をオペレーターとして指定する。KUKL の給水地域外であれば、引き継ぎは上下水道

局（DWSS）に対して行われ、その後 User Communityに引き渡される。 

・	 MWSS はメラムチ給水地域で 100％の給水をめざしていている。メラムチからの給水と、そ

れ以外で給水の質に差があるとよくない。もしも、メラムチの料金が高く、LCDが価格面で

優位性があれば、IOE以外の 2カ所は使えるかもしれない。 

・	 MWSSの予算については、問題はない。水分野に十分な予算配賦がされている。 

・	 WG 5の調査結果は、WG 4に使われる。具体的には、コストとシンプルなシステムにするた

めの情報。満足度調査、住民の意識調査である。 

・	 そのうえで、LCDの活用に関する、住民に対する研修が必要。 

・	 だいたい 1カ月の水の使用料金は 200～865ネパールルピー（NPR）くらい。コミュニティが

自主管理している小規模な水施設は、コミュニティが独自に料金徴収を行っている。 

・	 WG の活動にある、戦略の策定については、LCD の成果が良いものであり、調査でユーザー

の満足度が高ければ、自然と使われるものである。その際に、WG リーダーが上にそのメリ

ット伝えれば、戦略がなくとも普及していくことはできる。 

・	 プロジェクトのアウトプット（調査データ等）は、MWSS の所有物となる。戦略については

データ分析の報告書を用いて、MWSS が作成する。MWSS のポリシーをつくるのは Water 

Environment Section。より大きなポリシーは NPC（National Planning Commission）が担当する。 

・	 DWSS には水質管理に関するセクションがあり、そこが戦略をつくっている。DWSS をカウ

ンターパートに加えることもオプションではないか。 

・	 WGリーダー同士のミーティングの頻度は十分ではあるが、忙しいときには参加できない。 

・	 政府の目標は、全国 87％の給水カバー率だが、安全な水について、現状は 15～20％の給水し

かできていない。このようなギャップを減らすために、処理施設を活用しなければならない。

そのため、このプロジェクトの成果や Renovationが必要。 

・	 Accademia / Industry の連携はポリシーレベルでも推奨されており、MWSS の Water Sector 

Development Planにおいても、その記載がある。 

 

日時：11月 24日 12:45～13:15 

場所：IOE 

面談相手：Prof. Dr. Tri Ratna Bajracharya（Dean of IOE / Project Director） 

・	 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）は IOEでは初めて。 
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・	 給水量だけではなく質的な向上が必要。WASH（Water Supply and Hygiene）の基本的なニーズ

に対応するプロジェクトである。 

・	 Academia / Industry の連携という意味で、IOE、IOM、KUKL、MWSS が参加している。IOE

と山梨大学の連携は良好。プロジェクトの進捗には感謝している。 

・	 Academia / Industryの連携は Challenging。 

・	 LCDの普及はカトマンズ盆地のみならず、他の地域にも拡大できる。 

・	 人材育成についてはプロジェクト期間が十分ではない。一人かそれ以上の長期研修生を出し

たい。 

 

日時：11月 24日 14:00～15:10 

場所：KVWSMB 

面談相手：Mr. Sanjeev B Rana（KWVSMB / Executive Director） 

・	 LCDについて、KUKLがオペレーターである。KUKLのサービス地域以外は DWSSの管轄と

なる。DWSS の管轄下では、コミュニティによる管理が行われる。KUKL 管轄内でも、小規

模のものはコミュニティで管理される。Jwagalのユニットは、比較的小規模なものといえる。 

・	 KVWSMBはカトマンズ盆地内のマスタープランをつくる RFP（Request For Proposal）をコン

サルタントにより作成中。6～7カ月で最終化される。 

・	 戦略策定に関しては、だれが何をするのかを明確にしなければならない。水セクターの役割

として、KVWSMBはマネジメントを担当、KUKL、コミュニティはオペレーションを担当。

KVWSMB の戦略ならマネジメント戦略、KUKL ならオペレーション戦略というように、役

割によって必要なものは違う。 

・	 プロジェクトの成果は、KVWSMBにとってもすべて有用なものである。 

・	 DWSS の巻き込みについては、選択肢としてよいかもしれないが、DWSS は将来的には

KVWSMBの傘下に収まる予定。 

・	 戦略の策定、フォーマライズ（KVWSMBのなかで承認）することは、KVWSMBが責任をも

って実施できる。 

・	 Mapの継続的な更新について、どんな Mapが継続的に使えるか、という観点から、汚染状況、

地下水量の情報が含まれているべき。KVWSMBは作成された Mapのレビューを行う。また、

その他のユーザー、ステークホルダーもそのレビューに参加しなければならない。 

・	 プロジェクト終了後に、予算の部分は KVWSMB がカバーすることはできるが、技術的な部

分はもし IOE に十分な技術がなければ、山梨大にサポートしてもらうという選択肢もある。

特に、メラムチ給水計画が実現した以降は、KVWSMB の財務状況は、非常に良くなる見込

み。 

・	 プロジェクト関係機関のうち、実施（implementation）を担うのは、KUKLと KVWSMBだけ。

このプロジェクトは、KUKLとKVWSMBに大きな利益のあるプロジェクトである。KVWSMB

は、テクニカルなものをリアリティに落とし込む役割を担っている。また、研究者は技術的

な側面でメリットがある。 

・	 指標の設定について、何を目的にするかでターゲットも異なる。LCDについては、アンモニ
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アや鉄の除去を何％減らす、ということではなく、できるか、できないかという観点が必要

になる。結果として、その目的に使えるかどうかが重要。 

・	 指標という意味では、ネパールの飲料水基準を満たす、という目標が必要。 

・	 コスト面の目標について、現在のタリフは 1L＝1パイサ（1/100NPR）＞100L＝1NPR。 

・	 LCDの追加の 2カ所の設置場所はパタン以外が良い。対象エリアの水汚染状況に基づき決定

するべき。 

 

日時：11月 24日 15:30～16:30 

場所：KUKL 

面談相手：Mr. Tilak M Bhandari （KUKL / Manager） 

・	 プロジェクトで作られる Mapの主なユーザーは KUKLになる。水オペレーターとして、Map

の更新にかかわることができる。 

・	 Map は GIS で作られている。KVWSMB がアウトソーシングで、KUKL に対して 7～10 日間

の研修を提供する予定。また、JICA専門家の緒方さんが 10×10日の GIS研修を実施した。 

・	 Jwagalに設置された設備は比較的小規模。また、Jwagalの給水施設は KUKLのなかでもミニ

マムなものであり、KUKLの処理している部分の給水能力は、62～67MIL /日。 

・	 一般的な水料金はWTC（Water Tariff Committee）が決めるため、KUKLが独自に料金設定を

することはできない。 

・	 KUKLサービスエリア内の無収水率は 40％。料金請求に対する回収率は 70％。メーターがな

い場所からはミニマムの料金を徴収している。また、KUKL のサービス地域の中でも、場所

によって水道料金は異なる。 

・	 将来的に KUKLのオペレーションの下で LCDが運用される場合には、その料金はWTCが決

めたタリフとなる。 

・	 コミュニティの管理となった場合には、料金の設定はコミュニティ（水利委員会等）が行う。 

・	 水道料金が安いこともあり、KUKL は常に予算が足りない状態。政府からのローンで新しい

給水施設を造っても、その後の維持管理費は KUKLで賄わなければならない。メンテナンス

という費目で政府から予算が下りてくることはない。また、機材の補修の予算もない。 

・	 プロジェクトでWG 4が設置した LCDは小規模なものであるが、将来的なオペレーターにな

る KUKLがかかわっていくことができるとよい。そのためには、能力強化のトレーニングを

期待する。 

・	 プロジェクト終了後の LCDの普及において、KUKLは設置工事を行うことができる。 

 

日時：11月 25日 9:15～10:05 

場所：IOE 

面談相手：Dr. Narendra Man Shakya （IOE / Project Manager / WG 1リーダー） 

・	 日本人専門家がネパールにいないときには、地下水調査などの調査活動を継続的に行ってい

る。また、グループ間のミーティングも実施している。 

・	 WG に参加しているものの、十分な連携、巻き込みができていないメンバーについては、プ
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ロジェクトに参加することのベネフィットを示すこと、TOR（Terms of Reference）を明確に

することが必要。特にインセンティブがないことが課題であると考える。 

・	 また、KUKL や KVWSMB については、プロジェクトをサポートする意識は高いが、人材不

足は否めない。これは慢性的な課題であり、プロジェクトの出口戦略を考えるうえでも、組

織の改革、さらには政策の改革が重要な要素である。 

・	 プロジェクトの指標について、WG 1～3は研究のターゲットがある。また、WG 4はパイロ

ットサイトでの結果が目標値となる。WG 4は何が有効であるのかを明らかにすることが目的

である。 

・	 WG 1～3のデータ分析の結果（推計、予測など）については、当然、確度に関する譲歩を付

与している。95％の信頼性なのか、85％の信頼性なのか、という情報は政策決定者にとって

重要な情報なので、普通のこととしてやっている。 

・	 LCDの運用は継続中であり、依然としてデータ収集のプロセス下にある。Jwagalのユニット

のサイズは比較的小さく実際に運用するためには十分な大きさではない。30～50家庭の需要

を満たす程度のものである。研究開発が主な目的のユニット。 

・	 新しく設置する LCDは風間先生が社会経済調査の結果を踏まえて決定する。 

・	 LCD改善のために、すべてのコミュニティからフィードバックをもらえるわけではないが、

Before and Afterの調査を実施しており、その結果を活用することができる。 

・	 Academia / Industryの連携はネパールの課題として常にある。その問題を改善するためには、

先に述べたとおり、組織の改革、政策の改革が必要。 

 

日時：11月 25日 10:05～10:30 

場所：IOE 

面談相手：Dr. Suresh Das Shrestha （CDG / WG 2リーダー ） 

・	 日本人専門家がネパールにいないときには、雨期、乾期の年に 2 回の広域調査を実施してい

る。 

・	 調査で採取した試料は日本で分析をしている。このことは、プロジェクトの継続性において

課題。ネパールに適切なラボがないことが理由であるが、継続的なモニタリングを行うため

には設備が必要。 

・	 同位体の分析については、灌漑省の下に Groundwater Resources Development Boardという機関

があり、そこには分析を行う機関があるが、そこを利用するためには、費用面を含め CDGに

とっては好ましくない。 

・	 プロジェクトで習得した知識やスキルを無駄にしないためにも、適切な設備が必要。IOM、

IOEにはラボができて将来的な活動にも活用できる。CDGにも Chemicalの分析ができるラボ

があれば、継続的な研究もできるし効果的。ラボの設立とまでいかずとも、最低限の設備が

あるとありがたい。本邦研修生が帰国後にその知識を活用する場としても、有効である。 

・	 プロジェクトのサンプリング調査を通じて、学生が直接目にすることのできる表流水ではな

く、目にすることのできない地下水に興味をもったケースがあり、このような好奇心の刺激

は、プロジェクトの波及効果の一つの事例である。 
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・	 Map の継続的な更新のために、ユーザーからのフィードッバックを得ることについては問題

はない。Mapの作成によって利益を受けるのは、水分野のすべての関係者である。 

・	 Mapのユーザーのなかには、すべてのデータを理解できる人ばかりではないので、Mapに簡

単な説明を付ける、もしくはマニュアルを作成することで、使いやすいものにすることがで

きる。一度ユーザーが使い始めたら、そこからフィードバックを得る予定。 

・	 Mapの指標については、Mapが実用化されたあとの罹患率等で測れるのではないか。 

 

日時：11月 25日 10:35～11:40 

場所：IOE 

面談相手：Mr. Iswal Man Amatya（IOE / WG 4リーダー） 

・	 他の機関との連携について、確実な研究成果が出たのちに、KVWSMB と KUKL と連携する

ことができる。IOE の主目的は研究であり、KVWSMB と KUKL が社会との窓口。ただし、

政府機関は人事異動があるため、それが課題。 

・	 新たな 2カ所の LCD設置場所の選定はWG 4のスコープではない。 

・	 新たな 2カ所の LCDは、大きいものを造る予定。プロトタイプから、ライフサイズにつなげ

る。また設置場所は優先度を考慮して決定する。また、コストについては WG 5からのデー

タを基に決定する。 

・	 既に設置している小規模な設備はフィージビリティ検証のためのものである。 

・	 Academicのサイドは、あまりコストを考えない。WG 5の研究結果に基づいてコストを決定

する。まずは、フィージビリティを検証し、その後 WG 5とともに経済面を検討する。ただ

し、WG 5からはまだデータを受け取っていない。 

・	 社会実装については、コミュニティに対する啓発活動と、10年以上の継続的なフォローアッ

プが必要。KUKLは十分な技術をもっているが、担当者は多忙。 

・	 また、持続性の確保のためにはコミュニティのWillingnessが重要な要素となる。 

・	 人材育成の目標達成について、IOEのスタッフが LCDのデザインをすることは可能であるが、

研究活動には課題がある。依然として、KUKLと IOEに対する研修が必要。 

・	 若手のネパール人研究者が新しい技術に触れる機会をもつことが必要。 

・	 プロジェクトの開発目標となる指標を決めることは必要。また、コスト面での指標について

は、目標とするコストのレンジを決めるのが良いのではないか。 

・	 将来的な運用について、水素発生機を使った上水は費用面、技術面で問題がある。また、費

用のあまりかからない、人口湿地のろ過装置は、処理をするのに時間がかかる。 

・	 現在運用している LCDは KUKLにハンドオーバーするには小さ過ぎるサイズ。 

 

日時：11月 25日 15:00～16:00 

場所：IOM 

面談相手：Dr. Jeevan B Sherchand （IOM / WG 3リーダー） 

・	 Micro Scope などの機材のハンドリング、メンテナンスに課題がある。山梨大学が IOM に来

た際には、これらの機材が活用されており、IOM のスタッフはオブザーバーとしてその作業
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を見ている。日本人専門家が不在のときには、これらの機材は活用されていない。 

・	 マイナーなメンテナンス方法だけでも、研修の機会があれば将来的な活用が可能になる。 

・	 IOMは微生物分野の研究を重視しておらず、IOM自体の予算不足もあって、メンテナンスコ

ストを確保することは、非常に困難。他の研究プロジェクトのファンドを獲得して、その雑

費として維持管理費を捻出するしか方法がない。 

・	 以前 JICAが供与した機材は 25年以上使っているものもある。安価なインド製の機材に比べ、

正しく使えば長く活用できる。そのためにも、最低限のメンテナンスの知識は必要。メンテ

ナンスについて何も知らなければ、例えば故障の原因が、ヒューズが飛んだだけというとき

でも、その原因が分からず、かつ専門の業者に依頼する予算もないため、活用されないまま

放置されてしまう。 

・	 現在 IOMから長期研修生（※Lecturer, IOM）が 1名、国費留学生が 1名いる。彼らの帰国後

に、人材育成の成果は確認できる。 

・	 持続性に関しては、予算が問題。IOM は医学部として医療がメインである。ただし政府の病

院であるため、50％の患者は医療費を支払っていない。また、IOM の Dean はここ最近で 3

人代わった。政治的な理由で、頻繁なトップの交代がある（IOEとは状況が異なる）。現在は、

WHOからのリサーチファンドで助手の日当を支払っている。あとは小さな研究ファンドと、

CREEWからの資金。 

・	 また、持続性に関して、Academia / Industryの連携が重要。とはいえまだまだ話し合いが必要。 

・	 KUKL がマイクロバイオロジカルの分析が必要になったときには、民間に依頼することがほ

とんど。IOMのような政府機関に依頼すれば費用はかからないが、利用されていない。 

・	 WG リーダーのミーティングはとても良いが、まだまだ十分ではなく、水分野の関係者のコ

ミットメントを強化するために、キーパーソンである IOE の Dean に直接進言することを考

えている。 

・	 政策決定者からのコンセンサスを得るために、Mapの質的な指標が必要。  
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調査日程

日順 日	 付 JICA評価団員 評価分析担当 JST評価団 ネパール側評価団

1 11月/ 
14日 

月 17:40 カトマンズ着 

2 15日 火 10:30 対処方針会議 07:15 対処方針会議（JICAネ
パール事務所から出
席）

10:30 対処方針
会議

09:30 評価分析担
当との面談

09:30 ネパール側評価団との
面 談 （ Mr. Kedar / 
DWSS, MWSS） 

3 16日 水 10:00 WG 1リーダー（プロジ
ェクトマネジャー / 
IOE）との面談 

13:10 WG 3リーダー（IOM）
との面談

15:25 CREEWとの面談 
4 17日 木 09:30 WG 2リーダー（CDG）

との面談
 

14:45 MWSS次官補 
15:00 WG 5 リ ー ダ ー

（MWSS）との面談 
5 18日 金 10:00 KVWSMBとの面談 14:00 評価分析担

当との面談11:30 KUKLとの面談 
14:00 ネパール側評価団との

面談 （Dr. Jagat / IOE） 
6 19日 土 書類整理、報告書作成 
7 20日 日 10:00 WG 4リーダー（IOE）

との面談

12:00 SENとの面談 
8 21日 月 LCD設置サイト視察 （Jwagal 

UN Park、Chyasal、IOEキャ
ンパス）

9 22日 火 書類整理、報告書作成 
10 23日 水 12:45 カトマンズ着 書類整理、報告書作成 

15:45 MWSS次官補表敬訪問、聞き取り 
17:00 JICAネパール事務所打合せ 

11 24日 木 11:00 WG 5（IOE）との面談 11:00 WG 5（IOE）
との面談12:45 IOE 学長（プロジェクトダイレクター）表敬

訪問

14:00 KVWSMBとの面談 
15:30 KUKLとの面談 

12 25日 金 09:15 WG 1 リーダー（プロジェクトマネジャー / 
IOE）との面談 

10:05 WG 2リーダーとの面談（IOE） 
10:35 WG 4リーダーとの面談（IOE） 
15:00 WG 3リーダーとの面談（IOM） 

13 26日 土 AM：団内協議 12:25 カトマン
ズ着

PM：サイト視察（13:30 IOM研究所、14:30 Jwagal水処理施設、15:30 Chyasal、16:00 IOE
水処理施設、16:30 IOE研究所）評価分析担当は書類整理、報告書作成 

５．調査日程
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14 27日 日 AM：団内協議及びプロジェクトチームとの協議 
PM：報告書最終化 

15 28日 月 AM：ネパール側評価団との協議 
PM：評価報告書、会議議事録（Minutes of Meeting：M/M）作成に関する協議 

16 29日 火 団内協議及び M/M、JCC準備 
17 30日 水 08:30 JCC 

10:00 M/M署名 
11:00 プロジェクトチームとの協議 
16:00 大使館報告 

23:00 カトマンズ発
（CX5103） 

18 12月/ 
1日 

木 13:30 カトマンズ発 13:25日本着 13:30 カトマン
ズ発

19 2日 金 日本着 日本着  

DWSS：Department of Water Supply and Sewerage（上下水道局） 
MWSS：Ministry of Water Supply and Sanitation（給水衛生省） 

IOE：Institute of Engineering, Tribhuvan University（トリブワン大学 工学部） 

IOM：Institute of Medicine, Tribhuvan University（トリブワン大学 医学部） 

CREEW：Center of Research for Environment Energy and Water（環境エネルギー・水研究センター） 

CDG：Central Department of Geology, Tribhuvan University（トリブワン大学 地質学部） 

KVWSMB：Kathmandu Valley Water Supply Management Board（カトマンズ盆地水供給ボード） 

KUKL：Kathmandu Upatyaka Khanepani Limited（カトマンズ盆地水道会社） 

SEN：Small Earth Nepal（スモールアースネパール） 

LCD：Locally-fitted, compact and distributed（現地適応・小型・分散型） 

JCC：Joint Coordinating Committee（合同調整委員会） 
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